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国 このカレンダーはマグニチュード 7山地震の蹴月齢の関係りl聞して帆たも仇る。

大地震の起時と月齢の関係については、古くから我が国の地震学者（大森房吉、今村明恒、松沢武雄他）によっ

て指摘されており、事丘ではソ連のタムラジ、ヤン(1971）によって日本の破境的地震と月齢との関係が求められた。

根本順吉(1971）は、これを明治以後のマグニチュード7以上の地震について検証し、これに基づいてこのカレンダ

ーを作成した。その後地震研究所の長沢工(1973）はマグニチュード6以上の地震についてこの結果が長信十的にも意

味のあることを明らかにした。このカレンダーは過去の資料の統計に基づくものであり、ひとつの可能性を示すに

すぎないが、 79年7月13日の周防灘、 78年6月12日の宮城県沖、 76年1月21日の根室沖、 75年4月21日の大分県の

地震など、すべて危険度4のもっとも危険度な日に起こってしゅ。

上表で左肩の数字は月齢、 ⑥上弦、 O望、 3下弦、 ・朔を示す、中央の数字は危険度を示したもの、 4がもっとも

可能性が大きく、 1はほとんど大地震の心配のないことを示す。赤は日曜日を示す。（根本JI頂吉）
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防災言 塚本孝一

火災の臨床学

火災現場の調査業務に従事していた30年ほど前

のことである。ある大学の医学部の木造校舎が全

焼した。その大学の卒業生の調査主任がいたので、

調査方を命じた。いつも調査員たちが帰ってきた

時の様子で、成果を得たかどうか大体見当がつい

たものだったが、今日は原因がつかめたなと思え

た。その調査結果の報告を受けた時の話である。

戦後の粗造な木造だったのですっかり全焼し、現

場調査に困った。あれこれ調査に当たっていると、

医学部の先生が代わる代わる何をやっているかと

物珍しそうに見にくる。ある先生と 2、3話して、

調査主任がその大学の卒業生であることがわかり、

先生の研究室に招かれた。「あのようにすっかり焼

けているのをどのように調べるのか」と問われ、

調査方法をあれこれ話した。そこで先生がぐそれ

は我々医学の臨床でやる方法とまったく同じであ

る」といわれた。調査の成果は得られなかったが、

それですっかりt喜しくなって帰ってきたのであっ

た。

近年、火災事件が訴訟ざたになることが多いよ

うで、その訴訟事件に関わりを持ち、その事件の

内容に触れる機会がある。そこには事件の内容、

特に現場の実態の不鮮明なもの、あるいは、問題

とされている出火の可能性に疑義のあるものなど

日本大学教授

本誌編集委貝

にぶつかる。それが新しい課題をもっているわけ

でなく、以前から生じていた実態や問題点と代わ

り映えしていないのが多い。火災の学術的分野の

研究が最近かなりの進展をみているのと比較して

みると、この分野は貧弱のように思えてくる。そ

れぞれの事件において、火災内容の説明などをみ

るとき、火災研究の皮相的な影響を受けていたり、

見栄えのする行政的な対策論に押されているとい

った感想がもてる。

火災は、現場が焼損し焼失する。そして、利害

が伴うだけにその真実の発見などはなかなか困難

な作業となることが多い。それだけに調査する側

の経験や能力が要請される。これを援助し、現場

作業の有効な展開を促し得るためにも、医学にお

いて臨床分野が確立しているように、火災にあっ

ても臨床的な研究の展開が必要ではないかと考え

る。研究の対象となる材料は主に火災現場から得

られるが、現場は警察 ・消防が権限をもって作業

行使している。いろいろな課題を現場から的確に

つかむのでなくてはならないし、ただその奉仕的

な研究とみるようでは真の臨床分野の確立はあり

えない。近ごろ、再燃火災で消防が訴えられたと

聞くにつけ、この臨床的分野の展開は、広く火災

分野において有用な位置を持ち得るものになると

期待されるのだが。
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数字で表す

ビルの圧迫感

武井正昭
東京理科大学工学部建築学科

・ －・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

マンションなどの高層建築物が建設される

と、周辺の住民は、そのビルから何となく覆

いかぶさる感じ、すなわち、圧迫感を受ける

ことがある。表題の圧迫感は、との種の心理

的な感覚を意味する。

ビルの建設によって付近の住民が日照を妨

げられたという苦情の訴えは十数年前から多

くなったのであるが、このような生活環境の

被害は単に日照だけにとどまらず、電波障害

や風害、圧迫感の苦情も同時に含んでいるの

が実情である。南側に建つものに対しては、

日照被害だけについて解決すれば、ほぽ他の

被害も同時に片付くものであるので、数字で

いえる日照時間が訴えの主体になるのが普通

であるが、東側や西側に建つものに対しては、

日照の被害は少ないので日照時間の減少で訴

6 

えてみても決定的なものとはならない。そう

いうところでは、電波障害、風害、圧迫感等

の被害を強調して訴えることになる。

ところが、これらの被害は、明確に数字で

とらえることは難しい。特に、圧迫感はまっ

たく心理的な被害であるので、たとえ裁判に

訴えても、裁判官も明確な判断が行えない。

現実にひどい圧迫感を受けていても、心理的

感情的で個人差のあるものに対して、 責任を

持った判断を下すことは、裁判所は避けて通

ってしまう。それは、裁判官の責任逃れと怠

慢の故にもよることであるが、また、この種

の心理的な量が客観化されていないからでも

ある。

客観化ということは、だれにも共通に理解

できる方法で表現することであり、裁判官の

判断を客観化するということは、ただ1回の

裁判官の判断（判決）を100人の裁判官の判断

の結果に最も近づいたものとするととである。

現在の科学的な方法では、これは、因子分

析や相関分析、多変量解析などの統計的手法

を用いた実験心理学的な思考方法によってあ

る程度のアプローチが可能である。厳密でな

くても初歩的な知識の応用でかなり客観化す
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ることはできる。しかし、大多数の裁判官は、

もし法廷でこのような分析に基づく意見が出

てもまったく耳を借さないし、勉強してみよ

うとさえしないものである。そして、ただ独

断的な過去の知識を基に判決を行うか、ある

いは、判決文を書かずに済まそうと繰り返し

和解を強要する姿勢を見せることが多い。和

解で決着がつけば裁判官は批判を受けること

がないからである。

私の知る限りでは、札幌高裁の宮崎判事は、

日照などこの種の問題について実に熱心に勉

強されていた例外的な裁判官であるが、他の

多くは、私の実際の経験からみて、上のよう

な社t判を千子わざるを得zない。

このような事情では、圧迫感の被害を受け

ることになった住民は救われるところがなく

なる。日照については、建築基準法の日影規

制が定められたので、 一方的に極端な被害は

生じることが少なくなった。閉じように、圧

迫感についても何等かの基準ができればよい

ものをと思った。それには、まず圧迫感を物

理量で表現する、すなわち、圧迫感の強さを

数字で表したいと考えたのは7年程以前であ

った。実験心理学にたんのうな心理学者は、

建築空間のような複雑なものには、首を突っ

込んだら泥沼に入るようなものだからといっ

て取り合ってくれないが、建築屋はそんなこ

とをいっていたら何もできない。そこで苦し

紛れに始めたが、数年かかつて最近やっと圧

迫感の許容値が得られた。

この研究が何とかうまくいったのは、圧迫

感を測る物理量として、形態率という写真で

測定しやすい量を用いたこと、多くの被験者

に同条件で比較判断を行うためのパノラマス

クリーン装置を実験室内に作ったこと、モン

タージュスライドを作製する手法を採用した

ことなどである。すなわち、実験装置の工夫

が大切な要因となったのである。もちろん、

統計や実験心理学の発達のお陰であることは

いうまでもない。

このようにして、圧迫感はその位置から見

た建物の形態率の大きさで表すことができた。

許容限界も形態率8%などという言い方で表

現することになる。超高層ビルを30mぐらい

離れてみると形態率15%程度であるので、こ

んなビルが住居の近くに建ったら大変な圧迫

感を与えられることになる。

圧迫感を数字で表すなどというと、ずいぶ

7 
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ん新しいことのように思われるが、心理量を

物理量で表現すること自体は珍しいことでは

ない。暖かさや冷たさは、水銀の膨張率で、調lj

って摂氏何度といったり、騒音のやかましさ

はデシベルやホンでいうことを日常行ってい

るのである。H是かさややかましさもまったく

感覚的心理的で個人差も大きい。圧迫感とて

例外ではない。とすると、数字で測ることも

当然可能なことである。

これからは、圧迫感の許容限界を一般に知

っていただくことを目樗iにしていきたいと思

っている。

：都市化と

ヒートアイランド

山下情二 ； 

人類誕生以来の数百万年は主に生物的進化

に費やされてきたが、 l万年ほど前にすでに

都市の時代に突入したといえる。つまり、都

8 

市化とは人類が自然との戦いにおいて、より

有利に自分の環境を整えていく過程である。

人類はかんがいをし、集落を形成し、やがて

都市へと発展させ、現在の文明を築いてきた。

結局、人類の英知を結集し、最も便利で効率

の良い環境を創造した結果が都市で、人間の

能力の真髄である。そして、人口の増加とと

もに、人間は都市へ都市へと集中するように

なり、 1800年にわずか3%足らずであった世

界の都市人口は現在40%を越え、 2000年には

60%に達すると推定されている。欧米や日本

などの先進国では70%を優に越えており、現

代はまさに都市の時代である。

都市は、このように人類最高の創造物であ

ると同時に、自然とは著しくかけ離れた存在

となったが故に、別の問題を生んでしま った。

たとえば、都市が存在するために本来の自然

状態では考えられなかったような気候、つま

り都市に特有な気候、都市気候を創り出して

しまった。このような都市気候は人聞がかん

がいや家具、衣服によって気候を改良し、自

己の意志によって自己に有利な気候環境を創

造した例とは対照的で、人間の様々な活動が

知らない間に影響を与え、結局は改変してし
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まったという例で、 inadvertent （気づかぬ間

にうっかりやってしまった）な気候の改変と

いう。

都市気候の元凶は都市の存在そのものであ

るが、具体的にいえば その原因は人工熱や

大気汚染物質の発生、建造物の増加、道路な

どの舗装、排水溝の整備、植生の減少などで

あり、その結果が日射量の減少、気温の上昇、

相対湿度の減少、 雲量の増加、風速の減少な

どである。都市を覆う大気は煙じんを含んだ

ドームのように遠望されるのでダストドーム

とも呼ばれている。このような都市気候の中

で最も顕著な例の一つがヒートアイランド現

象である。都市域が高温になることで、等温

線があたかも地形図における島の等高線図の

ように閉曲線を描くところからヒートアイラ

ンド（熱の島）と呼ばれ、都市化の進展ととも

に増大する。東京を例にとると、 1750年（寛

延 3）ごろは2.5℃の等温線が江戸を囲み、

中心部は3.5℃ぐらいであったのが、 1900年

ごろには江東地区に都市域が拡大し、中心部

は4℃以上、閉曲線も 3℃に上昇した。 1950

年以降になると中心部は5℃以上となり、閉

曲線の位置も拡大し、3.5℃の等温線でさえ山

の手台地上に移動している。また、相対湿度

の変化も著しく、 1900年ごろの約76%は1940

年ごろ約70%、1970年ごろには約63%にまで

減少している。

ヒートアイラ ンドの形成過程は都市の質的

発展の程度により三つの段階に分類できる。

第一の段階は静穏で晴れた夜に出現するもの

で、人間活動の気候に与える影響として古く

から気候学者や地理学者に注目されていた。

この段階は暖房用のエネルギー消費ないしは

逆転層の破壊混合によって形成されるもので、

冬の最低気温に顕著にみられる。故に暖房費

がどのぐらい節約できるかが話題になる程度

で社会的な問題にはならなかった。第二段階

は都市表面が人工構築物、特にコンクリート

やアスフアルトで置き変わってしまった場合

で、夏の夜に出現する。日中吸収した太陽放

射エネルギーを夜間に放出するために形成さ

れるもので、夏の夜の寝苦しさの原因であり、

近年大都市での熱帯夜（日最低気温25℃以上

の夜）の増加の理由でもある。第三段階のヒ

ートアイラ ンドは、第二段階の都市でさらに

エネルギー消費量が増大し気温にまで影響を

与えるようになったもので、夏の日中、すな

9 
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わち最高気温に出現するものである。つまり

現在の太陽エネルギーとは直接関係のない化

石燃料を人類が大量に使用するために生じる

のである。化石燃料自体は元来植物などが太

陽エネルギーを長期間にわたって固定したも

のだが、人類がわずか数十年で消費してしま

うことに問題がある。現在の太陽エネルギー

と地球の放射エネルギーのバランスの中に異

質な化石燃料エネルギーを放出しているので

あり、まさに熱汚染である。そして、いった

ん放出された熱エネルギーは、地球一大気系

の温度を上昇させる以外はこの熱エネルギー

を宇宙へ放出させることができない。つまり、

熱は捨てることができないのである。そして、

あらゆる活動は最終的には熱となって放出さ

れるのであり、この熱を集めて捨てることは

熱力学の第二法則からして不可能である。熱

汚染が最後の公害といわれるゆえんである。

最近エネルギー問題が騒がれ、代替エネルギ

ーとして太陽エネルギ一、地熱や原子力など

が考えられているが、地球の環境を維持して

いくためにはエネルギー消費量に限界がある

のではないだろうか。水素エネルギーなどを

考えれば、エネルギー資源は無限といっても

10 

過言ではない。しかし、エネルギーを消費した

結果が問題である。熱の排出量に応じ税金を

課す必要が生じる時代がくるかもしれない。

都市環境と

人間の心

小田 晋 ~ 

現代都市が くさばく〉だというのは、テレ

ビのコマーシャルの文句にもなっているぐら

いであるから、まあ、いわば常識である。し

かし、昔から、人々の都市へのあこがれがそ

れでやむわけではない。東京からUターンし

たり、とりわけ地方へ転勤させられた人たち

のなかには、今度は逆に、都市を思って逆の

く望郷の嘆〉をかこっている人も多いはずで

ある。したがって、必ずしも大都市が精神的

健康に悪いーと一概にいえたものではないか

もしれない。まして、東京に住む東京人同士
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で婚姻したら三代目で白痴になるーというよ

うなことを首相の耳に吹きこんだ御用学者は

だれか、筆者も問いただしたいぐらいである。

しかし、大都市において犯罪の発生率が高

いこと、精神障害の発生率も高いことーは一

般に信じられていることであり、とりわけア

メリカ社会学派のなかには、そのように唱え

る人が多い。今日はその問題について考えて

みよう。

まず精神障害についてである。大都市の、

それも都市部の人口密集地帯に精神障害（時

に精神分裂病と中毒性精神病）の有病率（病

気を持っている人の人口当たり頻度）が高く、

周辺の住宅地帯に行くに従って減少するとい

うのは、 1930年代の、シカゴでのファリスお

よびダーナムの研究や、リズらのニューヨー

クなどの研究で知られている。この原因を社

会心理学者たちは、大都市生活者の社会的孤

立が、分裂病の発病や孤独から逃れるための

アルコールや薬物の乱用を引き起こすのだと

いうふうに説明する。

ところが、我が国の場合、八丈島や三宅島

のようなへき地や農村と、大都市との有病率

調査をしてみると、 実は大都市の方が有病率

が低いーという結果になることが今までは多

かった。これは一つには、精神病を発病した

場合、都会から農村に 「疾病によるUターン

現象」が起こるということの外に、都会では

目立たない程度の異常でも、農村では目立っ

てしまうという点があるようである。とりわ

け、最近までの日本の農村は、 一方では、家

族共同体が肺結核や精神病になった人々を受

け入れるとともに、そういう人々を爪はじき

したり、 差別したりもしていたのである。大

都市、特に東京は、ある意味では少々適応困

難な く変わった〉人たちでも、何とかそのな

かに呑み込んで生きていくことを許してきた

といえるかもしれない。

そうして、精神障害というものは、社会が

そういう人たちを抱えていけなくなり、周り

が彼を病人として扱い、つまり事例（ケース）

とするようになって、初めて問題となるよう

なものでもあるのである。

これからの都市は、むしろ、いろんな偏り

や変わった点をも持った様々の人たちが、そ

れなりに適応して生きていける く場〉である

ことが望ましいわけであり、都市での地域精

11 



’80予防時報120

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
ずいひつ

神衛生的な援助もその方向に向けられるのが

望ましい。企業や学校や地域を精神衛生的に

く消毒〉してしまい、変わり者が生きていけ

ないような町をつくるーというのでは、まる

でジョージ ・オウエルの小説の「1984年』に

出てくるような、暗黒の逆ユートピアの誕生

となってしまう。

もっとも、そうはいっても、今日のアメリ

カ、特にニューヨークやカリフォルニアのよ

うに、精神病者を地域の中で介護しようとい

うく高まい〉な理想から、精神病棟を空にし

て地域に戻した結果、荒廃した精神病者や薬

物中毒者がスラムにゴロゴロしているーとい

う状況になるのか望ましいという者はあるま

い。特に、犯罪は被害者というものがあるだ

けに、そう「寛容に放置」したりすることの

できる問題ではない。犯罪の発生率が大都市

一地方都市一農村の順になることは、日本で

も欧米でも、これだけは共通である。日本、

特に東京の場合、23区での人口当たり犯罪の発

生率は、各区における緑被度、つまり単位面

積当たり緑の量とほぼ逆の相関をもっている

ことがわかっている。

12 

つまり、緑が少なくなればなるほど、犯罪

の発生率が増えるーということになる。これ

は緑の存在が、その地域の自然的環境の破壊

度、つまり環境の人為化、ちょう密化の一つ

の指標になっているからであろう。緑と小鳥

の声が人心に対する鎮静と安定をもたらす作

用のあることは別の調査でわかっている。

しかし、それだけではなくて、緑の喪失は、

地域の工場化、盛り場化など、つまり「根こ

ぎにされた、根なし草かな」人々がそこに集

まっていることを示すバロメーターとなって

いるわけであろう。逆に単位面積当たり緑の

量は少なくても、江東 ・墨田 ・荒川区のよう

な、昔からの下町的な気風がいくらかでも残

っている所では犯罪発生率は比較的に低いの

である。

つまり、人間の心の健康ということを考え

てみただけでも、それは、人々の心のつなが

り（共同体）と自然的な環境といった生態学

的なシステムとのつながりが大きいし、その

なかで、多様な、バラエティーに豊んだ生き

方が認められなければならないーという当然

すぎる認識に我々は達するのである。
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はじめに

昭和53年版の消防白書によれば、昭和52年中の

全国の総出火件数は 6万3,974件で、戦後第4位の

記録である。これを平均値で表すと、 1日当たり

平均176件、 1時間当たり平均8件となり、 7分間

に 1件の割合で火災が発生していることになる。

ちなみに、昭和年代における火災および焼死者

の状況を示したのが図 lのグラフである。これ

からも明らかなように、戦後における火災の発生

件数および死者数ともに、人口の推移や国民の生

活環境の変化等と深いかかわり合いを持ちながら、

昭和50年代ごろまでは著しい増加を示し、その後

はやや横ばい状態にあったものが、近年に至って

ますこ漸増の傾向を示していることがうかがえる。

これらの火災は、建物火災、林野火災、車両火

災、船舶火災、航空機火災およびその他の火災の

6種類に分けて、現在統計処理されているが、こ

のうち建物火災がここ数年来全火災の60%余を占

め、最も高い比率を示すとともに、全国的には増

加のすう勢にある。

建物火災といって も、たとえば焼損程度からみ

た場合、ぼや火災から全焼火災に至るまで多種多

様であり、その態様は、 一般的にいわれているよ

うに千差万別であって、 lつとして同ーのものは

ないといってよい。 しかし、発生した建物火災を

建物の用途、構造、階層、規模等によって区分し

た場合、それぞれに共通する火災予防上の問題点

等が鮮明化し、かつ特徴付けられやすいので、 関

係防火対象物の予防施策を検討する上で、資する

面が少なくない。

このような趣旨から、当庁予防部ではプロジェ

クトチームを編成して過去 l年有余の問、当庁を

はじめ周辺に存する火災実例関係資料のうち特殊

なものについて系統的に資料の収集を行い、その

分析調査と内容の集約化を図ったものである。

このたび、その調査結果の概要がまとまったの

で、ここにその一部を紹介し、予防施策上の参考

に供する次第である。

なお、分析調査の対象となった火災関係資料は、

①当庁の管轄区域内で発生した火災について調査

処理を行った資料をはじめとして、②他都市等へ

13 
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したがって、ここで定義する「特殊火災」に該当

する火災であっても、 前記①～⑤の関係資料のな

かで記録されていないものにあっては、計上処理

していないものであることを、あらかじめお断り

しておきたい。

2 特殊火災の定義

火災の実例はいわば生きた教材であり、特にそ

の教訓は行政施策等に有効にフィードパックされ

ていかなければならなしh 今回の分析調査を企画

しデータの集約管理についてアプローチを試みた

のも、このような認識の上に立つてのことである。

具体的には、火災資料等の内容がおおむね整備さ

れていたと認められる昭和27年以降圏内において

表1 特殊火災選定基準

構に 耐柑 焼 m 面積 l,OOOm＇以上
造よ 火遁死者 3人以上 本
区別るも木 焼 m面積 2,000m＇以上
分の 造 死 者 3人以上

稿

国

そ 特の
百貨店等 延焼火災

株つ、 地下街 延焼火災
([) 用 被合用途 延火｜焼m面積 l,OOOm＇以上 f品
他 途ち 建 物焼災｜死者 1人以上 載内
([) 上の 火災原因が特異ーなもの

も ~c ぅ 延焼経路が特典なもの

の
以 消防用設備等の設置・維持上参考となるもの
外ち その他予防上特典と認められるもの
死者 20人以上

国
特殊用途のうちJ梓造別区分による規模に準ずるもの 稿本省は
外
超高層建築物等で特異なもの で略

14 

20 30 40 50 （年別）

発生した建物火災のうち、次に掲げるものを対象

とした。

建物火災のうち、いわゆる住宅（専用・併用）を除く、

消防法施行令別表第 lに掲げる用途の対象物から

発生した火災で、表 lの選定基準に該当する火災

このように、本稿における特殊火災とは、建物

火災に限定し、さらにプロ ジェクトチームで決め

fこ一定規模以上等の火災を意味するものであって、

飽 くまでも便宜的な呼称、であり、しかも調査対象

範囲内に存する資料のみを対象としているもので

ある。

分析調査に当たっては、調査対象範関内に火災

実例の資料がどの程度存在するかを、まず全般的

に把握し、そのなかから表 lの選定基準に該当す

〔備考〕

1. 昭和27年以降に発生した、建物火災を対象とする。ただし建

物火災のうち専用住宅と併用住宅の火災は対象外とする。

(i背防法施行令別表第lに掲げる対象物に限る）

2. 建物火災以外の火災は対象外とする。

3. 耐火構造以外の構造は、原則として木造の分類に包含する。

4. 焼損面積は、練単位とする。

5 耐火綿造建物と木造建物が接続されている場合には、火元建

物の構造とする。

6. 焼tn面積と死者の両方に該当する火災については、 別途処理
する．

7. 百貨店等の用途には、百貨店のほか、延面積がlOOOm＇以上の
物品販売店舗を含めるものとする。



る火災例を抽出して、当該資料に記録されている

内容について個別に分析検討を行うこととした。

この場合、あらかじめ表2に掲げる様式を定め、

これに基つeいて分析調査を行ったものである。

このような方針の下に今回の分析調査を実施 し

た結果、常時手元において特殊火災の概要が把握

できるとともに、必要に応じて詳細にわたりその

内容を掌握したい場合には、「号｜用資料名」 欄 に当

該火災資料の所在（保管場所）が明記されているの

で、これを活用して容易に確認することができる

ようになっている。

この様式からも推察できるように、本調査のポ

イントは、もとより社会的に反響の大きかったも

の、または予防行政上注目されたもの等、著名な

いしは特異な火災の文献や資料が現在どこに保管

《働＆
R

．‘6
・’・3
・‘．．
 
4mm

凧・・
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表3 東京銀内の特殊火災（主なもの）

番号 発生年月日 名 材、 用途 所 在 資料番号

昭和 7・12・16 白 木 屋百貨店 日本編区通

昭和28・9・6 ;¥ I f ル 座映画館 千代田区有楽町

昭和30・ 3・l昭制女子大学 "/"- 校 世田谷区三宿町

昭和31・2目23神間共 立 情堂 集金場 千神E日ド代田ー田区ツ暗
昭和32・4田2明治座 劇場 季語浜町
昭相お田2・1東 京宝塚 劇場 車j 場 千代田区有楽町

昭如35・ 7・22 レストラン東洋 飲食店 千代田区須田町

昭和35・12・24 ひ さ ご飲食店 渋苔区宇田川町

昭和37・ 1お 佐藤 病院 病 院狛江市

昭和37目 4・5喫茶店「自十字J 飲食店 渋谷区代々木

昭和38・8・22西武百貨店 百貨店 豊島区池袋東

昭和39・2・13松屋百貨店 百貨店 中央区銀座

昭相39・11・22吉 影 館劇 場台東区浅草

昭和39・12・21 キャパレ＿r金の扉J キャパレー 豊島区池袋東

昭和40・2・4八 ・量 館旅 館豊島区池袋東

昭和40・4・10渋谷東急ビル 位事食店帯ー鞠岨所 i世ti区大和田町

昭和40・10・4喫茶ニューブリ yジ 位館 ・寄1給 足立区千住旭町

昭和4l・5・6新宿日赤病院 病 院 新宿西大久僅

昭和43・卜15小田急OX町田店 百貨店 町回市
昭相43・3・13有楽町ピル 益五基 千代田区有事町
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されているかを明らかにし、その活用に便なら し

めることを主眼とするものであるが、同時に、特

殊火災を幾つかのパターンに区分し、それぞれの

区分ごとの特殊性、すなわち火災の延焼経路や予

防上の問題点等を演えき的に導き出し、今後の施

策に積極的に反映させることをねらいとするもの

である。

以下、その概要について述べることとする。

3 火災実例とその問題点

前 2の基準によりリストアップされた特殊火災

の実例は東京都内では約60件、また、全国では約

150件を数え、その主なものを掲げると表 3および

表 4のとおりである。

これらの火災実例等を通じて、予防上の共通的

な問題点、あるいは特徴的な事象等を探り 出すア

プローチの方法として、 一応選定基準の区分に従

ってデータの分析 と集約化を図ってみた。

その結果については、決して耳新 しいものでは

ないが、各分野において今後予防施策を積極的に

進めていく上で、再石雀認をしておくべき内容がか

なり的確に把握できたと考えている。

1 構造別区分による特殊火災

① 耐火事陽造建物の火災

④ ここでは、焼損面積l,OOOm＇以上の火災と 死

者 3人以上を出した火災とに区分して取り上げた

番号 発生年月日 名 輯： 用途 所 在 資科番号

昭利43・3・14 ブロンズ会館 飲食店・パー rl島区南池袋
昭和43・3・18国際劇場 fl 場台東区西浅草

昭和44・1・9 日本青年会館 畢全場寄宿舎 新宿区霞丘町

昭和44・ト18t1' ピ ル キク号ャプパ飲レー食間 渋谷区宇凹川町

昭和44・3・29 トルコ その トルコ 新宿区西大久保

昭和44・5・l 積｛イ回トー文ヨ化ーカ会盆蹄） 映画館物販 大田区西蒲田

昭和48・5・28 第6ポールスターピル 事’ー珊・F遊i技場 新宿区置舞伎町

昭和48・12・lI 今井マンショ ン 共同住宅 練馬区石神井

昭和50・3・l朝 日 全 館炉~，1，~· 盟島区池袋
昭和50・ 7・ II 喫茶店銀座オリエント 飲食店 中央区銀座

昭和50・8・29渋谷七店会ピル 飲食店・物販 世笹区宇田川町

昭和50・II・23？号制的じろ古レジヂノス 共同住宅 八王子市

昭和51田卜10貴悦 ピ ル キトャパルレーコ 港区新樋

昭和51目 8・31 背 し、 峻ホテル 葛飾区新小岩

昭和51・11・21関桜 ビ ル集主民店甥 豊島区西池袋

昭和51目ll・30新宿第一モナミピル 草食技店舗場 新宿区歌舞世町

昭和51・12・4国松 ビ ル 単キャ暗パレ所ー 墨田区江東僑

昭如53・11・19天狗 ビ I" 位（間食宅会L輔｝ lli飾区高砂
海昭和27年以降の火災を対象としたが．白木屋百貨店火災については特例的に計上

したものである．

15 
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表4 全国の特殊火災 （主なもの）（東京都内を除く）

番号 発生年月日 名 林 用途 所 在 資科書号

昭和27・8・25 日之出会館 飲 食店 札械市

昭和27・11 ・30 かねやす百貨店 物 版小倉市

昭和29・ト16映画劇場富士館 映画館 小綿市

昭和30・ 2・17聖母の園養老院 養在院 備浜市

昭和30・ 6・ 18 式場精 神 病院 病 院 市川市

昭和31・5・5丸光百貨店 百貨店 fih古市

昭和32・12・4 川 奈ホテル ホテル 伊東市

昭和33・7・23佐世保玉屋 百貨店 佐世保市

昭和34・ト27 銀 映 座映画館 北海道見続町

昭和35・ト 6衣笠 病院 病 院 備須賀市

昭和35・3・8徳山静養院 病 院徳山市

昭和35・7・19 仙都 パ チ ンコ店 遊技場 仙台市

昭和35・ 8・ 15 イ チ ム ラ物 版長岡市

昭和35・IO目29香流精 神 病院 病 j.,時E 三｛子r.山8・，；；！；，i;守山日）
昭和35・12・21た そ がれ キャパレー 熊本市

昭和36・2・4 い ろ lj 料 >jt 大阪市

昭和36・2・27 御 圃 座劇 場名古屋市

昭和36・7・2大 丸百貨店 大阪市

昭和36・ll目30丸光百貨店 両貨店 長野市

昭和37・12・30菊 銘 飲貨店 fl！見iii

昭和38・8・8鈴木 別館 旅 館福山市

昭和38・12・21 淵上百貨店 百貨店 福岡市

昭和39・3・7東宝仙台 ビル 店畦l曲i館＊ 傷飲帰食 仙台市

昭和39・3・13 第 一 中学校 学 校八戸市

昭如39・ 3・ 30 官 間病院 病 院伊丹市

昭和39・4・23 山キャ崎パレ百一軒貨世店界 パ『｛ 筒レー＇·~ー .n技F場,. 省都富市

昭和40・4・17浦安小学校 学 校 鳥取県東伯郡

昭和40・IO・l滋賀県庁別館 官公署 大津市

昭和40・11・27 ~＇ づ み屋 物 版大阪市

昭和41・ l ・ 9 金井ビル 迫明..性電喝パ寄刑レ台一飲食 川崎市

昭和41・2・7 フまァるミしリんセ畏ン厨タf店 物政 仙台市

昭和41・3・ll 葡富 士ホテル ホテル 群馬県水上町

昭和42・卜 5 fj¥ 松 病院 f時 院慣浜市

昭和42・2・l苫前厚生病院 病 院北海道苫前町

昭和42・3・m 石切ヘルスセンター 脱1i-'11ffitt東大阪市
昭和42・4 5 京都国際ホテル ホテル 京都市

昭和42・ 9・ 13 寝屋川第一センター マーケット 寝屋川市

昭和42・IO・19 名古屋駅前地下街 地 下街 名古展市

昭和42・12・26松尾鉱山小学校
，山T 
校岩手県遣野市

昭和43・トll チトセ観光センター トルコ（組合）名古屋市

昭和43・114 みの（みり摩の生り常セ闇ノ）ター 柑地伸閣制投児 大分県日出町

昭和43・1・17喫茶 回 圃 位宜店都市合 北九州市

昭和43・2目 6黒沢尻小学校 'f. 校北上市

昭和43・2・25大伊豆ホテル ホテル 思書出齢

昭和43・9・13福寿美旅館 官民 館思詩出島

昭和43・9・14白悌湖ホテル ホテル 子野市

昭和43・ll・2池之幼 i前月峨 11¥ 館神戸市

昭和44・2・5盤光 ホテル ホテル 郡山市

昭和44・3・5 甲 府会館
襲」与被ャバレ
場ト ル肱コ貨 甲府市

が、表 5のとおり延焼拡大した （焼損面積l,OOOm'

以上の） 火災は、百貨店等と複合用途建物 に集中

しており、次いで劇場等の用途に多いことがわかる。

これらの対象物 において延焼拡大するケースが

多いということは、 一般的に可燃物量が多く 、火

災荷重の高いこと等がその要因として考察される

16 

番号 ｜発生年月日 名称 用途 ｜ 所 tE ｜責科書号

昭和44・4田25I日米 ゴム｜工 場｜ 久留米市

昭和44・7・ IO I旭川駅地下街｜地下街｜旭川市

昭和44・8・6I l!l! 読 園｜ホ テル ｜佐賀県大和町

昭和44・11・19 I熱 川 大和館｜旅 館｜静岡県東伊E町
昭和44・11・19I藤井精 神 病院｜病 院｜阿南市

昭和44 ・ lト271 蹴肘幻ノ：＞；，~） I －~ il!:t.，， ；レ ｜別府市
昭和45・2・31動海つるやホテル｜ホテ ル｜ 熱海市

昭和45・2・ 6 I笠栄百貨店｜百貨店 l!"l僑市
昭和45・6・29I枇山全両毛病院｜病 院｜佐野市

昭和45田 9・91野 沢 屋｜百貨店｜憤浜市

昭相45・9・IOI稲田屋 百 貨店｜百貨店 ｜宇都宮市
昭和45・10・29 Iニュ ジャパン観光Ii・;."';≪'i....，て｜大阪市
昭和45田12・26I水 戸 中央 ピル ｜炉、鞠時｜木戸市
昭和46・ 1 • 1 I国 際 会 館｜聖竺世話呼｜ 恒路市
昭和46・ト 21寿司由陰｜旅 館l相歌山市

昭和46・1・21I宮内庁葉山御用邸lそ の他｜神奈川県葉山町
昭和46・t・31 I締本美容院宿舎 ｜寄宿合IJ.€PI\市
昭和46田 2・21小品慈悲全小品病院 1病 院 1'1白域県岩沼町

昭和46・2・ 3 I桐 友 学 園 I ~神薄判量｜千葉沼南町
昭和46・5・121m畑百貨店｜百貨店｜千葉市
昭和46田12田26I十字屋デパート ｜百 貨店 ｜字榔宮市
昭和47・2・71;:; ~才九Jエンター ｜物 販 ｜東海市

昭和47・2・25 I怖グラノドホテル ｜ホ テ ル｜ 相歌山白浜町

昭和47・3・30I時三，＝－，，－.センター｜物 販 ｜枯屋市

昭和47・5・13［千日デ パ ート｜おみ~，.：.1 大阪市
昭制8・2・18 I南地会館ピルI;"y守｜大阪市
昭和48田 3・81済生会 八幡病院｜病 院｜北九州市

昭和48・4・2011:11.lim;f摘も院｜病 院｜青森市

昭和48・6・1sI釧路オリ工ン7ルホテル lホ テ ルI~II路市
昭和48・9・25[ i~ ~t.';"J"I-；.－グセバ ｜肖貨店｜問削
昭和48・11・29I大洋ヂパート｜百貨店｜熊本市

昭和48・12・71いとう屋百貨店｜物 販｜館山市

昭和49・卜26I湯浅内科病院｜病 院｜尾道市

昭和49・2・17I神戸デ パ ト｜百 貨店 ｜神戸市

昭和49・3・21I下関大丸百貨店｜百貨店｜下関市

昭和50・2・81愛知県がんセンタ ｜病 院｜ 名古医市

昭和50・3・10I干成ホテル｜簡易宿泊所｜大阪市
昭和50・12・19I 7ラプゴルデンヲィ ン｜キャパレー ｜目立市

昭和5ト12・16I （.条苧ラザ三テ.~~Iお』1三引 組川市
昭和51・12・ぉ ｜三 沢 ビ ル｜高ヤパレ長｜沼津市

昭和22・2・61白石中央病院l病 院｜札制市

昭和52・ 5・13I岩国病院｜病 院｜岩国市

昭和52・6・24I WP井建設宿舎｜寄宿舎｜大阪市

昭和52・12・18 I旅館丸井荘｜旅 館｜会津若松市

昭和53・3・IO I今 町 会 館｜店舗（惚合ll：続潟市
昭和53・ 5・29 I東急スト7 辻堂店｜物 版I；藤沢市

昭和53・6・15Iビジネスホテル白鳥｜ ホ テ ル｜半田市
昭和54・2・22I中村 三 男 ピル l事務 所｜佐世保市

昭和54・9・26Iカ タ セ｜物 販｜怯本市

が、さらに後述の予防上の問題点等とのかかわり

合いについて充分認識しておく必要がある。

⑧ 死者3人以上の火災の件数をみると、圧倒

的に多いのが複合用途建物である。

複合用途建物は、いうまでもなく単一用途のも

のと比べて、その使用形態、利用者および利用時
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褒 5 特殊火災統計表

構 造別区分による特時火災

¥Ii 例 耐火情造越物 木造 （非耐火造）建物 その他の
左記各欄の火

誕のうち死者

間等が複雑であり、統括

管理が行いにくい等の一

面を有しているものであ

るが、これらの特殊事情

を踏まえた上で関連する

問題点について解決を図

っていく必要がある。な

お、復合用途建物に限ら

ず、耐火構造で死者の発

生した火災の顕著な特徴

のーっとして、火元階で

はほとんど死者がなく、

大半は、その上階におい

て火煙等のために犠牲と

なっていることが挙げら

れる。

＼ 火災件監 地JJI面械死 者 IO曲 『n'以 組側面械死 高 2αJO•ザ以
小計

特保火災
5人以上町火

合計 山知m' 上かつ死 計草刈m' 上かつ死計 民
以上 3人以上 者3人以上 以t 3人以上 者3人以 上

⑤焼損蘭積が1,000

m＇以上で、かつ3人以上が

死亡した火災実例、つま

り前④、⑧の両方の条件

劇場

暁函館

キャパ

レー

遊技場

料理

位食店

71貨店

物販

ホテル

服 鮪

共同

住宅

病院

中校

トルコ

サウナ

工 場

！匹務所

’i"i公d宮
I~ 骨

m違
地下街

耐火造 5 3 
木造等 4 

耐火店 2 

木造専

耐火造

木造専

耐火造

木造等 6 

耐火遣 22 9 

木造等 7 

耐火造 8 

木造等 12 

耐火造 2 

木造等 2 

耐火造 4 

木造等 ！？ 

耐火遣

木造等 5 

耐火遣

本;1!等
耐火造

木造等

耐火遣 3 
木造事

耐火遣 28 6 

木造等 2 

耐火遣 2 

木造専

1十 136 初

を満たす特殊火災は、そのほとんどが百貨店等と

ホテル・旅館で占められており、このことは、耐

火構造の建物火災の集計結果における特徴の一つ

である。

⑮前④一⑥の合計でみると、複合用途建物と

百貨店等が 2けたの数値で圧倒的に多い。

②木造建物の火災

⑧木造建物の火災では、焼損面積を耐火構造

の場合の 2倍とし、2,000m＇以上のものを対象とし

たほか、死者については耐火構造の場合と同様に

3人以上を基準として処理し、その傾向の分析を

千子った。

この結果、まず2,000M 以上を焼損した大規模延

焼火災は、学校および百貨店等 （対象物の規模と

しては、延面積が3,000M 未満のものが大部分であ

る）に比較的多いという傾向がみられる。

⑮死者3人以上を出した特殊火災の件数は、

全体として木造の場合には耐火造の場合のほぼ3

倍強にも達していることがわかる。

このことは、基数となる対象物数または収容人

員の多寡にもよるが、概して木造建物の延焼速度

等からみて、数人が犠牲となるような火災実例は、

9 

14 

5 5 
3 3 3 3 

5 5 5 5 
4 13 13 9 4 

3 2 6 6 3 
3 4 4 4 3 

3 4 8 8 4 5 

2 2 2 2 

3 
15 2 17 17 10 

5 5 5 

2 2 

16 16 12 7 

2 2 

2 

9 43 10 35 7 52 95 41 49 

病院をはじめ、いわゆる特定防火対象物においてか

なり高い頻度で発生していることがうかがえる。

反面、大量死者を伴った実例はきわめて少ない

ことから、結局、建物構造上の特性等を考慮した

対策がポイントとなってくるが、この場合、学校

火災において死者を記録した火災がほとんど発生

していないことは、特徴的なこととして注目し、

これとの対比において検討してみることも必要で

ある。

ところで、表 5にみられるように、死者 3人以

上の火災の発生は病院において圧倒的に多く、全

体の約43%を占め、その他の用途については数値

が大き く掛け離れている。

このことから、病院における収容患者等の実情

に即した対策がきわめて重要な要件として挙げら

れるほか、木造の病院火災に死者が多い問題点を、

出火原因、延焼状況、死者の発生状況、さらには

発災時の対応等の各側面から詳細に分析を行い、

検討を加える必要がある。もちろん、このデータは、

はじめにお断りしたように限定された火災資料に

基づくものであり、その結果のみをもって判断す

ることは早計といわなければならない。ちなみに、

17 
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耐火構造の火災において、死者13人を出した惨事

が 1件記録されている。このように耐火構造の病

院といえども建物の使用形態および収容者等の実

態は木造の場合と比べ基本的な相違はないわけで

あるから、上階への煙の伝播による危険、その他

の潜在的危険性について充分洞察していく配慮が

必要であることはいうまでもない。

⑤ 焼損面積が2,000M以上で、かつ 3人以上が

死亡した火災実例は、ホテル ・旅館に多く、次い

で病院という結果になっている。

⑬⑧ー⑥の合計でみると、病院が飛び抜けて

多く、これにホテル ・旅館および百貨店等が続い

ている。

③ 用途男ljか らみた問題点

⑧耐火構造建物の特殊火災の発生状況を用途

別に件数の多かったものでとらえると、前①⑮な

らびに前②⑮に掲げたとおりである。 これらの対

象物の火災関係資料において問題点として指摘さ

れている事項のうち、指摘件数の多かったもの等

について要約すると次のとおりである。

(1) 複合用途建物

・従業員に対する防災教育の不徹底 ・発見・通報の返

れと初期消火不適切 ・自火報のべル停止 ・避難誘導

が不適切 ・屋内消火栓の操作不適切 ・防火管理者の

未選任と消防計画の未作成 ・ダクト貫通部の埋め戻し

不完全

(2) 百貨店等 （延l,OOOm＇以上の物販店等を含む）

・竪穴区画 （埋め戻しを含む）の不備 ・関口部を内装

村等で閉鎖 ・｜坊火戸・防火シャッターの管理不適 ・

階段・通路等における商品等の集積 ・消防用設備等の

不作動 （主として電源遮断） ・通報の遅れと初期消火

の失敗 ・防火管理者の未選任と消防計画の未作成 ・

作業火 ・裸火等の承認条件の不遵守

ここで、百貨店等の用途について木造の場合（3,000m'

未満の物販店が大部分である）と対比してみると、かな

り極が異なり、木造の対象物にあっては次のような問題

点の指摘が多いことがわかる。特にこの場合の著しい特

徴のーっとして、木造建物から出火し、これに接続され

ている耐火勝造建物との聞の防火区画が不備である部分

から耐火精道部分へ延焼したり、 i漫煙がたちこめ、その

結果、耐火精進の建物において犠牲となったり、あるい

は、大規模延焼拡大火災へと発展するケースが目立って

いる。なお、この傾向は後述のホテル ・旅館の場合に一

層顕著に現れている。

〔木造の場合〕

・木造建物と耐火造建物の接続部分の区厨不備（防火戸・
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防火シャッタ一等の閉鎖障害を含む） ・自火報の管理

不通 ・発見・通報の遅れ ・自火報による火災党知後

の初動措置不通 ・防火管理者の未選任と消防計画の未

作成

⑧前⑧と同様の視点から木造の場合について

用途別の問題を挙げると次のとおりである。

(1）病院

・延焼拡大が早かった ・避難誘導が不適切 ・発見－

通報の遅れと初期消火の失敗 ・消防用設備等の管理不

適 （自火報のベル停止など） ・防火区画の防火陛 ・防

火戸の不備 ・非常口等の施錠

(2）ホテル ・旅館

・従業員に対する防火教育の不徹底 ・木造建物と耐火

造建物の接続部分の区画不備 （防火戸 ・防火シャッター

の閉鎖障害を含む） ・発見・通報の遅れと初期消火不

適切 ・放送設備の不備 ・自火報の不備 （未讐戒等）

・避難誘導が不適切

木造の場合との対比で、耐火構造の場合についてみて

みると、④（2）の場合と同様、その問題指摘等にもかなり

相違点が認められ、対策樹立上配意を要するところである。

〔耐火構造の場合〕

・発見 ・通報の遅れと初期消火の失敗 ・避難誘導が不

適切 ・内装村が可燃村で延焼を早めた ・従業員に対

する防災教育の不徹底 ・自火報のベル停止 ・防火区

画の防火戸の管理不適 ・非常口の砲錠

2 その他の特殊火災

ここで取り上げるその他の特殊火災とは、耐火

構造と非耐火構造とに区分した場合以外の火災実

例であり、詳細については、表 lに掲げたとおり

(1）火災規模等が前者の規模には至らないが、その

用途等の特殊性からパニックの発生など人命危険

が予想される対象物（昭和49年 6月の消防法改正

により消防用設備等がそ及適用されることになっ

たもののうち、いわゆる52年対象物ー百貨店等、

地下街、複合用途建物）の延焼火災（2）火災の規模

等にはかかわりなく、火災原因が特異なもの、延

焼経路が特徴的であったもの、消防用設備等の設

置 ・維持上参考となるもの等、予防上特異と認め

られる火災をいうものである。

その他の特殊火災をトータル件数でみると、結

果的に、やはり複合用途建物と百貨店等に実例が

集中しており、その問題点として次のような事項

が共通的に指摘されている。

・火災の発生直後にパニック状態となった、 ・スプリンク

ラーが作動したが、間仕切壁や商品等の大量陳列により有



効散水できなかった ・自火報が内部改装のために撤去さ

れていた ・避難器具が有効に活用されなかった ・屋内

消火栓が故防：中であった ・配水管等のパルプが閉鎖され

ていたため、スプリンクラーが作動 （散水）しなかった

・避難誘導がまったくなされなかった ・防火区画カ句＝備

または未設置であった ・スラブ等に地工不備による穴が

あった ・消防計画が運用されていなかった

4 予防対策

特殊火災の予防対策としては、すでに述べてき

た予防上の問題点等が当然に指標となるものであ

るが、ここでは、それらの取りまとめに代えて所

感の一端を述べてみたい。

1 建築防災

建築物の安全を考える場合、ともすれば防災設

備の問題を先行的にとらえ、議論しがちであるが、

防災設備は飽くまでその容器である建築物の状態

に適応したものでなければならない。したがって、

まず容器自体を安全に造って、それを有効、かっ

安全に使用するための手段として、これらの設備

等を有機的に関連付けていく必要がある。

建築物の不燃化が進んだ今日での建築防災上の

大きな問題の一つに、高層建築物等における階段、

竪ダクト等の防煙措置の問題が挙げられる。この

場合に最も箸戒すべきことは、建物内の竪穴によ

って・鹿が上階ヘ急速に拡大汚染することで、 特に

避難経路である階段が煙の配給路となることだけ

は絶対に避けなければならない。

そこで、これらの対策を既存建築物を中心とし

て重点的に検討していく過程では、対象物の規模

をはじめ、その実態に即したいろいろな対策が考

えられるが、当面、過密都市の現状を直視した上

で、たとえば、現行の法令規制の枠内にとどまら

ず、すでにアメリカの主要都市において採用され

ている煙に汚染されない道路上の、いわゆるハネ

上げ式避難ぱしご（階段）の設置の実現化等につい

て、より現実的な前向きの検討が必要と思われる。

このように、既存建築物等の防災的性能を高め、

人命の安全確保を図っていくためには、すでに議

論の段階ではなく、建築物の態様、構造、規模、

収容人員および可燃物の種別、量等に応じた最も

有効な措置を、どのように選択し実行すべきかを
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より重要視すべきであろう。

2 消防用般備等の股置と維持

(1) 火災の未然防止を図ることは、もとより火

災予防の本旨であるが、現実には、日々の火災実

例が示すように、火災の絶無を期することは不可

能に近いことである。

消防法令により消防用設備等の設置および維持

に関する技術上の基準を定め、その実行を義務付

けているのも、この趣旨に基づくものであること

はいうまでもない。

ところで、消防用設備等の種類は、火災の初期

の段階から中期の段階に発展するにつれて、それ

ぞれに応ずる能力を有するものとして分類される

段階的分類と、消防用設備等の種類の機能上の内

容により火災の発見、通報、消火、避難、消防活

動などの面から分類される機能的分類とに区分で

きる。 したがって、たとえば、同じ消火の目的に

使用される消火設備であっても、その機能上また

は能力上にはおのずと差異があり、直機消火と延

焼防止という面でも質的に差があることも当然で

ある。また、同じ火災発見のための設備であって

も、火災の際発生する熱により自動的に火災の発

生を感知するものと、煙により感知するもの等が

あることは周知のところである。

いうまでもなく、消防用設備等の種類はきわめ

て多種に及んでいるが、以上のような理由から、

そのいずれか 1つを設置すれば足りるというもの

でないことは容易に理解できる。それは消防用設

備等の区分、種類と建築物などの用途、構造、態

様等との関連において決定されるものであり、 法

令上の設置にかかわる技術基準がこれに当たるも

のであ争。 したがって、個々の設備ごとにとらえ

れば、それぞれ目的、機能を異にしていても、総

合的にみた場合、あるいは火災の時系列のなかで

は多重的に機能し合い、その結果、人命の安全確

保と被害の軽減という防災目的を達成することと

なるものである。

(2) 消防用設備等のそ及適用に伴い、対象とな

った既存建築物の大部分が改修工事を完了した現

時点において、そ及適用と並ぶ改正消防法のもう

一つの柱であった消防用設備等の点検報告制度、

つまり点検保守の重要性が改めて見直されている。
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消防用設備等の定期点検が義務付けられたのは、

非生産性に起因する関係者の消防用設備等の設置

および維持に対する関心の低さとともに、常時非

使用性および完全作動性の要求が消防用設備等の

不断の保守管理を必要とする、いわゆる消防用設

備等に内在する特殊性に基づくものである。 加う

るに、今回のそ及改修工事が、多くの困難を克服

し、多額の経費投入を背景として実現されたこと

に思いをいたせば、保守の重要性は論をまたない

ところである。

発足後すでに4年有余を経過した点検制度の経

緯と現状を、この機会に再認識するとともに、ユ

ーザ一、点検業者、行政機関の三者が、それぞれ

の立ち場で制度の趣旨を理解し、積極的に対応す

ることによって、設置された消防用設備等の維持

の完ぺきを図っていかなければならない。

このようにして、設備が適正に維持管理されて

いる限り、発災時にはその機能が有効に発揮され、

同時に、情報の提供も期待できる。

そして、この情報を基に判断し行動するのは人

聞の側であるから、これに対応すべき技術や訓練

が必要となり、そのためには 1人でなく、組織と

して体制の確立を図っておくことが必然的に要求

されるわけである。

3 防火管理の徹底

火災の発生を防止し、火災による人的 ・物的の

被害を軽減するためには、消防機関の消防力を増

強し都市の不燃化などを推進するだけでは充分で

なく、 一般市民の不断の協力を要することはいう

までもない。また、いかに建築物が防火的に構築

され、かつ消防用設備等の防災設備が法令基準に

従って設置されたとしても、そこに居住し出入り

する人々 の火災予防上の自主検査や設備の維持管

理がずさんであったり 、または、防災意識等に欠

落があったのでは、所期の目的達成は図り得ない。

現実に発生している火災実例にも共通してみら

れるように、人間の行動が必ずしも非常時には期

待どおりにはならないことが多く、この際、人間

の関係する部分において大きなミスがあった場合、

物的な安全措置の効果が大きく損なわれるばかり

か、結果的に重大な事故の発生へ結びっくケース

が少なくない。
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近年、各種防災設備等の開発が急速に進み、こ

れに伴い防火対策の領域でも、いわゆるハード面

の技術が先行して、それを使う人間や管理側のソ

フトな面とのバランスが不均衡になっている傾時］

がみられる。これは、防災や安全の発想、が「物」を

中心に進められ、「人」や「使う」側の認識やチェック

が不足しているためであり、この点、火災実例の

教訓等をその警鐘として、今後の防災対策のなか

にフィードパックさせ、ハ ド、ソフト両面の調

和を図って防災の実を挙げていく必要がある。

消防法令で規定している火災予防体制を自主的

に推進させるための制度の Iつに防火管理者制度

がある。すなわち、防火管理者を中心として、火

災予防上必要な火気制限、適正管理、自主検査、

避難施設や内装材料の防火上の様造の維持、収容

人員の定員遵守や適正化、自衛消防組織の確立、

避難訓練の実施など設備面でカバーできない面を

人的にカバーすることにより予防体制を充実する

ことが必要である。

5 むすび

火災は身近なものであるが、その内容が複雑多

岐にわたるため、世人の認識は意外と薄い。

また、火災は社会と自然の両面からみなければ

ならない特殊な現象であるため、これを理解する

ことも理解せしめることも困難な場合が多い。

我が国の火災の実態や情報は、マス コミの報道、

もしくは行政広報等を通じて一般的に周知が図ら

れ、防災に対する理解と認識の高揚に役立っている。

しかしながら、その時点でいかにショッキングに取

り扱われた火災実例であっても、時間の経過ととも

にその内容も、恐怖感も、教訓も人々の記憶から忘れ

去られてしまうのも、また現実の姿である。 このこ

とは、広く防災業務にかかわり合いを持つ関係者

が、常に心しておかなければならないことであろう。

ここに取り上げた建築物の特殊火災は、きわめ

て限定的なものであるが 当時の惨状を警鐘とし

て記憶に呼び戻すとともに、予防対策等の見直し

の端緒となり、 総策の推進に活用されることを心

から期f寺するものである。

（こばやし しのぶ／東京消防庁予防部査察課）



38,000,000人、これは、京都市総務局統計課調

査による、昭和53年中に京都を訪れた観光客の合

計数である。 l年365日、毎日毎日 10万人あまり の

人が、日本の心の故郷と呼ばれ、国際観光都市と

して海外にも広く知られる「古都京都」にきてい

ることになる。 そして、この人々の観光コース、

スケジュールをみてみると、 神社・仏閣と無縁の

コースはあり得ないといっても過言ではない。

京都は俗に「市内2000寺」と呼ばれており、当

局が調査したところ、神社292、寺院1,653、教会

455、計2,400対象物の多くを数え、これらの神社

・仏間が市中至る所で町家と軒を並べて一つの京

都を作り出し、また、嵯峨野辺りを散策すれば、

こんもりとした小さな森の陰に、風にそよぐ竹林

の外れに、ひっそりとたたずむ庵室 ・小寺院が次

から次と浮かんできてー幅の絵になる。

このように京都の町を考えるとき、神社 ・寺院

を抜きにした京都を考えることはできない。

また、この京都の町々に散在する2,000の神社・

寺院、これらはいずれもが平安遷都以来千年の聞

に、あるものは時の為政者の権力誇示の一方策と

して、また、あるものは戦国の武将の菩提寺とし

て等々、その創建の年代、事情は異なっていても、

それぞれに一つの歴史を持ち、その歴史が寄り集

まって京都の歴史を形｛乍っている。そしてまた、こ

れらは、平安京千年の間に再三にわた って襲って

きた大火 ・兵火をくぐり抜けてきた貴重な遺産で
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橋丸勲

あることに違いはない。

したがって、京都市の消防としては、これらの

文化遺産のすべてを災害から守り、万一災害が発

生したときは、全力を挙げて被害の軽減に努める

こと、この文化財への対処が大きな責務であり、 一

つの特色と考えて日夜努力しているが、今年も「文

化財防火デー」を迎えるにあたり、「文化財と消防」

について、実情の一端を申し上げてご参考に供し

たい。

文化財保護のあゆみ

・明治4年「古器旧物保存法」の大政官布告発令

明治維新後の西洋崇拝の傾向による古文化財

の散逸、破壊を防止するために定められた。

・明治30年 「古社寺保存法」制定

古社寺等を国宝に指定し、 一定の財政補助を

行うとともに、社寺に監守の責任を負わせた。

・大正8年「史跡名勝天然記念物保存法」制定

・昭和4年「国宝保存法」制定

上記2法により、建造物および宝物類で社寺

以外に属するものも国宝として保護されるこ

ととなった。

・昭和8年「重要美術品等の保存に関する法律」

制定

国宝指定に至らない優れた物品の海外流出を

防止するために制定された。

21 



’80予防略報120

明治維新以後、戦前までの文化財保護のあゆみ

については、上記のような経過をたどりながら行

われていたが、第二次世界大戦後の社会的混乱と

財政的窮迫は、文化財保存上最大の危機に直面

した。

このような情勢下において、昭和24年 1月26日

早晩、奈良法隆寺金堂が工事人の疏漏から火災と

なり、世界最古の木造建築物の内面に描かれた壁

画は一朝にして焼失してしまったが、この事件を

契機として文化財保護事業を強力に、かつ統一的

に推進することを目的として、前記の旧諸法が廃

止され、昭和25年 5月 「文化財保護法」が制定さ

れ、これの施行によ って、国は保護の積極策とし

て、特に重要なものを重要文化財、史跡、名勝等

に指定し、それぞれの管理、現状変更、公開につ

いて強く規制し、 また、保存のための必要な修理

・防災等を行うについては、国庫補助の手が差し

伸べられることになり、現在に至っている。

2 京都市の文化財

国の施策としての文化財保識は、概略前記のよ

うな流れを経て、現在の「文化財保護法」による

指定となっているが、京都市における同法による

指定状況をみると表 lのようになる。

全国の国宝のうちの20%、重要文化財総数の14

%が集中している京都市だが、表 1でもみられる

ように、国からの指定を受け、保護の対象とされ

ているものは市内神社総数の約5.1%、寺院に至つ

ては全体の約3.7% と、ほんの一部でしかない。

残る大部分のものは未指定の文化財となってい

るわけで、本来なら、これらの文化財は京都府も

しくは京都市の文化財保護条例により保護される

褒 1 建造物指定状況

総数

292対組物

指定建造物の
あるもの

15対象物

i,653 I 61 
i ,945 I 76 

注国室、重要文化財指定建造物計356棟

美術工芸品指定状況

38,597点を313対象物が保有
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指定建造物の
ないもの

277 N製物

1,592 

1,869 

べきものだが、両者とも現時点ではいまだ条例が

作られていない。 これもあまりにも対象が多すぎ

るためで、その実態調査だけでもすこぶる困難な

問題だといわれている。

いずれにしても、京都市の場合、これらの神社・

寺院が市内至る所で町家と混在して、京都の街を

形づくっており、このことが「文化財と消防」の

かかわり合いの中で大きな課題となっている。

3 文化財と火災

奈良の都の平城京時代の仏教は、東大寺に代表

される「鎮護国家」を宗とする国家仏教であり、

三輪 ・成実 ・法相 .1具合 ・華厳・律の南都六宗で

あったが、平安遷都とともに、比叡山延暦寺、あ

るいは東寺に代表される 「王城守護」の天台 ・真

言宗が栄え、これが従量閑家 ・院等に結び付いた賞

族仏教の興隆となって市内に数多くの大寺を生む

こととなり、その後 「京五山」と称される禅宗の

興隆、また、それは戦国各武将の菩提寺の創設と

なり、その後大衆仏教である法華 ・浄土 ・真宗等

の発生、 伸長となるが、これらはいずれもが、 H寺

の権力者のひごを得るため、その本拠を京都の地

に求め、大寺 ・大伽藍の建立となったのである。

このように、各時代における寺院 ・神社の創立

が進む反面、京都の町は、宝永の大火 （1708年）

をはじめ、天明の大火 （1788年）では市街地のほ

とんどを焼きつくし、応仁の舌L.蛤御門の戦等々

たびたびの戦火に見舞われたが、これら度重なる

大火をくぐり抜け、また、 信仰の力によって再建

され今日に受け継がれてきたものが、現在の文化

財である。

木と紙と土でできている我が国の文化財は、保

存すること、それ自体がすこぶる困難な事業であ

るといわねばならないが、前記のように文化財が

失われている最大の原因は火災であり、現在でも

このことに変わりはない。

したがって、文化財の保護対策の第ーは火災対

策であり、焼失・焼損すれば、新築 ・復原しても

その文化財的価値はゼロとなってしまうことから



図1社寺火災発生件数 15 

（自.H百23--¥..Bll53 京都市）

10 

すれば、予防対策を最優先に考えねばならないわ

けである。

そこで、京都における文化財火災についてみて

みたい。全国的には文化財の6割以上が社寺所有

であり、京都市においても指定建造物を有する87

対象物のうち76対象物 （87%）が神社 ・寺院であ

り、指定美術工芸品もそのほとんどを社寺で保有

されていることから、社寺火災について分析して

みると、次のような傾向があるといえる。

1 社寺火災の出火率

昭和23年から昭和53年までの31年間に、神社 ・

寺院1,945対象物において発生した火災は1531牛で、

年間平均発生件数は4.9件であり、 31年の聞には全

社寺の7.9% が火災を発生させていることになる

（図 1）。

・文化財関係社寺の火災

指定文化財を有する313対象物での火災は61件で

年開発生件数は1.97件であり 、上記期間中に、

19.5%の社寺が火災を発生させている。

・一般社寺の火災

全社寺から文化財関係社寺を除いた一般社寺

1,632対象物からの火災は92件で、年開発生件数

は2.97件であり、上記期間中に5.6%の社寺が

火災を発生させている。

上記のように、自治体消防発足の昭和23年から

昭和53年までの31年の聞に、文化財関係社寺は一

般社寺の約3.5倍の発生率を示しているが、このこ

とは、全般的に文化財関係の社寺は、 一般の社寺

に比べてその敷地 も広く、また、建物の棟数も多

い反面、住職その他の人員は両者とも変わりがな
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ー一一一一一一全社寺火災件数

12 ~文化財関係社寺火災件数

いことから、防火管理が行き届いていないことを

端的に表している。

2 社寺火災の原因

次に、その火災原因について分類すると、図 2

のようになる。

153件の火災のうち45件 29.6%が放火もしくは

放火の疑いによるもので、全体の約1/3を占めて

おり、文化財関係社寺においては61件中25件41%

と、全体の1/2近いものが放火もしくは放火の疑

いによるものである。

このように、社寺は放火によって失われるもの

が最も多いが、特に一般社寺に比べて規模の大き

い文化財関係社寺の管理の在り方に問題を提起し

ている。

また、放火事件で犯人の判明したものについて

放火した場所を調べてみると

(1) 着火させやすい燃えぐさのある場所

(2) 整とんや清掃の悪い場所

(3) 人 目の少ない場所

(4) 出入りが自由にできる士蕩所

が共通した条件となり、さらに注目すべき事項は、

燃えぐさとして、すべて現場にある紙くずとか垂

れ下がった引き幕等を使って放火していることで

あり、犯人がわざわざ燃えぐさを持ち込んでまで

放火していないことである。

このように、放火はごく限られた条件で発生し

ているもので、決してJtJJげないものではなく 、「燃

えにくい環境をつくること」 と 「響備を強化する

こと」 により、放火される「すき」 をつくらない

ことが大切だといえる。

23 
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図2社寺火災原因分類

（自．昭23－至日目53 京都市）

全社寺火災 ~ l ~ I 

また、これを徹底することにより、火災原因の

上位を占める 「火遊ひ・」「たばこ」「たき火」等の火

災の防止にも結び付いて、社寺火災の過半は防止

できることになる。

4 文化財の防災対策

消防局では、文化財の防火については、消防行

政の最重要課題の っとして取り組んでおり、全

国に先駆けて、局本部予防課に文化財係を設置す

るとともに、京都市火災予防条例に文化財防火管

理の規定を盛り込み、昭和54年 1月には「文化財

関係対象物防火指導指針」を制定して指導体制の

整備を図る一方、文化財建物に多い大規模木造建

築物の火災に対して、大型放水砲車を配置するな

ど、消防体制の充実強化を図り、国指定の文化財

をはじめ指定を受けていない文化財に対しでも、

関係機関と連携を密にして、積極的に文化財防災

対策をすすめている。

・立入検査一一一立入検査を実施し、火災予防の徹

底と指導の強化を図っている。

・防火研究会等一一文化財の所有者・管理者や市

24 

民を対象に、防火研究

会 ・座談会 ・消防訓練

等を実施して、文化財

防火意識の高揚を図っ

ている0

・自衛消防体制づくり一一

文化財社寺および付近

住民での自衛消防組織

を育成指導し、自衛体

制の充実 ・強化を図っ

ている。

・たき火または喫煙制限

区域の指定←一一文化財

の周辺をたき火または

喫煙制限区域に指定し、

出火防止の徹底を図っ

ている(196対象物、 353

区域、制札本数604本）。

・防火施設の設置 ・維持一一文化財対象物ごとに

防災施設設置維持指導計画を樹立し、具体的な

設置指導を行って、防災施設の計画的な設置促

進を図るとともに、既設施設の適正な維持管理

の徹底を図っている。

・伝統行事の指導一一ー文化財社寺等で行われる伝

統行事（紙園祭 ・五山送り火等）に対し、防火

指導と消防警備の強化を図っている。

・伝統的建造物群保存地区の指導一一 清水産寧坂、

紙図新橋、嵯峨鳥居本の 3地区に対し、防災施

設の設置指導、 地区ぐるみの自主防火体制の充

実 ・強化について強力に指導している。

・文化財防災対策連絡会の開催一一一文化財防災に

携わる府文化財保護課、府文教課、府消防防災

謀、府警防犯課、市文化財保議謀、市文化観光

資源保護財団、京都古・文化保存協会と消防局の

8者で連絡会を結成し、定期に会合し、文化財

防災の統一的な指導を図っている。

5 文化財の防災設備

文化財を火災から守るには、まず第 lに火災予



防を徹底させることにあり、この観点から上記の

諸施策を強力に推進している。しかし、火災予防

にも限度があり、また、火災原因も放火 ・火遊び

等他動的なものが多いことからしても、万が一の

火災発生に対し、被害を最少限度に止めるための

各種消防用設備の設置が是非とも必要であり 、各

社寺に対する設置指導を精力的に行っているとこ

ろである。

図 3は、防災施設の種類と設置を要する対象物

の関連図で、当消防局では、各対象物ごとに立地

条件 ・構造 ・規模その他を勘案の上で防災施設設

置計画を策定し、設置指導に当たっている。

しかし、ここに一つの大きな問題がある。それ

は、これらの消防用設備のほとんどが、消防法令

による設置義務を課せられていない、ということ

である。この消防法施行令の規定と、対象物の関

係をみてみると、表2のようになる。

この表でも明らかなように、国指定の建造物を

有する(17項）防火対象物についても、ほとんどの

図3 防災設備の種類と要放置対象物関連図

全

部

(f) 

対

象

物

上ICで建物の蝿棋が大きいもの、ま
たは上記の雷置＂＇不可能町むの

｜渡り廊下許せ桝連続 ｜
している建物

｜消防車道人不可能な対象物 ｜ 

｜全部の対象物 ｜
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消防用設備が既存緩和されてしまい、消火器 ・自

動火災報知設備を設置すればよいこととなり、国

指定建造物のない一般社寺である（11項）防火対象

物の場合は、実質上消火器を設置すればよいこと

となる。

したがって、前記の各対象物ごとに策定した防

災施設設置計画一総合防災ーの促進は、対象物側

の文化財防災に対する認識と理解の上にたった任

意設置が大部分を占めることになり、この説得 ・

指導によらなければならないことが、設置のため

の財源確保と ともに大きな障壁となって思うよう

には進んでいないのが実情である。

ここで当市の設置状況についてみると、（17項）

褒 2 一般社寺・文化財建造物の消防用段備等設置基準比較褒

以どと llJ'(i(ー般の桝土苛佼） 17Jfl(指定された建造物）

消防法

消火器 施行令 延べ初Om’以上のもの 全部（面積不問）

!Olk 

屋内消火栓 ’ー 木造の場合延べ l,OOOm’以

I 1条 上のむの

木造でll靖または、 l階お

屋外消火栓 ，， よぴ2附の部分の床而械の 同 左

19"1 合計が3,000m'以上のもの

屋内1聞大栓

動力消防
設置対象物 ただしこれ勺の

． 
有効範囲内を除 同 左

ポンプ 20"1 
屋外消火栓 〈

設置付事t物

，， 敷地面概20,000m’以上で、

消防用水 1.2階の床面輸の合計が本 同 左
27条
近の場合5,000m'以上のむの

自動火災 J・
延べ1,000m'以上のLの 全部（［面積不問）

報知設備 21条

漏電火災 ． モルタM童精遣のもので延
全部 (1面積不問）

警報器 22"1 ベSOOm'以上のむの

延べ1,000m’以上のもの 延べSOOm＇以上のもの

消防機関へ通報 ” （…以可除 州悶叫一一距閥鵬即離船蜘500田
する大災報知l

23条
下のときを除く常時通話

I fiil 左
設備 能町電話ll:置時は設置免

収容人貝が50人以上のもの

非常瞥報設備
． 
（自…棚田時に 同 左

24条 は．その有効範閉内は段置

免除

3階以上の階のうち避難

，， 木造の2階以上の階で、収
階または地上に直進する

避難設備 階段が2以上設けられて
25条 容人貝が50人以上のもの

いない階で収容人貝が20

人以上のもの

文化財に指定された美術工

｛高 '1J 
芸品等については京郡市条

例により所症する場所には

1両大器l個以上設けるよう規制

25 
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防火対象物では、消火器については全対象物が設

置済みであるが、自動火災報知設備については諸

種の事情から 4対象物が未設置となっている。 し

かし、総合防災設備は約半数の対象物が完備され

ている。

また、 (11項）防火対象物についてみてみると、

自動火災報知設備 273対象物

屋外消火栓設備

屋外消防栓設備

106対象物

61対象物

で、すでに任意設置されており、他にも設置計画

中のものも多く、今後さ らに増加する機運にある。

6 文化財防災の問題点

以上 京都市消防局が最重要課題のーっとして

取り組んでいる「文化財の防災」の背景となる文

化財および一般社寺の状況、過去の火災発生状況

・原因、防災対策、防災設備、等の概略について

触れてきたが、京都の文化財防火を推進していく

上での問題点を整理してみると、大体次の三点に

集約される。

(1) 文化財の防火を図るためには、防火管理者制

度の確立と消防用設備の充実を欠くことができ

ないが、現行法令の規制のみでは充分といいが

たく、規制または行政指導の強化をどう進めて

し3くσコカ3。

(2) 消防用設備の充実を図るためには、国その他

の補助等、財政援助も欠くことはできず、この

補助の拡大 ・強化は強く望まれるが、現状にお

いて財政的に困窮しているものをどうするのか。

(3）最初に触れたように、京都の社寺の大部分を

占める未指定社寺（未指定文化財）の防火指導

をどのように進めていくのか。

そして、これらの問題に対処するため

(1) 平常時の防火管理、また、防災施設の設置等

においても、行政指導によるものが大部分を占

め、また、設備の設置経費の確保のためには、

氏子 ・檀家の組織まで説得に当たる等、きめ細

かく強力な指導が必要となり、局本部予防課に

「文化財係」を設け、各署にも文化財担当主任

26 

を配して推進に当たっている。

(2）上記のように、設備設置の財源確保のために

は、後援者、あるいは後援組織に働きかけると

ともに、文化財防災対策連絡会の各メンバーと

常に協調を図り、また、補助金・融資等の財政

的援助について協力を要請している。

(3) 国指定美やflj工芸品や名勝をはじめ未指定文化

財の所在する対象物についても、従前から行政

指導に努めていたのであるが、昭和54年 1月「文

化財関係対象物防火指導指針」を作成して、国

指定文化財はもちろん、市内に散在する一般社

寺等についても、消防行政上重要なものは未指

定文化財として積極的に取り上げて、体系的 ・

効率的な防火指導に努めていくこととし、市内

約2,000の社寺等の中から約700の対象物を「第

1次重点指導対象物」（仮称）として、（1）防火管

理者制度の導入、（2）消防用設備の充実、（3）付近

住民の協力体制の育成、（4）駐車場、下宿等他用

途に対する規制、（5）祭礼等の伝統的行事に対す

る規制、を積極的に推進している。

奈良法隆寺金堂落慶を契機として昭和30年に制

定された「文化財防火デー」も、本年 1月26日に

は26回目を迎えることになり、全国各地で各種行

事が行われているが、京都市では、鹿苑寺金閣の

焼失した翌年の昭和26年から全国に先駆けて、 1

月26日を中心として 1週間にわたって 「文化財を

火災から守る運動」を広く展開してきている。

京都市消防局では、昭和54年の文化財防火週間

中、文化財対象物の立入検査681件、文化財対象物

周辺民家の立入検査5,880、防火研究会・座談会265

回、消防訓練121回、巡回広報370回、等を実施した

が、文化財防火は、ひとり行政サイドのみで解決

できるものではない。

文化財の所有者、管理者はもとより、市民一人

一人の理解と協力が結集されてはじめて達成でき

るものであり、京都消防は、今年の 「文化財防火

デーを一つの契機として、さらに市民意識の啓発、

防災体制の確立に努力し、文化財防火をさらに推

進していく覚f寄である。

（はたまる いさお／京都市消防局予防部）



爆発直後の噴煙（54.9.6) （火口からl.2km、阿蘇山測候所織影）

はじめに

阿蘇山は、我が国で最も古い噴火記録 （553、欽

明天皇14年）のある活火山である。東西17km、南

北25kmの広大なカルデラの内に、 主峰高岳（1592

m）など十数座の中央火口丘がある綾式火山で、

中央火口丘の中岳 （1323m）が有史時代になって

もしきりにl噴火を繰り返し、ストロンボリ式噴火

が特徴である。中岳火口は、数個の火口が南北に

連なる長径l.lkmの複合火口で、1933（昭 8）年以

降は北端の第一火口のみが活動を続けている。

この雄大な山容と活動的な勇姿に、有史以来種

種の開発の手が加えられてきた。古くは阿蘇の霊

地として知られ、 1587（天正15）年ごろまでの約

440年聞は、火口に近い古坊中ー帝は信仰の地とし

て繁栄し、明治初期から昭和の初めまでは火口内

で硫黄採掘の記録もある。特に、火口が直接のぞ

ける全国でも珍しい山としてここ数十年間の観光

開発も目覚ましく、 1978（昭53）年には阿蘇山へ

の観光客数は年間 360万人（阿蘇町観光課調べ）以

上に達している。

2 1979（昭54）年9月6日の爆発

阿蘇中岳第一火口は、 1979年 6月13日から l年

7か月ぶりに噴火活動に入り、いわゆるストロン

ボリ式噴火を続けていたが、9月6日13時 6分に

水蒸気爆発を起こした。
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坂本琢磨

阿蘇火山では、後に述べる阿蘇火山防災会議協

議会により、 6月11日以降火口の中心から 1km以

内の立ち入り規制を実砲し警戒中であった。しか

し、この爆発に伴う噴石等によって、火口の北東

側約 900mの地点で観光客の人身被害があったこ

とは誠に遺憾であった。

写真は、 9月 6日の爆発直後の噴煙 （噴出物）

の状況を示し、図には、爆発に伴う噴石（径 3mm 

以上）の範囲と降灰 （火山灰、火山砂、火山磯を

54.9ι、爆発による噴石範囲と降灰峻

27 



’80予防時報120

含む）域を示した。 この噴石分布は、特に火口の

北東側へ飛距離がのび火口から約1.2kmに達し、火

山礁は北東方 1.6km付近まで分布した。また、火山

灰は南南西の風にのって火口北東約45kmまで観測

された。

この爆発による噴出物の量を推算してみると、

降灰量は約28万6,000t、噴石量は約l万5,000tと

なり、爆発による噴出物総量は約30万 tに達した。

今回の噴火 ・爆発で特記しておきたいことは、

(1) 6月から続いた噴火活動は降灰が多く、 9月

末日までの総降灰量は約 490万 tと推算され、火

口から半径30km以内の農作物の被害は大きく、 9

月末現在で約 9億1,000万円（熊本県阿蘇地方事務

所調べ）の被害額に達した。

(2) 噴火活動に伴う噴煙、噴石 （ス コリアを主 と

した赤熱噴石を含む）および鳴動等の表面活動は、

7月下旬から 8月上旬にかけて最盛期を恩わせる

活動であった。

(3) 8月中旬以降は、活動がやや低調と考えられ

たが、 8月27日の台風ll号による 161mmの大雨と

9月 4日の台風12号による 126mmの大雨で、火孔

は閉そくされた状態となり、火山性連続微動 （地

震計に記録する火山活動に伴う特殊な振動）は急

にイ、さくなった。

(4) 爆発時の噴煙の高さは、700m程度で低く水平

方向に広がり山肌に添って北東方へ移動した。

(5) 爆発による噴出物は想像以上に多かった。 こ

れは、 6月以降の噴出物が火口内にたい積してい

たものが、爆発前の大雨で火孔ヘ多量のものが流

入したことも一因と考えられる。

3 阿蘇山の過去の噴火

日本活火山要覧、阿蘇火山噴火史に基づいて、

やや顕著な噴火活動の発生回数を調べてみると、

553年以降今年までの1427年間に151回噴火の記録

がある。

噴火記録の推移をみると、 1200年までの 648年

聞は特に活動資料が充分でない期間と考えられ、

わずかに 8回の活動記録にすぎない。一方、 1800

年以降は次第に噴火回数が多くなっているが、こ

れは火山活動が盛んになったことを示すものでは
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なく、阿蘇山の開発に伴い資料が充実してきた関

イ系であろう。

表には、前述した噴火史によって資料がかなり

充実していると考えられる1800年以降について、

被害を伴った噴火年月と被害の概要を示した。

過去の噴火被害からみられるように、阿蘇火山

による災害の実態は、降灰による農作物の被害 と

爆発に伴う噴石、および爆風による人的被害 と建

物、および観光施設の被災がほとんどである。

降灰による農作物関係の被害は、古い資料から

阿蘇山の噴火による後書(1800年以降）

噴火年月
農作物 人的彼害 建物

lie 事
被害 YE ｛毎 被害

1815 2 -10 。
1816 7 湯／谷付近

1826 10-11 。
1827 5 。
1828 6 。
1830 8 。
1854 2 2 山上参拝者

1872 12 。4 数名 硫黄線掘者

1884 3～6 。
1894 3 。
1908 1 。
1927 4～5 。
1929 4 -10 。
1932 12 13 。登山者
1933 2 -3 。 。
1939 8 。
1940 4～12 。 子供

1947 5～7 。 牛馬200余死

1953 4～5 。6 90 続11隊山司；3者0-5テ婿＼事月E27 日

1955 7 。
1958 6 。12 28 。二時E司1’~~テ、毎揮＇発 24 日22 

1965 10 。
1974 8 -10 。 。
1977 7 3 山上業者

1979 6 - 。3 11 。観蒔客 9晃6 日13 6夕子処島

鍋集部i主（地学辞典より）
ストロンポリ式噴火比較的短い間隔で、周期的に火口からマグマの舷片や火

山弾などが組出される形式の噴火．流動性の大きい玄武岩賀町マグマの活動に

伴うことが多く、 数分～数十分の問1隔でマグマのしぶき．半ば国結した溶岩片、

リボン状、球状ないし紡錘状火山弾などが爆発的に空中にほうり上げられる．

マグマ柱の上端は火遁の中で比較的火口に近い所にとどまっており、その中を

上昇するガスが周期的に火山からのがれ去る際に閤形物質が放出される.St・ 

romboli火山では‘ 歴史時代を通じてこの形式の噴火が特極的に継続．

スコリアー岩；宰火山砕屑物のー積で、 多孔質で見かけ比重が小さ く黒色．時

褐色などの時い色を示すもの。 玄武岩のような普鉄質のマグマの発砲によって

生ずるむのが多い．底質用語では火山樺とむいい． 底質ie号Sc.火山砕府物以

外の物質、たとえば溶岩などが多孔質で暗色を呈するものを形容するには．岩

樺質という。



はその被害範囲の詳細を知ることは困難であるが、

最近の活発な活動による降灰域は火口から40km以

上に達し、農作物の顕著な被害範囲は火口から約

30km以内となっている。

また、噴火 ・爆発による噴石・爆風によって発

生している人的被害と建物および観光地設の被害

は、火口の中心から約 1km以内で発生している。

これらのことから、阿蘇山の噴火災害は、長い

時代に及んで同じような形態で被害が発生してい

ることであり、開発とともに噴火災害が増加して

いる傾向に注目したい。

4 防災について

火山防災については、火山国である本邦では古

くから確立されていると考えられるが、防災への

努力は実に日が浅い。

阿蘇山では、 1928（昭 3）年に京都大学火山研

究施設が、 1931（昭 6）年には熊本測候所支所（現

阿蘇山測候所）ができた。 こうして、火山観測、

特に噴火の仕組みやその予知の研究についてもそ

の期間は短く、充分に役割を果たすにはまだ程遠

いものがある。

1962 （昭37）年から気象庁では全国火山観測の

総合的・組織的な整備計画を進め、噴火の頻度と

規模、噴火したときの社会的影響などを総合的に

考慮し、阿蘇山をはじめ浅間山・桜島 ・伊豆大島

の活動中の4火山で精密火山観測を実施すること

として観測施設等を整備充実した。

また、社会的には、火山観測の成果に基づく何

らかの情報の要請が切実となり、気象庁では1965

（昭40）年から「火山情報」（定期、臨時）の発表を

業務化した。 阿蘇山測候所でもこの業務化によ っ

て、毎月 1回の定期火山情報と火山活動に異常を

認めた場合は、そのつど臨時火山情報を発表し、

火山防災の一役に資することになった。

1978 （昭53）年4月には「活動火山対策特別措

置法」が施行され、前述した火山情報に加えて「火

山活動情報」（人命財産に被害を生じ、または生ず

る恐れがある場合）も発表することになり、阿蘇

山測候所では、 1979年 9月 6日の阿蘇山爆発に際

し 「火山活動情報」第 1号を発表した。
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1974 （昭49）年 7月には、 年々激増する火山監

視一噴火予知の社会的要請に対応するため、諸大

学と気象庁などが中心となり「火山噴火予知連絡

会」（事務局は気象庁）が創立された。1979年10月

には第17回「火山噴火予知連絡会」が開催され、

各火山の活動等について意見交換のあと、阿蘇火

山の今後の活動について「統一見解」を発表する

など、火山噴火予知業務への歩みも明るい。

一方、国や地方自治体でも火山防災についての

行政が進められてきた。 1953（昭28）年の爆発被

災の後には火口周辺に退避壕が整備され、災害対

策基本法に基づく地域防災計画の一環として1965

（昭40）年には阿蘇火山防災会議協議会が発足し、

阿蘇火山防災計画を作成しその実地に当たること

になった。 この協議会は、阿蘇山iGIJ候所からの火

山情報に基づいて、または会長が必要と認めた場

合には、火口への立入規制を実施してきた。

1965年から同年までの15年間に阿蘇山測候所が

発表した臨時火山情報は総計 127回に達し、年平

均 8回発表したことになる。 これに対応して火目

立入規制1（現在 1km以内）が実施された日数は1472

日となり、年平均規制回数は98日となっている。

1973 （昭48）年7月法律第61号は、「活動火山周

辺地域における避難施設等に関する法律」として、

人命尊重および農業経営の保護が目的として制定

され、阿蘇山 ・桜島とともに避難施設緊急整備地

域に指定され地域防災が図られてきた。この法律

は1978（昭53）年4月に火山法の一部が改正され、

その名称も「活動火山対策特別措置法」に改めら

れ、 一層火山防災が強化されることになった。

さて、今回の惨事は噴火活動が続き警戒中に発

生しただけに、宿命的な山として放置されること

はできない。今後の対応のなかに過去の災害の実

態を生かし、安全な観光開発の努力が必要であろ

うし、火山毘視の商からも正確な情報の提供に努

め、噴火予知技術の向上に一層努力しなければな

らない。 （さかもと たくま／阿蘇山測候所）

おもな参考文献

日本活火山要覧気象庁、 1975

福岡管区気象台要報：福岡管区気象台、 1965

福岡管区気象台要報：福岡管区気象台、 1976

爆発速報：阿蘇山測候所、 1979
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はじめに

ほんの数年前までは、交通安全指導の内容が真

に子供に理解されているか否かは、教育の指導者

にとって重要なことではなく、話題として取り上

げられることもなかった。教育指導者は、千供に

とって必要と考えられる知識を一定期間内に教え

ることのみに気を奪われてきた。こうした風潮は、

世間一般に流布していた誤った児童観から派生し

たものである。 その児童観とはい－f供と大人の行

動および思考の~いは、チ供の経験不足から生じ

た単なる量的な差でしかないので、経験を積ませ

さえすれば差はなくなる”といった身えである。

この児童観をもってすれば、 一子供の交通に闘する

理解や交通場耐での行動の稚拙は、単に交通に接

する機会が少ないゆえで、教育を充分地すことに

より、幼い子供でも完ぺきな交通人に仕立て上げ

ることができるという考えに至る。この考えから

すれば、先に述べたように、教育を地す前に、子

供が交通をどのように捕らえ、どのように理解ーし

ているか、また、交通場面でどのような行動をと

っているかなどといったことは、調べる必要はな

い。また、教育した内容が、大人の期待どうりに

子供に理解され、行動として定着化されたか否か

を調べる必要もない。この児童観に基づいた子供

の交通安全指導は、イー供不花の大人の側に立った

大人本位のものであった。

ところが、児童心理学の成果、特にスイスの児

童心理学者ピア ジェ などを中心とした一連の児童

の精神発達に関する臨床研究の成果から従来の児

30 

主主観を覆す新しい児童観が生まれてきた。 ピアジ

エの長年にわたる研究成果によれば、子供の思考

および行動は、大人のそれらとはまったく呉なっ

た様式の数種の段階を経て、大人のそれらに到達

する。 したがって、初期の発達段階にある子供は、

その段階での思考および行動しかできず、その段

階よりもずっと先の段階に属する思考方法および

行動を教えても、チ供には理解できないし、それ

を行動にすることもできない。交通の分野でもス

ウェーデンのスティナ・サンデルスが、交通にか

かわる子供の身体特性、感覚特性、知的特性に関

する研究を行い、同様のことを指摘した。サンデ

ルスの指摘によれば、子供と大人の身体の大きさ

の違い一つを例にしても、これは視点の速い、見

える範囲の違いを生じ、子供の自に映じる交通世

界は大人の目から見た交通世界とは異なるものと

なる。これはまた、子供の交通に対する考え方そ

のものにも影響を与えることになる。ここで挙げ

た大人と子供の身体的な差から生じた問題は、教

育によって改善し、補うことのできない生来的な

ものである。

こうして、子供の交通安全指導のなかで古い児

童観が崩れ、今述べた新しい児童観が取り入れら

れるようになった。つまり、子供の交通安全指導

は、子供の身心の発達段階を考慮し、子供の存在

する発達段階に応じた内容を教えるべきであろう

という考えが芽生えてきた。このような立場に立

って、交通安全指導を行うためには、現在行われ

ている交通安全指導がどのように理解されている

か、また交通場面での子供の交通行動はどのよう



な特性があるかなどに関する基本的問題の検討を

試みなければならない。子供の安全指導の理解に

ついて考察してみたい。

2 安全指導の理解度

子供が安全指導をどの程度理解しているか、具

体的指導内容をみながら考察してみたいと思う。

現在、我が国で未就学児および小学校低学年児に

安全指導として広く教えられている内容には、 （1)

安全な歩き方 (2）道路の安全な渡り方 (3）信号の

意味と見方、が挙げられる。アンケート調査、実

験 ・実態調査の結果を基にこの3つの指導項目が

子供にどのように理解されているかについて、子

供の発達年齢別にみてみたい。

1 安全な歩き方

この指導は、歩道 ・路側帯などの歩車分離があ

る時の歩き方と、歩草分離がない時の歩き方との

2通りの指導がある。まず、歩草分離がある場合

は、分離の内側、すなわち歩道上または路恨lj帯内

を歩くことを指導する。この指導が、未就学児およ

び就学低学年児に理解できる内容か否かについて、

私どもが行った調査とイギリスで行った調査結果

の比較により検討する。私どもは 5-8歳児34人

を対象に、「歩道って知っていますか。どんな所で

すか。』という言語による質問と、交通場面を描い

た絵のなかから歩道を探させたり、実際交通場面

で歩道を示させ、また調査員が歩道上に立ち、そ

こが歩道であるか否かを質問する調査を行った。

調査の結果、 言語による質問で正答を得たものは

42%、絵のなかから探させた場合の正答は61%、

現実交通場面での正答は24%となっていた。 イギ

リスで、 5-7歳児294人を対象に実際交通場面

で子供に歩道を示させ、また調査員が車道に立ち、

そこが歩道か否かを答えさせる調査をしている。

その調査の結果、歩道を正しく指摘できた子供が

87%、調査員が車道に立っている時に歩道に立っ

ていないと答えた子供は92%であった。上記2つ

の調査結果を比較すると、私どもで調査した子供

の理解度が低いのが目につく。同じような手法を

用いた実際交通場面での調査結果を比較すると、

私どもの調査での正答者は24%、これに対しイギ
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リスの調査では、 87%一92%である。イギリスで
の調査では、歩道はマウントアップ式の歩道であ

ったのに対し、宇都宮はマウントアップ、千葉の

場合は路側帯による歩道であった。宇都宮と千葉

を比べると路側帯による歩道の千葉での方が、歩

道の指摘はできていなかった（千葉の正答者10%、

宇都宮の正答者46%）。 歩道の理解は、歩道の種類

によっても異なっており、路側帯による歩道は理

解しにくくなってはいる。 しかし、閉じマウント

アップ式歩道を用いた宇都宮とイギリスの調査結

果を比べると、イギリスでの調査結果の方が、歩

道の理解度は、はるかに高くなっている。

以上の結果から、 5-8歳の横断教育開始年齢

に到達した子供でも、我が国の子供の場合、歩道を

明確に理解してはいないようである。この理解の

差はどこからきているかについて考えてみると、

イギリスの場合、横断前の教育として歩道に関す

る教育を充分に指導している。 これに対し、我が

国の場合、安全教育の指導内容に関する実態調査

などからみる限りでは、、右側歩行”の教育が中心

で歩道 ・路1111]帯など人が安全に歩ける場所の教育

が不足していると推定される。

イギリスでの同年齢での子供の調査結果で、か

なり高い理解度を示していたことを考えると、「歩

道」という概念は、この年齢の子供によく教育すれ

ば教育可能な概念といえそうである。したがって、

「歩道」という概念を具体的な形状（マウントアッ

プ歩道、路側帯による歩道、ガードレールのつい

た歩道）と結びつけ、その機能をはっきり認識す

るように、現在行っているよりさらに徹底教育す

る必要があろう。

歩率分離がない場面での指導は、道路の右側を

歩くように指導するが、これが子供に理解できる

か否かをみてみる。この指導のねらいは、向かつ

てくる率を発見しやすくするため、事と対面する

右側を歩かせることにある。事実、事故統計によ

れば、歩行者事故で背面通行中に起きている事故

は、対面通行中の事故の2倍強となっており、対

面通行をすることは必要なことである。この指導

は、 子供が右 ・左の概念を理解できることが前提

となって教えられているが、果たして子供には右・

左が理解ーできるであろうか。先述のピアジエの行
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った調査によれば、右 ・左の概念は発達的に 3つ

の段階をたどって理解されていくとしている。ま

ず第 1段階（ 5～8歳）は、右 ・左を自分自身の観

点からしか考えない段階一自分の右手や左手は指

摘できる である。第 2段階（ 8～11局長）は、右 ・

左を他者の観点からも考えられる段階一質問者の

右手、左手が示せるーである。第 3段階 (11～12

歳）は、右 ・左を事実そのものの観点からも考え

られる段階ー銅貨と鉛畿を並べて置いた時、銅貨

が鉛筆の右側にあるか左側にあるかを言い当てら

れるーである。右側歩行 （行きと帰りとでは右側

の位置は逆の側になる）が理解できるためには、

少なくとも第 2段階、発達年齢8-11歳児に到達

していなければならないこととなる。また上述の

私どもが行った調査て4も同様の結果が得られてい

る。この調査では、自分の右 ・左を言い当てる、

対面する人の右・左を言い当てる、廊下の右側を往

復する行為を子供たちに行わせたが、正しく行え

たのは、 5-6歳児で29%、7～ 8歳児で65%であ

った。以上の調査結果を踏まえると、未就学児、

小学校低学年児に右側歩行を教えることは非常に

困難だといえる。実際交通場面で右側歩行が守ら

れているか否かについてみてみる。私どもが浦和

市で行った調査によると、車が交E通行で、しか

も歩車分離のない道路ですら右側通行は励行され

ていなかった（図 1参照）。 これによると、大人は

右側と左側の通行がほぼ同比率で、子供 （0 -12 

歳）はむしろ左側通行の方が多かった。大人にで

さえ右側通行を常に意識して行動させることは困

難であるのに、右 ・友も充分に理解できない子供

にこれを行動として定着化させることを期待する

のは難しいであろう。 したがって、この時期の子

供の安全な歩き方の指導は、右側歩行の指導より

歩道・路側帯内を歩く指導に重点を遣いた方が良

いであろう。

図 1 通行方向 （大人と %1 N=i34 N=l034 
子供の比較） 60 

対面通行 背面通行真ん中通行
（右側通行） （左側通行）
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2 道路の安全な渡り方

道路の安全な渡り方の指導は、『安全な横断場所

の見つけ方』の指導、 ri度る前および渡っている聞

の安全確認』の指導に大別できる。

安全な横断場所の見付け方

安全な横断場所としては、横断場所付近に歩道、

横断歩道橋、信号機などの安全地設がある場所で、

これらがない場所では、駐車車両や電柱、看板な

どのない見通しの良い場所を選ぶように指導する。

まず、この時期の子供は安全焔設がある場所を見

付けることができるかみてみる。私どもは 5-8

歳児を対象に実際交通場面、絵画および模型の提

示場面で横断歩道、歩道橋、信号機を正しく指摘

し、その機能を正しく言い当てられるかを調査し

た。 その結果を表 1に示すが、これによると 5-

8歳児のほとんどは、これらの安全地設を交通場

面から発見し、その機能も正しく知っているとい

えよう。 また、実際の交通場面で横断歩道、信号

機などの安全地設がある所前後30m以内の場所の

横断者の安全施設に対する遵守率を子供（1～ 12歳

児）と大人とで比較調査してみた。その結果を図

2、図 3に示す。これによると、いずれの場所で

褒 1 検断歩道、歩道橋、信号機の理解度

5歳 I6歳 I7歳 Is歳 I9歳 110歳 111歳
一%｜一%I 98% I loo% I 100% I 100% I 100% 

98 

80 I 90 I 92 

（注）ー印はテスト来実施

図 2 子供と大人別機 l曲。ノ
断歩道横断率 /0 

so 

0 

100 

無信号
横断Jj;温

100 90 

亡コF供
![f!ll大人

94 

（横断歩道上前撞30m以内の場所での澗査）

図3 子供と大人別信
号機の遵守率

亡ゴ干供!im大人



も大人より子供の方が遵守率は高い。したがって、

安全地設のある場所での横断の指導は、この時期

の子供にと って理解できるし、実際場面での遵守

率も高い。

安全施設のない場所での安全な横断場所の見付

け方の指導についてみてみる。 このような道路で

の安全な横断場所は、見通しが良い場所であり、

そこは、（1）駐車車両から離れていること、（2）電柱

などの妨害物から離れていること、（3）道路の曲線

部分でなく直線部分であること、（剣道路交差点か

ら離れていること、である必要がある。この規制を

悲に、いかなる道路においても安全な横断場所を

見付けられるように教育するのが望ましいのであ

るが、果たして、横断教育を開始する年齢の子供

にそれが可能であろうか。私どもは、子供がアン

ケート調査の回答として指摘した日常の横断場所

が適切であるか否か、調査員が実際にその場に出

向き評価した調査を行ったので、その結果を表2

に紹介する。 この調査は、子供が日常横断場所と

して選んでいた場所が安全か否か調査員が実際に

その場所に出向き評価した。 これによると、危険

であると評価された場所が全体の30%前後で、 3

-5歳児の横断場所は危険であると評価された率

がやや高くなっている。 また、安全であると評価

された場所は、半数以下の36%である。また、イ

ギリスで7-8歳児を対象に、実際道路上で安全

な横断場所を探させ、その場所が安全か否かを調

査員が評定する調査をした。調査の結果、非常に

安全な場所を選んだもの18%、安全な場所18%、

あまり安全でない場所30%、危険な場所13%、非

常に危険な場所13%、場所を選ばない8%、とな

っていた。以上2つの調査から、 10歳児でも安全

な横断場所を子供が選ぶのは難しいといえそうで

表2 子供の年園者別、横断場所の危険性

I~ 3議 4歳 5歳 6歳 7、8歳 9、10綾 2十

危険 36.7% 32.5% 41.3% 25.8% 33.9% 25.0% 32.0% 
どちらで 31. 7 24.4 31.0 39.0 28.7 27.9 30.9 む，，い

安全 30.8 42.3 27. 7 34.1 35.6 43.6 35. 7 

その他 。。 0.0 0.0 。。 0.0 0.0 0.0 
不明 0.8 0.8 。。 1.1 1.8 3.5 1 4 

E十 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

総回答 120 123 126 182 174 140 865 
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ある。

これらの結果からみると、低年齢児にも安全な

機断場所の指導をする場合、安全施設のある場所

の指導はできそうである。 しかし、安全施設がな

い場所の指導は困難であるので、子供への指導と

いうよりも、保護者が見付けることに重点を置い

た方が良いであろう。

安全確認

次に道路の安全な渡り方の指導として、安全確

認の仕方の指導を取り上げる。

安全確認の指導は、交通安全指導のなかでも最

も重要で大切な指導である。せっかく安全場所を

選んで横断していたとしても、横断前、または横

断中の安全確認を怠っていたのではなんにもなら

ない。 この安全確認の指導がどの程度理解される

かについて述べる。そのためにまず、実際交通場

面で道路を渡る時に安全確認をどの程度行ってい

るかを子供の年齢別に調査した数種の調査結果を

紹介する。私どもが17交差点で行った観察調査に

よると、無信号横断歩道上での安全確認なしで道

路を渡っている者の比率は図4のようになってい

た。これによると、安全確認をしなかった者の比

率は年齢とともに減少している。道路を渡る時、

1 -4歳児のほとんどは安全確認をしていない。

いずれの年齢でも安全確認をしなかった者の比率

は大人よりも多い。道路を渡る時の安全確認に関

しては、その他Sandels、Grayson、Heimstra、

などが調査している。それらの結果をまとめると、

安全確認は中学生は大人と同じぐらいでさており、

小学生もかなり大人に近付いてきている。これに

対し、 5歳児以下、特に4歳児以下の子供の場合

大人に対し安全確認をする者は非常に少ない。 こ

図4 2宇宙者別安全確認O i~ r 
回の比率 /01 

50 
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れらの結果を踏まえると、特に4歳児以下の子供

に安全確認について教育し、それを行動として定

着化させることは非常に困難であろう。

5歳ないし6歳以上の子供に安全確認の仕方を

教えるとした場合、それは子供にどう理解される

かについて考察する。道路を渡る前の安全確認の

仕方を教える場合、 一般的な教え方は、、、右 ・左を

見て、さらにもう 1度右を見て、車が来るか来な

いかを確かめる。である。この指導の仕方での右・

左を見るという概念は、先述の右 ・左の概念のと

ころでも述べたように、就学低学年児には理解さ

れない。

さらにまたJ右・左を見て、さらにもう l度右
を見て、車が来るか来ないか確かめるかという教

育は、道路が単路の場合には有効であるが、交差

点ではこれだけの確認の仕方では不充分ではない

だろうか。 この疑問を裏付ける調査として、イギ

リスのSurgent,K.J.の行った調査を紹介する。

この調査は、 2方向以上から車が来る実際交通場

面で、車が来ていますといわれた時に、車に気が

付いたか否かと、同じ場面で車を見なさいといわ

れたときの反能、および車が通過してしまうまで

辺りを見続けなさいといわれた時の反応を調べた。

調査対象者は 5～ 7歳児であった。調査の結果に

よると、 2方向以上から車の来る場面での安全確

認は、右 ・左方向の確認は比較的よく実地されて

いるのに対し、前 ・後方向の確認は半数程度しか

できていない。

道路を渡る前の安全確認の仕方を教える場合は、

道路形状と切り離して教えるのではなく、飽くま

で道路形状（直線単路の場合、曲線の単路の場合、

中央に安全島のある単路の場合、交差点ー3差路、

4差路、 5差路）別に、車の来る方向を実際の現

場で教える方が好ましいのではなかろうか。ま た、

車が後方から来た時が一番気付きにくい。後方か

ら来る場合は、視野に入ってきにくいためであろ

う。このよう な場合、視覚だけで安全確認をする

のではなく、聴覚（車の音を聞く）によっても補

うことが必要ではないか。

3 信号機の見方

信号機の見方の指導は、育・黄 ・赤および歩行者

用信号機の点滅の意味を教えることである。先述

34 

の私どもの 5-8歳児を対象として行った調査に

よると、この年齢の子供の場合、ほとんどの子供

が信号機の意味を正しく言い当てられた。ただし、

黄信号の意味に関してはJ止まるH と理解してい

る者とJ注意して渡る仰い注意するかとしている者

と、いろいろな意味に理解していた。 これは、 子

供の理解能力に起因する問題というより、指導上

の問題点ではあるが、低年齢児に黄信号の意味を

‘注意するHホ注意して渡るHは危険ではないかと恩

われるJ注意して渡る”という行動は、車の速度

判断が正しくでき、ある速度をもった車が到着す

る前に自分が渡りきれるかどうかを正しく判断で

きるようになっていなければ困難な行動である。

この判断は少なくとも 8歳以下の子どもに難しい

とはいえる。したがって、 8歳以下の年少児に信

号機のある所での渡り方を教える場合は、黄信号

の意味は、指導する側ではっきりとホ止まれH とし

て指導する必要があろう。 また、信号機の場合実

際の現場で調査すると、自分が見るべき信号がど

れであるかについて混乱を生じている。したがっ

て、信号の見方の指導をする際には、できるだけ

現場で指導することカ号室まれる。

3 まとめ

今までみてきたように、現在実施されている子

供の交通安全指導内容のなかには、指導対象年齢

の子供には理解が困難と思われるものも含まれて

いる。今後は子供の身心の発達に合わせ指導内容

の再検討が必要であろう。特にここで一つだけ指

摘しておきたい点は、就学前期までの子供は、物

事を一般化して考えることができないことである。

一般道路を想定して、本やお話のみで交通安全指

導をしても、子供には理解しそれを現実場面で行

動に移すことはできない。交通安全指導は、 でき

るだけ子供が利用する実際の道路で行った方が良

いであろう。子供が日常実際に利用している道路

は、調査によると 2種類ぐらいの道路で、しかも

積断する場所もほぼ決まっているとなっているの

で、このことは可能なことと恩われる。

（さいとう りょうこ／科学讐察研究所交通安全室）
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〔 亀井利明 】

1 リスクマネジメントに
ついての2つの理解

最近、我が国においてリスクマネジメントとい

う言葉が多方面にわたって使用されており、その

意味する内容も種々雑多なものとなっている。し

かし、これを大別すると保険関係者の理解と保険

関係者以外の理解の2つに分かれるように思われ

る。保険事業に従事している者や保険学徒は、リ

スクマネジメントの中心は保険であって、その補

完的なものとして予防とか防災を含めて考えるよ

うである。つまり、リスクマネジメンドの手段と

して最適なものは保険およびそれに準ずるもので

あり、それを有効に利用する前提として防災を位

置づけるのである。そして、この場合のリスクと

しては純粋危険（静態的危険）に限定してマネジ

メントしようと考えるのである。

これに対して、保険事業以外の事業に従事して

いる者や経営学 ・会計学の関係者は、必ずしもリ

スクマネジメントの中心は保険であるとは考えて

おらず、企業危険処理手段のすべてを同等に位置

づけている。そして、リスクマネジメントの中l味

を上手な保険のつけ方といったような安易な考え

を採らず、企業が倒産を防止し成長を続けていく

ためになすべき危険処理の経営戦略として理解し

ようとしている。それがため、不確実性時代に残

された有効な管理技術であるとか成長戦略といっ

た過大な期待を寄せているようである。こういっ

た考え方の前提として、リスクマネジメントの対

象危険はすべての企業危険であって、純粋危険（静

態的危険）はもちろん投機的危険（動態的危険）

をも含むとするのである。

以上のような2つの考え方の間には相当の距離

がある。要約すれば、 1つは保険管理論的リスク

マネジメントであり、もう 1つは経営管理論的リ

スクマネジメントである。前者は企業における単

なる保険問題の延長・拡大にすぎず、その範囲は

狭きに失し、リスクマネジメントの名に｛直しない

という批判がある。後者については、管理できる

範囲を超えたリスクをも対象としようとするため、

その範囲は広きに失し、企業経営そのものがリス

クマネジメントとなってしまうという社t判がある。

どちらの立場をとるにせよ、現時点でのリスク

マネジメントは完全に理論化され、体系化されて

いない。リスクマネジメントが最も進んでいると

されるアメリカにおいても同様である。アメリカ

の文献を未消化のまま観訳して、これのみがリス

クマネジメントだと主張する勇ましい人がいる。

漉織緩衝繊磁調陸自信濃...・...繍・.....儲欝滋鶴路緩磁漉鶴鑓機灘欝鰯畿鰭鑑滋溺混鍋鶴穣信
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また、アメリカの文献をろくに勉強せず、企業診

断や経営評論といったような立場から戦略論を展

開して、これをリスクマネジメントとしてイ立置つ’

けるべきであると主張する人もいる。

リスクマネジメントが、今後どのように発展し

どのように定着していくかは予想できないが、少

なくとも保険管理論的リスクマネジメントと経営

管理論的リスクマネジメントの谷間は媛められな

ければならない。 しかし、ここで注意すべきこと

は、リスクマネジメントを理解しよう、受け入れ

ようとする人々の感情は経営管理論的リスクマネ

ジメントであって、保険や防災に重点の置かれた

保険管理論的リスクマネジメントではない。 それ

ゆえ、リスクマネジメントは一般企業や経営学 ・

会計学関係者から認知を得られないような保険関

係者の一 人よがりや専有物であってはならない。

2 リスクマネジメントの
形態とその対象危険

リスクマネジメントが企業の行き詰まり打開の

ための何か有り難い期待の持てるマネジメントの

手法であるかのように考えられているが、それは

とんでもない間違いである。 リスクマネジメン卜

は企業や家計の保全を目的とする企業危険や家計

危険の管理にすぎない。すなわち、企業倒産や家

計破たんにつながるリスクを調査 ・確認し、それ

を予iJllJ.測定し、最少の費用でもって企業危険や

家計危険のもたらす悪影響を除去するための手段

を選択し、それが有効に実行されるようにするた

めの管理である。したがって、リスクマネジメン

トは積極的に企業利澗を増加したり、市場占有率

を拡大して企業成長に役立つというものではない

し、また家庭環境の向上や幸福の増進に直接的に

機能するものではない。リスクマネジメントは消

極的なマネジメントで、いわば企業防衛や家計維

持といった女房役的なマネジメントなのである。

リスクマネジメントはその対象とする危険が企

業危険なのか、官公庁危険なのか、あるいは家計

危険なのかによ って、企業危険管理 （Corporate

or Business Risk Management ）、官公庁危険管

理 （Governmentalor Municipal Risk Manage・ 

ment ）、家計危険管理（Family Risk Manage・ 

ment ）に分かれる。 これらの局面の異なったリス

クマネジメントには軽量の差はないが、その中心

的なものはやはり企業危険管理である。それゆえ、

リスクマネジメントは貴子むと虫子まざるとにかかわ

らず、企業危険管理を前提として議論される。

企業危険を管理の対象とするリスクマネジメン

トは、では、いかなる企業危険を対象とするのか。

企業危険全般なのか、純粋危険、静態的危険、 iJllJ

定可能危険、災害危険、保険可能危険といったよ

うにその対象危険を限定すべきなのか。この点に

ついて、私は企業危険の全般に及ぶべきであると

いう立場をとる。 そして、企業危険全般をリスク

マネジメントの対象とすれば、リスクマネジメン

トは企業経営そのものとなるという批判は全く当

を得ていないと考える。けだし、企業経営は危険

克服のうえに危険負担 （riskhearing）を行いな

がら、生産および販売といった組織的活動を持続

することであり、合理的なリスクマネジメントの

うえに初めて企業経営は成り立つというべきだか

らである。

ところで、リスクマネジメン卜に関する多くの

文献によれば、リスク概念をやかましく議論して

いる。 これはまったく無用に近いデスクワークで

ある。 しかし、念のためにこれを明確にしておく

必要がある。 リスクとは事故（peril）発生の可能

性である。この可能性を秘めている条件、事情、

状能をハザード （hazard）という。したがって、

リスクマネジメントは、事故を箆理 ・分類し、（1)

過去に生じた事故それ自体を分析し、（2）現実のハ

ザードの調査を通じて将来における事故の発生可

能性と事故の規模を予測することが出発点となる。

......・・.....膿..・..・m・.・......聞濁・..・...........
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しかる後に、危険処理計画の作成、危険処理手段

の選択、危険処理予算の編成といったプロセスを

経ることとなる。

それはともかく、リスクマネジメントの対象危

険は企業危険の全般に及ぶものであるから、事故

の結果が損害のみをもたらす純粋危険はもちろん、

事故の結果が損害または利益のいずれかをもたら

す投機的危険をも含む。 また、事故の発現が物の

滅失や収益の喪失といった形をとる物的危険、人

の死亡や傷害という形をとる人的危険、費用の負

担や責任の履行という形をとる買ー任危険などのす

べてがリスクマネジメントの対象となる。

さらに、企業活動は各種の部門管理を伴うもの

であり、その各部門に固有のリスクが存在する。

すなわち、生産危険、販売危険、財務危険、労務

危険などがそれである。 そして、これらの部門管

理の上に全般管理が位置づけられ、これに固有の

危険としては全般（管理）危険ともいうべきリスク

が認められるが、私はこれを倒産危険と呼ぶ。以

上のリスクはすべてリスクマネジメントの対象と

すべきことはいうまでもない。そ して、リスクマ

ネジメントを部門単位に行うとすれば、倒産危険

管理（全般危険管理）、生産危険管理、販売危険管

理、財務危険管理、労務危険管理というように類

別しうる。

このような部門管理の属性を捨象し、タテ割り

のリスクマネジメントでなく、事故の発現形態を

中心、としたヨコ曾lりのリスクマネジメント もまた

可能である。それは物的危険管理、人的危険管理、

責任危険管理ということになろうが、その場合に

はリスクマネジメントを専管するリスクマネジメ

ン卜部門を設定し、それをライン部門としてイ立置

づけねばならない。企業危険の全般を取り扱い、

企業のあらゆる部門のリスクを処理するという執

行権限の与えられたライン部門としてのリスクマ

ネジメント部門は経営組織上考えられない。また、

その部門の長たる RiskManagerはオールマイテ

ィでなければならないゆえ、かかる人材は存在し

ない。かかるところから、リスクマネジメントを

純粋危険のみに限定し、リスクマネジメ ン ト部門

を事実上の保険管理部門とする考え方が出てくる

わけであり、事実そうしている企業が存在する。

そして、これがまたリスクマネジメントを軽視す

る風潮につながり、経営学関係者から一つの独立

したマネジメントとして認知されにくい原因とな

っている。

リスクマネジメント部門は全般管理と部門管理

のスタッフとして位置づけるのが正しく、業務執

行権限を持ったライン部門として位置づけるべき

でない。 それゆえ、リスクマネジメントの危険処

理計画はリスクマネジメント部門で立案するとし

ても、その計画の具体化や執行は生産部門をはじめ

とする各部門にゆだねなければならない。 これが

リスクマネジメントを有効ならしめる道である。

リスクマネジメントに過大な期待を寄せたり、

不当な軽視をしてはならない。

[3 危険処理手段

リスクマネジメントは企業の存続を脅かす企業

危険の処理に関する科学的管理である。企業が収

益をあげ存続し成長していくためには、企業防衛

上各種の危険処理手段を積極的・消極的に用いな

ければならない。問題は、これらの各種危険処理

手段の採用がパラパラで一貫性がなく、充分な計

画立案の下に遂行されておらず、費用の合理的投

下になっていない点にある。 そこで、危険処理そ

のものについて、あるいは危険処理手段について

マネジメン卜の手法を用い、 一つの目標を定めて

危険処理手段を実行しようとするところにリスク

マネジメントの成立が認められる。つまり、最低

の費用で企業危険のもたらす不利益を除去または

最小化しようとすることがリスクマネジメントの

目標である。

....・E・...・....・s・a・・・・・.・・・・..・・......・・.........
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企業危険は千差万別であるから、危険処理手段

も多様な形態をとる。それゆえ、個々の企業危険

に適した危険処理手段が存在するわけで、それを

費用適合性の観点から選択し、あるいは効果適合

性の観点から組み合わせなければならない。これ

はリスクマネジメントの中核をなす危険処理計画

の一環をなす危険処理手段の選択の問題である。

危険処理手段選択の基本的原則は、企業危険はで

きるだけ回避し、回避できない場合は防止し、そ

れができないものは移転 ・転嫁し、それが困難な

ものは準備し、保有しようということである。そ

こで、個々の危険処理手段を大別すると図 1のと

おり、危険制御（RiskContro I ）と危険財務（Ri-

sk Financing）に大別しうる。

図 1

Risk Control （前）

(1) 回避（遮断）

(2）防止（予防、軽減）

(3) 分散 （分離、分銅）

(4) 結合（協定、合併）

(5）移転（下請）

（後） Risk Financing 

事 IOH呆有（企業の不特定の財産
を担保とする負担）

故｜
(2）準備（準備金設定、自家保

険、キャプティプ

発 ＇ (3）転嫁（保険、共済、基金）

(6）制限（責任制限、取引 ｜生 I(4l相殺（掛繋、製品多角化）
標準化）

危険制御＝リスクコントロールは事故発生前の

技術操作であり、危険財務＝リスクファイナンシ

ングは事故発生後の資金操作である。 リスクコン

トロールに属する危険処理手段は図示のとおり回

避、防止、分散、結合、移転、制限などがある。

これらの各々について解説する紙幅を持たないが、

リスクコントロール中、最も重要な意味を持つも

のは危険の防止である。リスクファイナンシング

に属する危険処理手段には保有、準備、転嫁、相

殺などがある。

リスクマネジメントの多くの文献では準備を保

有の中に含めているが、本来両者は別個の手段で

ある。特定の危険に備えて、事前に金銭的引き当

てをなすのが危険の準備であるに対し、特定ない

し不特定の危険に対して事前になんらの引き当て

を行わず、企業の不特定の財産を担保として積極

的に危険の負担をすることが保有である。したが

って、企業が充分な危険準備ができない場合とか、

新製品の開発 ・新市場への進出といったような投

機的危険を冒す場合などに危険の保有が行われる。

次に、リスクファイナンシングの一手段として

転嫁を、リスクコントロールの一手段として移転

を配置しているが、これらは双方とも危険の譲渡

という府に変わりなく、事故発生前の技術操作と

してなされるものを移転といい、 事故発生後の資

金操作と してなされるものを転嫁と呼んで区別し

たにすぎない。

リスクファイナンシングに属する危険処理手段

の第4は相殺である。これは主として投機的危険

（動態的危険）の処理手段として用いられる。 そ

の 1つは商品取引所の現物相場と先物相場との価

格平行現象を利用してなされる掛繋ぎ取り引きに

みられ、価格保険とも呼ばれている。さらに、販

売曲線が反対の動きをとる2つ以上の製品を同時

に生産し、 一方の娘害を他方の利益で補てんする

という製品多角化政策もまた危険の相殺というこ

とになる。

リスクファイナンシングに属する危険処理手段

はそれぞれ重要性を持つが、リスクマネジメント

の実効性からみて、準備と転嫁がその中心的手段

となろう。

[4 リスクマネジメントサイクル

リスクマネジメントサイクルという言葉はイエ

ス、ノーで答える危険処理の手順を示す双六図の

ようなものについていわれることがあるが、その

内容からみてリ スクマネジメント サイクルという

名に1iffiしない。

ここでいうリスクマネジメントサイクルとは、

リスクマネ ジメントが経営管理の一部として営ま

れる場合の循環的過程を意味している。すなわち、

..........・E・..・s・a・m・・...・......................・・
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経営職能はその展開の過程に即して考えると、そ

れは単なる一過性のものとしてではなく循環的な

過程として理解される。経営管理は一般に計画、

組織、指導、統制という過程ないし要素から成り

立ち、それがサイクルを描いている。すなわち、

これらの4つの過程が相Eに関連しあい影響しあ

っている。つまり、 lつの過程のアウトプットは

他の過程のインプットを供給する融合的な相互関

連の下にある。そこで、リスクマネジルントサイ

クルは図 2のとおり、（1）危険処理の計画 (2）危険

処理の組織（3）危険処理の指導 (4）危険処理の統

制という過程から成り立つといわねばならない。

(1）の危険処理の計画はリスクマネジメントの方

針の確立、実施計画の設定などを意味し、リスク

マネジメントの最重要部分となる。 それは以下の

ような内容を含むものである。

図2

！？：・：・の伊川

…グ
1 危険の調査・確認

企業が置かれている経営環境を調査し、そのハ

ザードおよびリスクを把握し、分類し、確認する

ことである。 チェックリスト、財務諸表、フロー

チャートなどを用いる方法も危険の調査 ・確認の

ためのー資料となる。

2 危険の予測・測定

リスクを分析し、その性格、程度を評価 ・検討

し、企業への影響度を予測し、推定することであ

る。すなわち、各種の統計資料や会計資料を利用

して、リスクを評価し、格付けすることである。

しかし、確率分布が判明していないかぎりリスク

の測定はできず、単なる予測となる。

3 危険処理手段の選択

リスクの実態に即応した有効適切な危険処理手

段を選択すること、あるいはその選択を勧告する

ことである。危険処理手段の選択は2つ以上の手

段の組み合わせやその最善の結合に関する意志決

定を伴うものである。

4 危険処理予算の編成

選択された危険処理手段の実行に伴って支出せ

ねばならない費用を予算化することである。最小

の費用で最大の危険処理をという観点から予算の

編成を実施せねばならない。危険処理予算の編成

は危険処理計画の設定と表裏の関係にある。

5 危険処理計画の設定

危険処理の目標と方針を明確化し、その実施計

画の設定、標準手続きの決定などを行うことである。

企業全体としての、あるいは部門や経営単位ごと

の短期計画および長期計画を設定するとともに、

リスクの形態によって物的危険、人的危険、責任

危険などについても危険処理計画を設定する必要

がある。

危険処理の計画という過程の後にくるのは危険

処理の組織（化）である。すなわち、危険処理計画

に従って正しく危険処理が実施されるようにしな

ければならない。それがためには（2）の危険処理の

組織という過程が必要となる。危険処理の組織は

危険処理の組織化といっても差し支えない。 これ

は、新たに組織を作り業務分担を行うということ

だけを意味せず、既存の組織に対して危険処理手

段を執行すべくライ ンとしての業務分担、執行権

限の委設を行ったり、あるいはスタッフとしてそ

の執行上の連絡、助言、調整を行うことである。

危険の組織に続く過程は（3）の危険処理の指導で

ある。 これは組織づけられた危険処理業務が計画

の実現化に向けて動き出すようにコミュニケーシ

ョンや動機づけを行うことである。

このようにして執行された危険処理が果たして

...・・・・・・・・....・.......・・・・・................・m・
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計画どおりであったかどうかの検討が必害要となる。

そこで、危険処理の指導に続いて（4）の危険処理の

統制という過程が必要となる。危険処理の統制は

次の危険処理の計画へと循環するものであるから、

その内容は当初の計画どおりに危険処理が行われ

たかどうかの調査、およびその差異分析を行うと

いうことである。したがって、少なくとも次のよ

うな観点からの調査および差異分析が行われねば

ならない。

① 危険処理手段の選択に誤りはなかったか

② 危険処理手段の詰合わせは最善であったか

③ 危険準備としての準備金設定は危険の引き当

てとして充分であったか

④ 自家保険やキャプティブに不都合はなかったか

⑤ 予算内の費用で期待した保険保護が得られたか

⑥ 予防や防災対象は損害の拡大を防止 ・軽減す

るに充分で、あったか

⑦ 危険を保有することによって企業防衛上不都

合はなかったか

⑧最小限の費用でリスクの不利益を最小化しえ

たか

以上述べてきたようなリスクマネジメントサイ

クルに従って リスクマネジメントが実地されるこ

とが理想であるが、これはなお現実との間に相当

な距離がある。

[5 可能なリスクマネジメント

リスクマネジメントの究極的目的は企業倒産の

防止にあるとされる。企業倒産は企業危険につい

ての無知または無視に対するペナルティであるが、

アメリカでは企業倒産の原因の90%は、不良経営

(bad management ）であるといわれている。ま

た、アメリカの統計によれば、企業倒産の原因の

1.4%が災害によるものとされている。企業を倒産

に導くリスクやハザードは千差万別で、これをリ

スクマネジメン卜の手法で完全に科学的に管理す

ることは至難の技である。 また、それは必ずしも

可能ではない。それゆえ、経営管理論的 リスクマ

ネジメントは実際上実行が難しく、えてして経営

政策のなかに埋没してしまうのが普通である。

したがって、実行可能なリスクマネジメン卜は

どうしても保険管理論的リスクマネジメントとな

って しまう。ただし、保険管理だけでよいといっ

ているわけではなく、百丁古包なリスクマネジメント

は保険管理を中心としたものになってしまうとい

っているにすぎない。

可能なリスクマネジメントは（1）防災管理、（2)1呆

険管理、（3）準備金管理、（4）各部門管理内の危険対

策ということになろう。（1）の防災管理は安全管理

といってもよく、事故の発生を未然に防止し、そ

の発生頻度を減少させる予防対策と事故の拡大を

防止・軽減させ、損失規模を減少させる防護対策

に分かれる。 これが、少なくとも可能なリスクマ

ネジメントの出発点である。

(2）の保険管理は企業危険の実態に応じた合理的

な保険の購入とその事後処理を意味するが、（1）と

(3）の効率的組み合わせが重要となる。（3）の準備金

管理は自家保険やキャプティプの問題を含むこと

はいうまでもないが、転嫁困難なリスクに対する

合理的引き当て （引当金や積立金の設定）とその

事後処理が重要な問題となる。

(4）は生産・販売等の各部門管理内における日常

業務に付随する危険処理法で、たとえば品質管理

とか信用管理等のなかにみられる危険対策である。

以上、きわめておおざっぱにリスクマネジメン

トを概観してきたが、リスクマネジメントの体系

やその内容についての通説は存在しない。また、

アメリカの例をみても、必ずしもリスクマネジメ

ン 卜が経営管理のーっとして定着しているとはい

えない。リスクマネジメントという用語は先干子し

ているが、その中味は未完成である。

（かめい としあき／関西大学教授、日本リスクマネジメント

学会理事長）

覇軍鱒事事務畿畿畿鱒錦織線灘欝灘鎗鑓鶴繊磁調務事事湖沼調.....臨掴...踊...錦織鱒願鍍蟻繊鑓溜欝
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はじめに

四方を海に固まれた日本にとって、海洋は美し

い自然であり、我々の心のふるさとである。 また、

海洋は限りない幸をもたらすものとして、子々孫

々に受け継いでいかなければならない。

しかし、近年の石油需要の著しい増大に伴う原

油等の海上輸送の進展により、海洋に排出される

油の量が増大し、これを放置すれば全海洋が油に

より汚染され、取り返しのつかない事態になる可

能性がある。また、産業経済の発展と国民生活の

質的向上等に伴って、沿岸部に立地する工場から

海に排出される廃液等が増大しているとともに、

産業廃棄物および人の日常生活から排出される廃

棄物の海洋投棄が増加する傾向にあり、これらも

海洋汚染源として深刻な問題となっている。

海洋環境を保全することは、ひとり我が国だけ

の問題ではなく、世界各国の共通の課題である。

海洋汚染防止の問題は、国際的な場で種々議論さ

れ、各国ともその対策に真剣に取り組んでいる。

海洋汚染の防止に関する国際的な動きとしては、

IMCO （政府間海事協議機関）において採択された

「1954年の油による海水の汚濁の防止のための国

際条約」（その後、同条約は 3度改正されている）

がその第一歩である。

また、昭和47年 6月の国連人間環境会議で採択

された「人間環境宣言」に対応して、「廃棄物その

他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条約」

「1973年の船舶からの汚染の防止のための国際条
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約」およびその議定書(1978年）が採択されている。

他方、 1973年以来開催されている第 3次国連海

洋法会議においては、海洋汚染の防止を図るため

の沿岸国管轄権の拡大 （海洋汚染ゾーンの設定）

等の問題が取り上げられている。

我が国においては、海洋汚染防止の世論の高ま

りと国際的動向を背景に、昭和45年末のいわゆる

公害国会において海洋汚染防止法 （昭和51年 6月

の改正に伴い「海洋汚染及び海上災害の防止に関

する法律」と改称）が制定された。現在、「廃棄物

その他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する

条約」の批准と圏内法化の作業が推進されており、

また、「1973年の船舶からの汚染の防止のための国

際条約」の批准、圏内法化に対応するための準備

も進められている。

以下、我が国における海洋汚染の現状を述べる

とともに、その防止対策について述べることとする。

2 海洋汚染の現状

海洋汚染の状況を把握する指標の主なものとし

て、海洋汚染発生確認件数と廃油ボール調査が

ある。

海洋汚染発生確認件数というのは、海上保安庁

の巡視船艇または航空機により発見し、あるいは、

（財）海上保安協会の海洋汚染防止モニター制度に

より委嘱されている海洋汚染防止推進員等からの

通報により、海面に浮いている油等を確認した件

数である。



また、廃油ボール調査は、これを補うものとし

て、沖合いの一定のポイントおよび一定の海岸線

での廃油ボールの漂流および漂着の状況を把握し

たものである。

以下、これらの統計および調査結果に基づいて、

海洋汚染の現状を述べる。

図 1 海洋汚染の発生確偲件数の推移
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( 1 ) 海洋汚染発生確認件数

海上保安庁が日本の周辺海域において確認した、

最近8年間の海洋汚染発生件数は図 1のとおりで

ある。 日本の周辺海域における海洋汚染発生件数

は、昭和48年まで急激に増加してきたが、昭和48

年の2,460件をピークに減少傾向を示しており、昭

和53年においても1,437件と昭和52年に比べ、313件

約18%の減少となっている。

このように、 48年以降海洋汚染の発生確認件数

が減少傾向にあるのは、昭和45年末のいわゆる公

害国会において、海洋汚染防止法その他一連の

公害防止関係法令が整備

され、政府、地方自治体

により、これらの法令に

基づく各種の公害防止策

が講じられて、その効果

が現れてきていることに

よる。また、政府や地方

自治体の公害防止対策の

推進に呼応した形で、公

害問題に対する世論の高

まりと関係者の汚染防止

に対する意識の高揚の現

れも見逃せないといえる。
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しかしながら、汚染件数が減少傾向にあるとは

いえ、 1,437件という数は、毎日日本のどこかで4件

の海洋汚染を海上保安庁が確認しているというこ

とであり、この他に潜在しているものも相当数あ

ることが考えられ、決して少ない件数ではない。

以下、海洋汚染発生件数を海域別、種類別、排

出I原別、原因別にみることとする。

a 海域別

海洋汚染の発生状況を海域別にみると表 1、図

図 2 海洋汚染の海峻別発生殖膨件数（53年）

凡例

本州東俸

。
一，

,22~勿~ . 

防司!Olm.Io-_0, 

九州沿岸 。o

戸・・偽物
一

本州南岸

表 1 海洋汚染の海域別発生殖眠状況（対前年比較）

＝＼ご
52 年 53 年 対前年増減比

r由 赤 iロh、 r由 赤 A 口 件
油 以 t由 以 % 
外 湖l 3十 外 I朝 計 数

~t 海 道 沿 岸 74 1 76 62 1 1 64ム 12616 

本 州、｜ 東 岸 96 4 2 102 96 28 1 125 23 23 

東 思1 湾 164 3 13 180 164 3 22 189 9 5 

伊 事F 湾 104 6 35 145 83 14 31 128 6 17 612 

大 阪 湾 111 3 20 134 73 7 26 106 ゐ 28ム21

瀬戸内海（大阪湾を除く） 356 49 105 510 301 44 48 393 ム117ム23

本 チト｜ 南 岸 99 7 27 133 99 4 18 121 ム 12ム 9

九 沿 岸 143 23 17 183 79 7 15 101 ム 82。45
日 本 海 沿 岸 111 53 25 189 91 40 16 147 6 42 622 

南 西 海 域 81 14 3 98 51 7 5 63ム 35ム36

Z口λ 3十 1,339 163 248 l, 750 1,099 155 183 1,437 6313 ム18
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2のとおりである。

図 2は発生件数の多少を円の大きさで表したも

のであり、これにより、日本の周辺海域における

海洋汚染は、東京湾、伊勢湾、大阪湾、瀬戸内海

のように、いわゆる大都市および臨海工業地帯を

背後に控え、船舶交通のふくそうする海域で多く

発生していることがわかる。昭和53年においては、

東京湾189件、伊勢湾128件、大阪湾106件、瀬戸内海

393件と、これらの海域で全体の57%を占めている。

これらの汚染多発海域では、海上保安庁が、特に

監視取り締まりを強化していることもあって、海

洋汚染発生件数は年々減少している。 しかし、他

の海域においては、必ずしも減少しているとはい

えないところもあり、日本の周辺海域における海

洋汚染は、年々、広域化しているということがで

きる。

b 種類別

昭和53年の海洋汚染発生件数を図 1により種類

別にみると、油 （タンカーの荷役中の貨物油、補

給中の燃料油、ビルジ取り扱い作業中のピルジ等

が多い）によるものが圧倒的に多くし099件と全体

の76%を占めている。 しかし、油による汚染は年

々着実に減少している。

泊以外によるものと赤潮によるものは、ほぽ横

ばい状態を示している。

なお、陸上発生の廃棄物の処理については、 一

般的に埋め立て処分を原則としており、やむを得な

い場合に、例外的に海洋投入処分をするという考

え方になっている。 しかし、最近、廃棄物の埋め

立て処分地の確保がだんだん困難となっており、そ

の結果として、海洋への不法投棄が多発するので

はないかと懸念されているところである。

c 排出源別

海洋汚染の発生確認件数を排出源別にみると図

3のとおりで、船舶によるものが717件で最も多く

全体の57.2%を占めている。このほか、陸上から

のもの183件14.6%、排出源不明のもの353件28.1

%となっている。

商会舶による もののうち、そのほとんどが泊によ

るもので、全体の55.9%となっている。排出源不

明のものは泊によるものが大部分であり、また、

発見場所や浮流状態などからみて船舶によるもの

44 

図3 海洋汚染の排出源別発生確11&状況（赤潮を除く）

乙16(I. 3) 
と推定されるものが相当あり、海洋汚染の大半は

荷台舶から排出される油によるものといえる。

さらに、船舶による汚染を船舶の種類別にみる

と、貨物船334件（46%）、漁船185件 （26%）、タ ン

カ－92件（13%にその他106件 （15%）となって

いる。

d 原因別

海洋汚染の原因別発生確認件数は図 4のとおり

である。

原因が判明しているもの881件についてみると、

燃料補給作業等におけるパルプ操作の誤りなど器

具類の取り扱い不注意によるもの、すなわち、過

失によるものが最も多く、396件と全体の32%を占

め、次いで故意に排出したものが283件 （23%）、

海難によるもの158件（13%）、タンク等の破損によ

るもの41件 （3 %） となっている。

故意過失による人為的原因によるものは、原因

の判明しているもののうち、77%を占めている。

図4 海洋汚染（赤潮を除く）の原因別発生確11&件数（53年）

）内は%を示す



海難やタンク等の破損によるものは、故意過失

によるものと比較して、件数的には少ないが、い

ったん事故が発生すると大被害が生じる恐れがあ

るため、充分注意をする必要がある。

(2）廃油ボールの漂流・漂着状況

廃油ボールとは、タール状あるいは国型状の油

塊であり、その生成原因は、主として外航タンカ

ーが南シナ海等の、いわゆるタンカールートにお

いて排出するダーティーパラスト水、タンククリ

ーニング水、スラッジ等の油性混合物の中に含ま

れる油分が黒潮にのって北上する聞に凝固するこ

とによるものと考えられている。

廃油ボールが海洋汚染源として注目されるよう

になったのは、昭和40年代前半からであり、我が

国の産業経済の発展に伴う原油輸送量の増加とと

もに、廃油ボールの漂流・漂着も多くなり、漁場、

海岸、海水浴場等に大きな被害を与えるようにな

った。

海上保安庁では、昭和46年 6月から廃油ボール

の漂流・漂着状況の調査を行ってきたが、昭和50

年 6月からはIGOSS (WMO〔世界気象機構〕と

roe〔政府間海洋学委員会〕が共同で進めている、

水温 ・塩分 ・海流等に関する国際的な海洋情報シ

ステム）の油汚染監視パイロットプロジェクトに

参加したことに伴い、国際的に統ーされた観測手

法に基づいて廃油ボールの調査を実施している。

廃油ボール調査は、沖合い定線における漂流廃

油ボール調査 （毎月 1回、巡視船艇により、 15定

線上の45定点および南方定点において、表層海面

から漂流廃油ボールを採取し、重量 ・形状等を計

il!ljする）と、沿岸定点における漂着廃油ボール調査

（毎月 l回 2日間にわたって、我が国沿岸の27か

所に設定した調査区域内に漂着した廃油ボールを

採取し、重量 ・形状等を計測する）がある。

昭和53年の調査結果をみると、漂流廃油ボール

の平均油塊採取量（定線ごとの総採取重量の調査

実施回数に対する割合）および漂着廃油ボールの

総採取重量は、全体として昭和52年より減少して

おり、経年的にも減少傾向にあるものと推定され

る。 しかし、油塊採取率 （定線ごとの油塊採取回

数の調査実施回数に対する割合）は、昭和52年に

比べて漂着廃油ボールでは減少しているものの、
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漂流廃油ボールでは横ばい状態にある。

我が国の周辺海域における廃油ボールによる海

洋汚染の状況を海域別にみると次のとおりである。

(1) 南西諸島への漂着廃油ボールは、量的には減

少傾向にあるものの、依然として量も多く、率

も．高い

(2）沖縄本島から伊豆諸島に至る黒潮流域および

その南側海域には、常時廃油ボールが存在する

と推定される

(3) 日本海および日本海沿岸ならびに九州北西岸

には、局地的ではあるが廃油ボールの漂流また

は漂着が量的に多い定点があること

(4）経年的にみて、漂流廃油ボールでは経ケ岬沖

および樺島沖定線、漂着廃油ボールでは五川目

海岸、鳥帽子埼海燥、米須海岸および白保海岸

で増加の傾向がみられる

以上のことから、従来から廃油ボールによる汚

染の著しい南西海域、沖縄本島から伊豆諸島に至

る黒潮流域およびその南側海域とともに、近年汚

染が進行していると推定される日本海、九州北西

海域および三陸沖海域についても、その推移を見

守る必要がある。

3 海洋汚染の防止対策

(1) 監視取り締まりの現状

海上保安庁は、我が国周辺海域における船舶あ

るいは陸上からの油 ・廃棄物の排出、臨海工場か

らの排出水の監視取り締まりを行い、海洋環境の

保全に努めている。

海上保安庁が昭和53年に送致した海上公害関係

法令違反は、1,931件で昭和52年と比べて50件約 3

%減少した（表 2）。 このうち、池・廃棄物の排出等

の海洋汚染に直接結ひ・ついた実質犯は1,649件と、

52年と比べて 207件約14%増加した。 これは海洋

汚染確認件数自体が減少しているなかでの成果で

あり、効果的な取り締まりの実施と、海洋汚染防

止に対する意識の高まり等による情報提供に対す

る民聞からの協力によるものである。

法令別の送致件数は、海洋汚染および海上災害

の防止に関する法律違反が最も多く、 1,274件と

約66%を占め、次いで、廃棄物の処理および清掃
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表2 海上公害関係法令違反送致状況（対前年比較）

よぐ
送致件数 対前年増減比

年80%前後を占めている。

過失によるものは、 r由の
取り扱い作業等に関する

基本的知識の欠如や初歩

自句なミスによるものカf多

く、故意排出によるもの

は、海洋汚染の防止に対

する認識の欠如によるも

のであり、これらをなく

すためには、結局は、関

係者が海洋汚染を防止す

るという自覚と法令を遵

守するという意識を持つ

ことが必要である。

述 反 司1 項
52年

船舶からの油排出禁止規定違反 498 

船舶からの廃棄物排出禁止規定逃反 86 

廃船の規制違反 190 

海洋汚染及び海上
ビルジ排出防止装置設置義務違反 40 

災害の防止に闘す

る法律 油湖防防止管規理者不選義任 12 油濁止程制定務違反

油記録荷軍備付・記載・保管義務途反 434 

その他の条項 48 

2十 1,308 

水質汚濁防止法 排出水の排出制限i主反等 14 

廃棄物の処血法及律び
il'l怖に関する 廃棄物の投棄祭止規定違反等 414 

港 目リ 法 廃r由を棄てる等水路保全規定it.l反 232 

都漁業道制鰐府規制県 水産量漏的純物に有止警規な定iも童のの遺棄またはせっ紫 反 9 

その他 の 法令 漁港法等違反 4 

メu入 3十 1, 981 

に関する法律違反が491件約25% 、港則法違反が

149件約 8% 、水質汚濁防止法違反が14件となって

いる。

53年における送致件数で、前年と比べて減少し

たのは、海洋汚染および海上災害の防止に関する

法律違反、港則法違反等であり、増加したのは、

廃棄物の処理および清掃に関する法律違反で

ある。

海洋汚染の事犯は、広大な海域で行われるため

その発見が容易でなく、また、排出された池等と

船舶の関係を把握することが困難なため、効果的

な取り締まりを行う必要がある。このため、巡視

船艇と航空機を効率的に運用して、船舶あるいは

陸上からの油や廃棄物・工場排水などの不法排出

に対し、海空連携の民視取り締まりを強力に実施

している。

しかし、最近においては夜陰に乗じて油 ・廃棄

物を排出したり、隠し排水口を設けて規制値に適

合しない排出水を計画的に排出するなど、監視の

目を免れるための手口がますます巧妙になり、か

っ潜在化する傾向がある。こうした事犯には、情

報収集活動を積極的に行うとともに、航空機や夜

間監視装置を活用する等により対処している。

(2) 防止指導

海洋汚染の発生原因は、器具類の取り扱い不注

意等の過失によるものと故意排出によるものが例

46 

53年 件数 % 

593 95 19 

39 ム 47 ム 55

357 167 88 

32 6 8 ム 20

6 ム 6 6 50 

206 ム228 6 53 

41 ム 7 ゐ 15

1,274 6 34 ム 3

14 。 。
490 76 18 

149 ム 83 ム 36

ム 8 ム 89

3 ム l ム 25 このため、海上保安庁

は、（社）日本海難防止協

会、（財）海上保安協会等の関係機関の協力を得て、

あらゆる機会を通じて、海洋汚染防止思想、の普及、

知識 ・技能の向上、関係法令の周知徹底を図って

1,931 6 50 ム 3

いる。

(3) 外国船舶による海上汚染防止対策

船舶からの海洋汚染発生確認件数717件のうち、

外国船舶によるものは昭和53年で 192件と約27%

を占める。入港隻数に対する汚染発生確認件数の

割合でみると、外国船舶は日本船舶の 6倍以上で

あり、また、大型船（3,000総t以上）による汚染

件数でみると、外国船般によるものは、175件のう

ち144件と全体の82%を占める。

外国船舶による海洋汚染が多発している原因と

しては、海洋汚染防止に対する意識の違い、日本

の関係法令の理解の不徹底、言語の相違による意

思疎通の欠如等が挙げられる。

このため、海上保安庁では、海洋汚染防止に関

する外国語パンフレットの配付、船舶漏油事故防

止推進期間において、外国船舶に漏油事故防止対

策を個別に指導する等を行っている。

また、外国船舶による海洋汚染のうち、領海外

のものは、我が国の法令の適用はできないが、油

によるものは「1954年の油による海水の汚濁の防

止のための国際条約」の規定に基づいて、旗国通

報を行っている。

（とこい けん／海上保安庁讐備救雛苦JI)
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アコースティックヱミッション
によるタンクの惨町

1 ・ 佐々木弘明

はじめに

昭和49年12月岡山県水島で発生した石油タ ンク

からの油流出事故以来、軟弱地盤上に造られた石

油タ ンクの安全性に対して高い関心が払われてき

た。 また、昭和53年 6月宮城県沖地袋の際、 仙台

で発生した石油タンクの破損事故では、石油タ ン

クの構造強度の耐震性が問題になった。一方、都

市ガス貯蔵用の球形タンクやLN G用貯蔵タンク

などの巨大タンク構造物に対しても、前者につい

ては製作時の耐圧試験中に破損した例が報告され、

後者については極低温での使用のために低温せ’い

性削れの危ぐがあり、構造上の健全性を確保する

ことが、防災上大きな課題である。

AE法は、アコースティックエミッション（Acou-

stic Emission ）、すなわち、国体が塑性変形また

は破壊する際に、それまで蓄えられた歪エネルギ

ーが解放されて弾性波が生じる現象を利用する比

較的新しい非破境検査法であり、固体材料や構造

物の診断を行う一種の聴診器の役割をするもので

ある。他のほとんどすべての非破壊検査法が 「過

去」 に形成された 「静的」な欠陥を 「局所的」に

調べる 「能動的」な技法であるのに対して、 AE 

法は 「現在」起こりつつある「動的」な欠陥を 「大

局的に調べることができる「受動的」な技法であ

る。すなわち、 AE法の特長として、

(1）応力が作用している状態での非破壊検査法で

あり、材料欠陥の発生の検出やその進展状況の

連続監視ができる

(2）検出感度がきわめて高く、微視的な材料欠陥

に対して敏感である

(3）構造材内部の欠陥に対して体積検査ができ、

しかも地震の震源地の推定法と同様の方法で、

欠陥の位置を標定できる

(4) A E信号検出絡を被検体に取り付けるだけで

遠隔計測が行えるので、接近性の悪い箇所にも

適用できる

(5) 比較的簡便で省力化が進められた非破壊検査

法であるうえに、構造欠陥の探査や材質劣化の

診断がリ アルタイ ムに行える

などが挙げられる。 したがって、石油タンク等の

タンク構造物にAE計測システムを適用すれば、

耐圧試験時や地震時等に異常な応力が負荷されて、

されつやjlfljれが発生進展して破壊に至るような危

険な事態を、構造物自体が出すAE信号によって

察知できるので、安全監視や防災上から注目され

始めた。

以下、このようなAE法を利用して、石油タン

ク、都市ガスタンク、 LN Gタンク等のタンク構

造物の健全性を診断することを目的にして、 AE 

法の一般的な計iltll技術、健全性診断方法、タンク

診断への適用等について述べる。

2 A E計測技術

A E計測技術は、本来、聴診技術であり、構造

物から発生するAE信号の音色を耳港、き分けて、構

造健全性を診断する。 もっとも、現在のところA
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E法で取り扱う周波数領域はlOOKHzから 1MHz 

までの超音波領域であり、構造物が発する音を人

間の耳で直接聞くことはできない。

A E信号の検出には、 Pz T 〔ジルコン酸チタ
ン酸鉛：（PbZr,Ti,_ ,)Oa〕セラミック圧電素子が

高感度なので多く使われている。この圧電素子を

内蔵した変換子を被験体の表面に取り付け、弾性

波と して伝ばしてきたAE信号を検出して電気信

号に変換する。この電気信号は通常 lmV以下の

微弱なものである上、種々の環境雑音を含んでい

るので、バンドパスフィルタを用いて高域および

低域の環境雑音を除去し、プリア ンプとメイ ンア

ンプで信号を増幅する。

このようにして増幅されたAE信号の波形は、

急しゅんな立ち上がりと包絡線が指数関数的な立

ち下がりのイパルス状をしており、こうしたさま

ざまの振幅のAE信号が時間的にランダムに発生

するのが特徴的である。信号波形は、伝ぱ媒質や

発生源からの距離によって変化するが、通常立ち

上がり時聞が数lQμs以下、立ち下がり時間が数100

μsから数msであり、環境雑音 とはかなり形状が異

なっている。

A E信号の発生源としては、金属の場合には（1)

塑性変形、（2）相変態、（3）双品変形、（4）亀裂と曾ljれ

等があり 、その他に（5）亀裂破面の摩擦、（6）酸化物

や腐食生成物の破砕 ・はく離、（7）スラッグの符ljれ

等も AEの起因となり得る。AEの定義である歪

エネルギーの解放によるものに限らないが、 信号

が同様にインパルス状であるため、観察される信

図1 リングダウン計数法と 図2 A E振幅分布
事象骨十数法

10000 

州~メイ…出力
1000 

事象 100 
数

リングダウン計数
ノfjレス

E象計数パルス（1)

10 

ー〆：＿_ ＿：，，，＿ミーーしきし、m
--' 、～ー包絡線検波出力

10 100 
振幅比

“ 

号波形上で発生源を区別するのは困難である。

A E計測によって、「どのようなエネルギーのA

E信号が、いつ、どこで、どのような頻度で発生

しているか」という情報が得られるが、そのため

には、メイ ンアンプからの出力信号に適切な信号

処理を砲し、

(1) 波形によるAE信号の悶定

(2）複数個の変換子への相対的な信号到達時間差

を用いたAE発生源の位置標定

(3) A E信号の発生頻度とエネルギ一分布

についてデータ解析を行う。

A E信号の相対的な到達時間差は、環境雑音の

空間的除去 にと っても有効なパラメ ータである。

A E信号の発生頻度の計算方法としては、図 1に

示すよう にリ ングダウン計数法と事象計数法とが

ある。前者はあるしきい値を設定し、それを越え

たメインアンプの出力波形の回数をすべて数える

方式であり、大振幅の信号ほど計数量が多くなる。

後者は 1事象 lパルスと して数える方式で、 AE 

信号が入力し、最初のリングダウンパルス lf闘が

発生した後一定時間ゲート を閉じて計数しない方

法と AE信号の包絡線検波波形を用いる方法とが

ある。

A E信号の発生頻度とエネルギー情報とを合わ

せてAE活動度で表すこととし、これを求める統

計的な方法に、図 2に示すようなAE振幅分布が

ある。ある測定時間内に発生したAE信号につい

て、 1事象ごとの最大振幅とその振幅を持つ事象

数との関係を表すものである。信号処理方法とし

1000国 姐
10000 

＼ 
1000 

事象 100 
象 10
数 数

, L •'> 10 

0.1 
10 100 10 100 
振幅比 振幅比

一一「---i_一一一一一事制十数パルス（2) (a）溶接割れのAE (b）塑性変形時のAE (c）ピンホール漏水音
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ては、包絡線検波信号の最大振幅に比例した波高

値をもっピークパルスを発生させ、これを波高分

析することにより、振幅分布を求めることができ

る。 AE信号の場合、地震波と同様、振幅は指数

則分布、すなわち両対数表示で負こう配の直線分

布となる。 この点で環境雑音とまったく異なる。

直線のこう配は害ljれの進展時には小さく、塑性変

形時には高いことが知られている。つまり、割れ

の進展時には、振幅の大き いAEが発生する。

A E振幅分布から振幅の2乗和としての総エネ

ルギ一、それを事象総数で割った平均事象エネル

ギ一等のAE活動度パラメータが求まる。

3 A E法による構造物の健全性

診断方法

団体材料のAE特性は、材料の種類 ・物性、ま

た材料中に内在する諸欠陥の種類や量等の内的条

件、および外力や温度、雰囲気等の外的条件に著

しく敏感である。タンク構造物の場合でも、石油

タンクは軟鋼、ガスタンクは高張力鋼、 LN Gタ

ンクでは 9%Ni鋼やアル ミニウム合金と材質が

異なる上に、使用温度や内蔵物には相違があり、

A E特性も相異なる。

タンク構造物も含めて一般の構造物が受ける損

傷モードは、疲労、ぜい性不安定破壊、過大変形、

応力腐食割れ、溶接遅れ筈ljれ等多岐にわたってい

るが、このような損傷過程で生じる基本的なAE 

特性をモデル構造物試験や材料試験で充分集積し

ておくことによって、実構造物の適切な診断が行

えるようになる。

前節に述べたAE計測技術から得られる情報、

すなわち、

(1）信号波形 （周波数成分） :A E発生源の微視

的 ・局所的な変形 ・破壊現象のエネルギーや持

続時間の情報を持つ

(2）信号到達時間差と位置標定：損傷域の位置を

直接示す

(3）標定位置別のAE信号の発生頻度と振幅分布

：変形・岐壊現象の動的な挙動を示す
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を基にして、健全性診断をするわけである。

上記3種のAE 情報のうち、（1）の波形と（2）の到

達時間差は、いずれもAE信号を環境雑音から弁

別するのに利用される。すなわち、 AE信号はそ

の波形が種々の環境雑音 と大きな相違点があるの

で、増幅された各種信号のなかからAE信号を選

別し同定することは比較的容易である。また、こ

のように雑音から選別されたAE信号は到達時間

差を用いれば、空間的な位置の弁別を受けること

ができ、特定の監視域からのAE信号のみを取り

出すことができる。 なお、タ ンク構造物のように

広域の探傷被検部を有する場合には、 AE法以外

の非破壊検査法では一時に局所的な検査しかでき

ないので、入手や検査時間の問題があるのに対し

て、 AE法を併用することにより、危険度の高い

進展性の欠陥が耐圧試験時に見い出せるので、そ

の箇所だけを他の非破壊検査法で詳細に検査すれ

ばよく、重要欠陥の見損じが避けられるばかりで

なく、検査の省力化と低コスト化につながる。

波形と位置襟定による弁別作用を受けたAE信

号の発生頻度と振幅分布に関する（3）の情報は、構

造健全性の診断にとって最も重要なものである。

特に利用価値の高いものは統計的なAE活動度を

表す振幅分布である。振幅分布の形状は、 一般に

f(X)=CX m の形の指数則分布をし、両対数表示

をした時、 塑性変形過程ではこう配mが比較的高

い直線分布を示 すが、より変形が進んで加工硬化

してくるとその直線こう配は徐々に高くなる。 そ

れに対し、材質がぜい弱化したり材料欠陥を含む

ような場合には直線こう配が低下する。 したがっ

て、 AE振幅分布の形状を調べることによって、

変形性のAEか割れ性のAEかを判定することが

可能である。 また、流体雑音や機械的雑音、電気

的雑音等の振幅分布は両対数表示で直線分布、す

なわち指数則分布にならないのが普通で、 AE信

号か環境雑音かの判断も振幅分布の形状から行う

ことができる。

指数則分布の場合の実用上の大きな利点は、指

数 mが変換子の感度等の計測l条件や歪速度のよう

な外部応力条件の影響を直接受けずに、材料自身

49 



’80予防時報120

の内的な性質だけに依存することである。 たとえ

ば、耐圧試験への適用時に圧力負荷速度に変動が

あっても、材料の損傷モードに変化がなければ、

A E振幅分布の形状は変化しないで、両対数表示

のグラフ上では縦軸方向に平行移動するにすぎな

い。 また、連続監視への適用時に、地震や機械振

動等で負荷応力の変動が生じると、その際のAE 

振幅分布から、材料の損傷状態が評価できる。 な

お、指数m は既述の平均事象エネルギーと 1対 1

に対応しているので、後者の測定によっても、同

様の健全性診断が行える。

AE  振幅分布は、ある限られた測定時間におけ

るAE活動度の統計的な評価を行うものであるが、

このようなAE活動度が、応力負荷条件の変化や

材質劣化の進行に伴って、時間的にどのように変

化していくかを調べることも、構造健全性診断に

とって重要な項目である。一時的にAE活動度が

高くなり、危険状態の指示が出ても、その後応力

緩和により割れの進展が停止したり、加工硬化で

変形が収まったりする場合にはAE活動度は低下

することになる。

このようなAE活動度の時間的変化をみる際に、

A Eの発生性状にカイザー効果と呼ばれる非可逆

的な性質があることが、大きな利用度を持つこと

になる。カイザー効果は、「ある試験体に応力履歴

がある場合に、以前に加えられた最大応力に到達

するまでほとんどAEが発生しない現象」と定義

され、その発見者にちなんで名付けられた重要な

A E特性である。カイザー効果は、塑性変形に起

因するAE に対しては明瞭に現れるが、破壊に起

因するAEに対してはしばしば不明瞭になる。特

に、進展しつつある割れが存在したり、熱処理等

で材料の内部組織が変化したりする場合では、カ

イザー効果は不明瞭になるか消失する。 したがっ

て、カイザー効果の存否を調べることによ って、

進展性の欠陥の存否や組織変化の有無の判定がで

きる。

以上述べてきたように、 AE法による構造物の

健全性診断は、

(1) 波形と周波数によるAE信号の同定
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(2）到達時間差からの信号源の位置標定とその集

中度

(3）集中的に発生している筒所からのAE信号の

振幅分布によるAE活動度の評価

(4) カイザー効果に着目したAE活動度の時間的

変化の追跡

という過程を踏んで行うことになる。

4 タンク診断への適用

タンク構造物の健全性診断を行うためのAE法

の適用方向の代表例として、（1）建設時の耐庄試験、

(2）使用開始後における定期検査の｜療に行われる耐

圧試験、および（3）連続監視、の3例を挙げること

ができる。

タンク構造物の建設時には溶接が多用されるた

め、脇工過程で溶接欠陥が導入される機会も多く、

非破壊検査により健全性を確認する必要があるが、

構造物が大型になると綿密な検査の及ばない箇所

や接近性の悪い箇所も生じてくる。 また、通常実

施されている非破壊検査法では検出されない程度

の微細な欠陥でも割れに発展する可能性がある。

このため、使用に入る前に耐圧試験が行われるが、

その際にAE法を適用すれば、上記の有害欠陥を

探査すると同時に、耐圧試験中にタンクが破壊す

るといった不測の事故を監筏し未然、に防ぐことが

できる。特に、ガスタンクの空気圧試験の場合に

A E法の有用性が高く評価され、現在多くの適用

例が見られ、 一部はすでに商業ベースで実用化さ

れている。

耐圧試験に適用されるAE法による診断方法で、

最大試験圧力に保持されるまでにAEの発生がな

ければ進展性の有害欠陥はないと考えるが、それ

以前に AEが多発する箇所があれば、耐圧試験を

中断して他の非破壊検査法によって再確認を行う

か、もし必要であれば補修して、所期性能を確認

する。一般に、このような建設時耐圧試験の場合

には、処女負荷がかかるため、局所的な応力集中

による塑性変形の外に、表面酸化物のはく離、不

安定な接合部の摩擦等によって、多数のAEが観



察されることが多い。 しかし、通常このようなA

Eは明瞭にカイザー効果を示すので、進展性の欠

陥ではないことがわかる。

定期検査時の耐圧試験にAE法を適用する際に

は、カイザー効果の利用が基礎となる。建設時の

耐圧試験を通って使用されてきた構造物では、新

たな欠陥の発生や進展がない限り、同一の試験圧

方を負荷しても、 AEの発生はカイザー効果によ

り観測されない。しかし、長い使用期間中には初

期の構造健全性は経年劣化や腐食のために低下す

ることが予想され、その場合にはカイザー効果の

消失が起こり、 AEの発生が観測されることにな

る。AEの発生起因として、酸化物や腐食生成物

のはく離や破砕のような2次起因による振幅の比

較的大きなAE信号が卓越することもあり得るが

これらを用いても、前述の診断方法を適用し、構

造健全性の評価ができる。

構造物の健全性を常時監視しておき、害IJれの発

生や進展があれば、それをただちに把握して適切

な処置を行うという連続監視へのAE法の適用方

向は、原子力や化学プラントの重要な構造物に対

して現在研究開発が進められており、安全性確保

の上から有望視されている。 しかし、タンク構造

物の場合には、連続監視の労力と経費の点でこの

ような適用方向は問題である。したがって、タン

ク楠造物の連続監視を行う可能性について、従来

の利用法とは多少観点を変えなければならない。

連続監視の際、 AE活動度が高くなるのは、応

力負荷の変動時、タンク構造物の場合、石油等内

蔵物の出し入れ時や地震時であろう。AE活動度

は負荷応力とともに負荷速度に強く依存するが、

負荷応力が大きい場合でも負荷速度が避ければA

E活動度は低い。また、進展性の割れが発生しカ

イザー効果が崩れた場合には、 AE活動度はその

進展速度によって影響されるが、実用状況下では

低速度のために割れの進展に伴う AEの検出は容

易でない。 したがって、連続監視の際にAE 信号

が観察されるのは地震時等の急速な負荷変動時で

あり、この時にAE振幅分布等で構造健全性の診

断を行うことができる。
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以上のことから、タ ンク構造物の診断法として

積極的に地震を利用することが考えられる。我が

国では大小さまざまな地袋が多発しているので、

頻発する小地震の震動を利用してタ ンク構造物の

健全性を診断しておき、大地震の発生時における

その安全性 あるいはどの程度の危険度にあるか

を事前に評価して適切な対策をとる、という AE 

法の適用方向があろう。

5 結び

水島の事故の例で明らかなように、タンク構造

物は万一大きな事故を起こした時には、社会が受

ける被害もまた甚大なものがあり、その安全性の

確保には万全を期さねばならない。安全性に関す

る問題のなかで特に緊要なのは、 仙台の事故にみ

られるように地震対策であろう。地震による被害

を最小限にとどめるためには、地震発生後の事後

処置はもちろんのこと、タ ンク構造物の危険度の

評価、 r波壊予知等の事前対策も劣らず重要である

と

A E法は、その工業的応用が米国で試みられて

からすでに10数年がたち、多チャンネルAE計調lj

システムにみられるAE計測l技術の確立、 AE現

象に関する基本的な理解や基礎データの集積等、

内外の精力的な研究開発は 近年目覚ましいもの

がある。我が国では、日本高圧力技術協会AE委

員会が中心となってAE研究の情報交換活動が持

たれており、そのワーキンググループ活動として、

圧力容探やタンク構造物を対象とした各種AE試

験も実地され、実用化を目標とした参照データの

蓄積が図られている。 また、 AE法による耐圧試

験方法に関する日本非破壊検査協会規格も本年設

定された。

今後各種材料 ・構造等に関するAE特性の基礎

研究、 AE計調I］技術、 AE法の適用実績の集積等

がさらに進んで、 AE法による構造健全性の診断

技術が発展確立することにより、タンク構造物の

安全性が確保されることを期待したい。

（ささき ひろあき／消防庁消防研究所）
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LPガスの
事故と安全

L Pガスは我が国のエネルギー源の主要な役割

を占めており、その取り扱いの簡便性、効率性、

清浄性およひ’経済性などの特性により国民生活に

密着し、家庭業務用として利用される一方、工業

用、自動車燃料用、化学原料としてその需要は一

層増加の傾向を示している。昨年4月に石油審議

会の策定した昭和54～58年度の需給計画によると、

L Pガスの需要量は、54年度が1,392万 tに対して

58年度はし727万tとされており、そのなかで家庭

用は54年度553万t、58年度629万tとなっている。

また、全国のLPガス消費世帯は約 2,000万世帯

に達している。一方、これに伴う家庭業務用消費

に関する事故は年間数百件に及んでいる。

保安体制強化のため、昭和53年 7月に 「液化石

油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法

律」が改正され、昭和54年 4月から施行された。

また、昭和53年 7月から 3か年計画による「液化

石油ガス設備保安総点検事業」が実施中で、この間

にLPガス販売店または保安センターによる全消

費家庭のLPガス設備の点検が行われ、同時に改善

を呼びかけることになっている。ほぽ横ぱいでき

褒 1 L Pガスの組成

名 林
プロパンおよUプロビ エタンおよびエチレ プタジエンの含荷車
レノの合計量の含有車 ンの合計量の含有率

い号液化石油ガス 80パーセント以上 5パーセント以下 0.5パーセント以下

ろ号液化石油ガス
601（ーセント＞：.lI: 

5パーセント以下 0.5パーセント以下
80パセント未満

は号液化石油ガス 60パーセント未満 5パセント以下 0.5パーセント以下

備考 l 圧力は 溢l!l'40℃において15.6kg/c＂以下 とする。
2 含有率は、モル比によるものとする。
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た事故件数が昭和53年に減少がみられ、総点検の

効果ともみられたが、最近でも千葉市幕張の事故

に代表される大きな事故が後を絶たず、事故防止

対策の一層の強化が必要とされる。

L Pガスとは

L Pガスは LiquefiedPetroleum Gas （液化石油

ガス）の略称で炭素数 3および4の炭化水素、す

なわちプロパン、プロピレン、ブタン、ブチレ ン

等よりなる。家庭用の場合主成分がプロパンであ

ることから、一般にはプロパンガスとも呼ばれてい

る。法律に規定されているLPガスの組成は表l

のとおりである。現在流通している家庭業務用の

L Pガスは、ほとんどがイ号である。

L Pガス成分である炭素数3、4の炭化水素の

物理化学的性質は表2のとおりであり、主なる特

長には次のようなものがある。

(1) 液体のLPガスは水より軽く、プロパンでは

比重は約0.5であり、気体の場合に空気より 重く

ガス比重は1.5-2である

(2） 液体のプロパンが気化すると容積は約 250倍

となる

(3) L Pガスの燃焼に必要な理論空気量はプロパ

ンで24倍、ブタン31倍と多量の空気を必要とする

なお、純粋なLPガスは無臭であるが、容器に

充てんして販売する場合は容量 1/200でにおいを

感知できるよう着臭されており、また、一般家庭で



表2 L Pガス成分の物理化学的性質

＼ ＼  プロ 1- プロn-

パン ブタン ブタン ピレン

分 子 式 C,H, c .H IO c .H IO C,H, 

分 子 量 09 58.12 58.12 42.08 

ガス密度 kg/m' 0・c
1 atm 2.0200 2.5985 1. 9149 

ガス比重 o・c 1 
空気＝ I

1.520 2.0098 1.481 

※ ※ 事正 司量

液／密t度 0°C I a臥t 0.5282 0.6011 0.5812 0.5464 
※ ※ 音量 ※ 

kg 20・C I atm 0.50白 0.5788 0.5572 o. 5139 

蒸気圧 atm 
o・c 4.7 1.03 1.60 5.9 

（絶対） 2o・c 8.4 2 .10 2. 95 9.8 

沸 占会 o・c 1 atm 42.07 -0 50 11. 73 47.70 

臨界温度 ・c 96.81 152. 01 134. 98 91.9 
臨界圧力 at町】 42 .01 37.46 36.00 45 .4 
臨界密度 kg/e 0.220 0.228 0.221 0.233 

蒸発j替熱 kcal/kg 101.8 92.09 87 .56 104 .6 
｛沸点）

発熱量 （ガス） 1 atm 12034 11832 11797 11692 kcal/kg, 25℃ 

｜上限 9 .5 8 .5 10.3 
燃焼範囲 （%） ｜

下限 2.2 1.9 2.4 

表3 LPガス事故 （消費先）

49 50 51 52 53 

368 1 540 497 581 638 543 

74 40 65 56 71 

I 389 I 679 543 523 684 619 
由。＇） (I刀 (I曲 。曲 (13) (17) 

傷者の欄（ ）は中毒者の数（外数）を示す。

表4 原因別分類

年
48 49 50 51 52 53 

原因別分傾城目

消費者の不注意によるもの （対

a策としては消費者啓穫が主体で
あるが販売店の指導によっては

292 352 357 435 436 408 

何割か防げるもの）

消費者の不注意も関係している
bが販売店の保守サ ビスが徹底 29 50 27 49 41 16 
していれば防げたと。思われるもの

販売店の処置に欠陥があったも
の （対策としては販売店の質の
c向上、これに対する監督の強化 8 28 22 15 20 21 

が必要なもの）

器具の欠陥が直接的原因となっ
dたむの（販売店による内検および
器具の性能町向上により防止で

。 7 5 6 1 

きるもの）

eそ の 他 22 55 32 20 60 32 

f不 明 17 48 54 56 79 65 

3十 368 540 497 581 637 543 
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プチレン Lプテン）

のLPガス燃焼器具では、

供給圧力が水柱で 200～

330mmと規定されており、

出口圧力230-330mmの調

整器を通じて供給されて

cis-2 trans-
トブテンープテン 2－ブテンドブテン

C, Ha 

56.10 

2.503 

1.936 

※ 

0. 6190 
※ 

0.5951 

6.26 

146.4 
39.7 
0.238 

93 .36 

11577 

9.3 

1.6 

C,H, C,H, 

※ ※ 

0. 6213 0.6042 

3. 72 0.88 

155 
41 
0.238 

99.46 96.94 

11547 11529 

C,H, 

音量

0.5942 

1.3 

2.5 

-6 90 

144. 73 
39.45 
0.234 

94.22 

11505 

いる。

L Pガスと都市ガスと

の区別は必ずしも成分の

違いではなく、 70戸以上

に供給する場合は簡易ガ

スとしてガス事業法の適

用を受ける。すなわち、

都市ガスの範囲に入り、

また都市ガスのなかには

ブタン 空気混合ガスも

用いられている。

2 LPガスの

事故統計

昭和48年～53年の 6年間の L Pガス事故の状況

は、通産省の火薬類高圧ガス取締月報によると、

表 3のとおりである（自殺等の故意による事故を

褒5 場所別分類

よトご 48 49 50 51 52 53 f蔚 考

一 般家庭 159 255 315 325 308 248 

アパート 69 147 108 135 162 133 るものを除く

浴 室 内 47 20 2 12 41 51 

旅 自官 7 8 3 8 10 3 

飲 食 店 36 62 36 58 72 69 

学 校 5 2 。 3 5 2 

病 院 1 。 3 I 2 。

工 士』占 15 8 4 8 3 6 

事務 所 7 12 7 15 18 8 

その他業務用 22 26 19 16 16 23 

3十 368 540 497 581 637 543 

表6 現象別分類

t品玄＼＼～ご 48 49 50 51 52 53 

引火 ・火災 345 520 483 557 618 525 

中 議 11 10 8 12 8 10 
浴室中・議 12 8 4 12 11 8 
引火容器破裂 。 2 2 。 。 。

3十 368 540 497 581 637 543 
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除く）。

原因別、場所別、現象別の分類は表4－表6の

とおりである。

事故件数の70%以上が消費者ミスによる事故で

あるが、これを原因別に表した円グラフは図 1の

とおりである（自殺のほか、天ぷらなべの引火や

ふろ釜の空炊きによるガス漏れに関係のない単な

る火災を除く）。

3 事故の原因と注意事項

上記の統計に示すとおり、 LPガスの消費過程

での事故を原因別にみると、ゴム管関連事故、元

栓・器具栓の閉め忘れ、元栓誤開放、立ち消え、着

火未確認、ガス器具の取り扱いミス、 一酸化炭素

中毒などの順位になっており、この傾向は毎年ほ

ぽ同じである。

(1) ゴム管関連事故

毎年事故件数のトップを占めているゴム管関連

の事故は、ゴム管の脱落、緩み、亀裂等によりガ

ス漏れを起こし、なんらかの着火源により引火、

爆発火災に至るもので、原因には次のようなもの

がある。

（イ） ゴム管の差し込みが不充分な状態にあって、

踏みつけ、ひっかけ等の外力、燃焼器具の安易

な移動によって緩み、はずれが生ずる。 ゴム管

のはずれによるガス漏洩は元栓の誤開放と同様

にその量がきわめて多いため、爆発限界に入る
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が必要である。

時間も早く、また、爆

発規模も大きくなる可

能性が強い

（ロ） ゴム管の老朽、汚染

によって亀裂、損傷が

生ずる

い） ゴム管が燃焼器具と

の接触によって溶解、

穴あきが生ずる

（ニ） ねずみにかじられる

これらの事故を防ぐた

めには、次のような注意

（イ） ゴム管を元栓・器具栓に接続する場合は必ず

きっちりと赤線まで差し込み、必ずホースパン

ドで止める

（ロ） 長いゴム管の使用をやめる

レサ 三 ッ又の使用をやめる

（ニ） 古いゴム管は早めに取り替え、必ずオレンジ

色のLPガス用ゴム管を使用する。少なくとも

3年に 1回は取り替えることが望ましい

（羽 湯沸器などの固定式燃焼器具には、できるだ

け金属フレキシプルホースを使用する

(2) 元栓・器具栓の閉め忘れ、不完全閉止による

事故

元栓を常に開放のままでいる習慣に器具栓の不

完全閉止が重なった例、逆に元栓のみで器具栓の

閉止を行わず元栓の不完全閉止の例、元栓不完全

閉止のままの器具の取り替えの例などが原因とな

るガス漏れ事故である。注意事項としては次のこ

とが望まれる。

（イ） ガス器具の使用後は器具栓を確実に閉めた上、

なるべく元栓も閉める

（ロ） 寝る前や外出時には元栓の閉止を確認する

(3) 元栓の誤開放による事故

この代表的なものとして、 二口コックの使用側

の元栓を閉めるつもりで、他の未使用側の元栓（ゴ

ムキャップの未装着）を誤って開放する例、器具

をはずした場合にゴム管をそのまま放置し、その

側の元栓を開放する例などである。



元栓のノズル径は器具栓のノズル径よりはるか

に大で、小型燃焼器具のノズル径と比較すると約

10倍であり、したがって 100倍近くの漏洩量が考

えられ、ゴム管のはずれと同様に被害の増大の危

険性も高い。

これを防ぐために次の注意が望まれる。

（イ） 使用していない元栓には必ずゴムキャップ（検

査合格品）を装着する

（ロ）燃焼器具を取りはずす場合には必ずゴム管ご

と取りはずし、その後にゴムキャップを装着する

(4） 立ち消えに起因する事故

立ち消えの原因としては煮こぼれ、風、酸欠、

ゴム管の踏みつけ等があり、まれな例としてはガ

スの使用中に容器交換をしたための立ち消えの例

もある。この結果、生ガスが漏洩して引火爆発の

事故につながる。

したがって、なるべくその場所を離れず、特に

ガスの使用中に外出するなど厳に避けたい。

なお、消費者ミス以外に、北海道などの寒冷地

に起こる調整器の凍結による立ち消えがある。と

の原因は外部凍結と内部凍結がある。外部凍結は

吹雪のときなどに調墜器内に浸入した水の凍結に

よりダイヤフラムの作動を妨げるもので、これに

対してはポリエチレン袋などで調整器を覆うこと、

容器 ・調型産器を収納庫に収めること等の指導が行

われている。内部凍結は容器内LPガス中の水分

が蒸発し調繋器内で凍結し、ノズルの閉そくなどに

よって立ち消えするもので、 LPガス中の水分の

量、温度、特に容器内と調繋器聞の温度差が重要

な要素をなしている。これの対策としては充てん

所や再検査所での水分の混入を防ぐ対策が必要で

あり、凍結防止のためのメタノール添加が行われ

ており、水分量と必要メタノ ール量の関係などに

ついて研究調査を実施中である。

（到 着火未確惚

着火未確認はマッチ点火時代にはほとんどなか

った事故で、自動点火装置とともに発生しだした

ものである。主としてふろ釜やコンロの圧電式自

動点火具の安易な操作と着火確認を怠つため、未

着火のままの生ガスの流出によって起とる事故で
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あって、慎重な点火操作と必ず目で着火を確認す

ることが望まれる。

(6） 緯具の取り扱いミス

（イ） 自動点火具が古くなって 1回で着火しにくく

なっている場合の数回の点火操作中に流出した

ガスに引火爆発する

（ロ） 点火順序を誤り、先に器具栓を用いてあとか

ら元栓を聞く、器具栓を聞いてからマ ッチを探

して点火した場合などに引火爆発する

などが主なる原因であり、これには不良点火具の

修理、慎重な点火操作、漏らしたガスの排除の注

意などが必要である。

(7) 一酸化炭素中毒

L Pガスはプロパンを主体としたc3、c，の炭化
水素よりなっていて、 COは含まれていずそれ自

体は中毒性はなく、 一酸化炭素中毒は飽くまで換

気不良による燃焼排ガス中のCOによる。プロパ

ンで24倍、ブタンで31倍の多量の空気を必要とし、

換気不良による酸素不良でCOが生ずる。空気中

の酸素21%が19%程度になると COの発生が始ま

り、 17%程度になると COの発生は急速に増加す

る。 一酸化炭素中毒の発生する場所はふろ場に多

く、空襲さのために換気口をふさいだりふろ釜の他

湯沸器を併用することなどで換気不良となる例が

ある。

（イ） 器具の大きさに応じた正常な換気量の得られ

るような煙突、換気口、 ．換気扇等の換気設備の

設置と適正な使用をする必要がある。現在では

新しく設置する場合、ふろ釜のすべて、ガス消

費量0.85kg/h以上の湯沸器については省令で

排気筒（煙突）の設置が義務付けられている

（ロ） 時々窓の開聞を行って必要な新鮮な空気の取

り入れを行う

か申 ふろ釜などにはできるだけBF、FFなどの

密閉型燃焼器具を使用する

（ニ） 常に青い正常な炎の状態で燃焼させる

ことなどが望まれる。

(8) 漏洩ガスの検知と対策

(1）ー（6）で述べた注意はガス漏れを防ぐためのも

のであるが、不幸にしてガス漏れが発生した場合
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にはその検知とその後の処置が大切である。

ガス漏れを知る方法としては、においによる方

法とガス漏れ警報器がある。

（イ） においによるもの。LPガスには 1/200の濃

度で感知し得るよう着臭されている。 人間の鼻

はきわめて敏感であり、ガス漏れを早期に知る

にはきわめて有効な手段といえる。 しかしなが

ら欠点もあり、 LPガスが空気より重いため下

方に滞溜し、においもこのガスとほぼ同ーの挙

動を示すため、人聞の鼻の位置に致達しにくい

ことが一つ、また日臭覚疲労性があることで、し

ばらくたつと急速に感じなくなるため、就寝中

等には感じなかったりする恐れもある。におい

がなくなったことで直ちにガスがなくなったと

判断することはきわめて危険である。

（ロ） ガス漏れ讐報器は法律で第 2種液化石油ガス

器具等に指定され、その技術上の基準も通商産

業省令で定められ、検定に合格したものにはグ

リーンラベルが貼られている。 ガス漏れ警報器

は半導体式、接触燃焼式があり爆発限界のYsで

箸報を発する。数年間の実績もあり信頼性も高

く、今後一層の普及促進による事故防止が望ま

れる。

4 自殺に起因する事故

L Pガスの事故件数は年々ほぽ横ぱいの状態に

あるのに対して、自殺による事故の件数は、 全国

エルビーガス保安共済事業団の統計に示されるよ

うに年々増加の傾向にあり、 LPガス事故に占め

る割合は15%を超えている。 この内容の分析によ

ると、（イ）LPガスで自殺を図った場合その約%が

引火爆発事故を引き起こしており、しかも、この

場合の本人の死亡率は約%にすぎない （ロ）この爆

発の結果建物の約泌が全焼壊している い）死傷者

の約%は純然たる第三者である

このように、 LPガスによって自殺を企てた場

合には自殺成功率が低い一方、第三者を巻き添え

にする可能性が強いことで、特にアパート、マン

ションでの事故は人命、物件の両面で第三者に大
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表7 L Pガスによる自殺に起因する事故統計

(53.10.1現在集計）

保険
自殺をはか 巻きぞえになった被害者

建物Ill害った本人
件数 家族 第 三 者

司 部
年度別 死亡傷害 死亡傷害死亡傷害 全焼域 機Ill壇l

年度 f牛 名 名 名 名 名 r, f’｝ fキ
43 14 5 9 2 5 

44 20 3 16 3 14 2 2 

45 21 9 12 3 6 6 6 

46 72 23 62 4 34 12 40 

47 74 29 42 3 16 4 11 19 38 

48 91 46 59 6 7 40 20 46 

49 112 39 77 23 5 26 37 64 

50 96 35 76 5 33 19 47 

51 152 72 113 14 3 41 24 73 

9か年 261 4 66 3 68 28 210 139 317 
646 

i曲斜 727 71 238 456 

注 l自殺をはかった本人の死亡率40.6%

注 2総死傷者数1.036人の内第三者の死傷者数は238人で23.0%

注 3.自殺者本人の中には心中 （無理心中）があるため、件数と

本人の死傷者数とは一致しない。

注4巻きぞえの被害者を普意の家族と純然たる第三者に区分した。

きな被害を及ぼす可能性が高い。さらに自殺未遂

者はガス漏出罪に問われることも考えられる。 こ

れを防止するための対策としては、まず消費者に

L PガスがCOを含まないガスで中毒を起こさな

いという簡単な知識を普及することであるが、こ

の種の層には、これらに最も無関心な層である点

で啓もうの効果の少ないことが悩みの種である。

また、器具の面からも大量のガス漏洩を防止する

ことが考えられつつあるが、器具によってはその

ために正常な使用を阻害しないこと、ガス遮断が

起きた場合に、復帰させた場合に二次災害を起こ

すことも考えられ、復帰安全機構の完備が必要と

されるなど検討の余地が多く残されている。

5 ガス安全機器

L Pガスの事故の原因の大多数は単純な消費者

の不注意からくるミスであり、前述の注意が守ら

れていれば大部分は防げるはずであるが、現実に

は人間の注意力にも限界があり、2,000万戸に及ぶ

消費世帯で毎日使用されている回数はきわめて多

く、そのため、特に平常の取り扱いに慣れていな



い、飲酒帰宅時の主人、身体の不自由な老人、子

供などが取り扱う場合も考えられ、教育・啓もう

事業で事故を絶滅させることは不可能であって、

これに対するには安全機器の開発が不可欠の要因

となる。

安全対策としての機器としては、（イ）ガス栓 （ロ）

接続具（ハ）機器 （ニ）その他警報および遮断装置等

が考えられる。現在考えられる安全対策器は、実

用段階のもの、今後の開発に待つものを含めて種

褒8 安全対策とカバーできる原因

原 因別
（主たる要因、要因の重俊しているものはその内の主たるもの）

(!) ゴム管関連 ミス

（刊 ゴム管の接続部の緩み、脱落

（司 ゴム管の溶融、焼損等 （過熱、接触等）

（ハ） ゴム管接続時のエア 抜きミ ス

（ニ） ゴム管の亀裂・切断

（村ネズミのn文書

(2) 遊びコソクの誤操作

(3) 立ち消え

(4）着火不確認

(5) 出火ミス

(6）元栓器具コックの不完全閉止

（イ） 元栓

（司 燃焼器コック （元栓は開）

(7) 元絵 ．器具コックの閉め忘れ、消し忘れ

（イ） 閉め忘れ

（同消し忘れ

(8）燃焼器具取り扱い上のミス

（刊元栓を閉めるべきところを誤って開く等の操作ミス

同器具の置場所不通、手入れ不良等

レサ 誤って触れ、パルプ、コックが聞く等

(9）一酸化炭素中毒

。曲 消費者自ら容器を取り扱いミス （手動切り換えミス小型容器の取り扱
いミス ・容器を自ら屋内に持ち込み使用の際のミス．みだりに調整等を機作した
ミス等．

(II) その他 （イ）器具の故障、不具合その他

（ロ） 不用意な雪おろしによる器具の折損等

単なる火災 (1) 風呂のを炊き、器具の過熱、接触

(2）燃焼器具使用中不在にして火災

原因不明

ガス漏れあるいは爆発の原因不明、またはその責任の所在不明

不可抗力（業者・消費者ともに責任のないもの）

(1) 第三者に責任あるもの（第三者の悪戯を含む）

(2）落雷、暴風雨、地震等の自然変象に起因するもの

故意、 自殺、自らホース切断、容器のパルプ開放等
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々あるが、これらの対策機器によってカバーでき

る原因を対比したものを表8に示す。

これらの機器を評価するためには、これによる

効果、コスト、便利性、性能安定性、メンテナン

ス、耐久性、義務付けの可能性、既存設備への対

応、建物の対応等どの要素も検討する必要がある

が、特に安全機具については、わずかな欠点でも

かえって事故原因となり信頼感を失うことにもな

るので、性能の安定性、耐久性には慎重な対策が

カバーできる原因 ｜現在考えられている
( 1部カバーできるものも含） ｜ 安全対策案

1 D ・yク機締付ガス栓

2 ノ〈ネ カラン

3 コンセントカラン

4 完全開閉コック

5 換気扇連動式コック

6 過流出防止機構付ガス栓

7 ゴム管締め付け金具

8 ガスコンセント

9 良質ゴム管

10 強化ゴム管

11 迅速継手付良質定尺ゴム管

12 金属管（鉄管）

13 金属可と う管
（フレキシブルチューブ鋼管う

14 述統スパーク点火器具

15 消火安全器付器具

f換気扇連動器具16 （小型湯沸器等）

17 B F 器具

18 F F 器具

19 屋外設置器具

20 温水暖房専用器

21 セントラル給湯悦房システム

22 7 7ンjiJ!酎Jレンジ

23 独立換気キッチンユニット

24 BF・ F Fレンジ

25 風通ダクト

26 ガス漏れ警報システム

27 ガス漏れ響報遮断器

28 ガス漏れ換気システム

29 ガス使用標示器

30 過熱防止装置付器具

31 耐 震遮断器

32 厳欠防止装置付器具

33 着臭剤の添加
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必要とされる。表8の各機器の概要と効果は次の

とおりである（一部説明省略）。

(1) ロック機構付きガス栓 ：閉→聞の操作は押し

回しとつまみ回しがあり、聞く意志のない場合に

は聞かない

(2) パネカラン：ホースエンド先端にリングがあ

り、ゴム管を核続しないとガスが出ず、ガス使用

中にゴム管がガス栓からはずれたときも安全パネ

が作用してガスがとまる

(3) コンセ ントカラン ：ソケットを直接装着でき、

装着しないとガス栓を聞くことができない

(4）完全開閉コック： ONーOFF操作で不完全閉

止がない

(5) 換気扇連動コ ック ：ガス栓を聞くと確実に換

気が行われる

(6) 過流出防止機構付きガス栓：ゴム管の抜け等

での大量漏洩の場合にガスを遮断する

(8) ガスコンセ ント ：プラグをガス栓のホースエ

ンドに挿入、ソケットをゴム管に接続したワンタッ

チ接続器具で、ゴム管抜けによるガス漏れがない

(9) 良質ゴム管： LPガス用ゴム管で、耐ガス性、

而す候性、弾力性が優れている

(JO) 強化ゴム管：肉厚で繊維で補強されている

(11) 迅速継手付き良質定尺ゴム管：定尺のゴム管

の両端をガスコンセン ト付けとして移動型の器具

に使用するもので、ゴム管の差し込み不完全によ

るはずれを防止する

(13) 金属可とう管 （金属フレキシプルホース）

鋼管と異なり、施行性が良好で、ゴム管による事

故を防ぐことができる

(14) 連続スパーク点火器具：連続的高圧放電によ

る点火で、点火ミスを防止する

(15) 消火安全器付き器具：？肖火した場合に自動的

にガスを遮断し、点火ミスや立ち消えによる生ガ

スの流出を防止する

(17) B F器具、 (18) F F器具、 (19) 屋外設置器具

等は、いずれも室内の空気を吸排気に利用しない

ため室内空気を汚染せず、 一酸化炭素中毒防止、

酸欠事故を防止する

(27) ガス漏れ箸報遮断器：（26）のガス漏れ警報器に
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遮断器を連動させたもので、警報すると同時にガ

スを遮断し、それ以上のガス漏れを防ぐ

側過熱防止装置付き器具 ：器具の空炊き、過熱

による火災を防止する

(31) 耐震遮断器：地震が発生した場合にガスを遮

断する。（仰のガス漏れ遮断装置と併用し、ガス漏

れ、地震のいずれによってもガスを遮断する方法

も可能である

（沼）酸欠防止装置付き金具： 室内空気中の酸素欠

乏を検知してガスを遮断する

6 L Pガス消費保安デー

通商産業省では、昭和51年11月より毎月 10日を

「LPガス消費者保安デー」 と定め、高圧ガス保

安協会、各都道府県、関係業界等の協力で、テ レ

ビ、ラジオ、新聞等による保安啓もう活動を推進

している。各月に次のような 「月間テーマ」を定

めて重点的に千子っている。

54年 4月・ 55年 3月 ：ゴム管に対するホースパン

ンドの装置、 三 ッ又の廃止、未使用コ ックのキャ

ップ装着

54年 5月・ 55年 1月：元栓の閉止

56年 6月 ・10月：着火未確認、煮こぼれによる立

ち消え

54年 7月 ・9月：ガス漏れ警報器の設置促進

54年 8月・ 11月：古いゴム管の取り 倖え、固定式

燃焼器具に対する金属フレキシプルホースの使用

54年12月 ・55年 2月 ：換気

その他、高圧ガス保安協会 （L Pガス消費者保

安センター）と液化石油ガス事故防止安全委員会

(L P関係20団体の組織）による保安啓もう事業

として、テレビ、ラ ジオ、新聞、カベ新聞の配布

（小中高校用）、集合住宅保安標識の配布、教員保

安教育講習会、講習会用映画の作成、学童用副読

本の作成、ポスターの配布、婦人団体紙および業界

紙、雑誌への広告、リーフレット、パンフレット

等の作成を実施している。

（あかぱ しゅうさく／高圧ガス保安協会液化石

t由ガス消費者保安センター）
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工場火災統計

全国の火災は、消防組織法第22条に基づく火災

報告取扱要領 （昭和43年11月11日、消防総発第393

号）によって都道府県より自治省消防庁に報告さ

れる。

ここに掲げる表は、この火災報告をもとに作成

されたもので、建物火災のうち、火元建物の業態

別分類が工場、または作業場となっているものに

ついて、出火件数を出火時間別、出火月号lj、汁t火f問

所別、出火原因・出火個所別に集計したものである。

今回は、これとは別に、過去10年間の出火件数

の変化をとってみた。これを、全火災、建物火災、

工場火災（以下作業場を含む）と並べて、それぞ

れ昭和44年を 100として指数で示したのが別表で

ある。

53年の全火災70,423件は、戦後最高を記録した

昭和48年の73,072件に次いで 2番目に出火件数の

多い年であり、また、建物火災もやはり、昭和53

年の39,912件は戦後‘第 2位となっている。

別表 全火災、建物火災、工場火災出火件数

全火災 建物火災 工場火災
年
件数 指数 件数 指数 件数 指数

44 56,797 100 37 ,653 100 6,965 100 

45 63,905 113 39,845 106 7, 156 103 

46 64 ,019 113 39 ,549 105 6,451 93 

47 58,291 103 38,868 103 6,295 90 

48 73 ,072 129 42,551 113 6,631 95 

49 67. 711 119 39, 143 104 5,566 80 

50 62,212 110 38,455 102 5,038 72 

51 62,304 110 38, 796 103 5,097 73 

52 63. 974 113 39,302 104 5,130 74 

53 70,423 124 39. 912 106 5,089 73 

損害保険料率算定会統計部全国火災資料より

ところが、工場火災は、思lj表に見るように、全

火災、建物火災の増減に関係なく、昭和45年の7'156 

件をピークとして、それ以降減少の傾向をたどっ

ている。

これには、昭和46年のドルショック、昭和48年

のオイルショックなどの景気の動向、また、電子

機器の開発などによる保安設備の集中管理、防災

設備の整備、予防行政の強化など、いろいろな要

因があると恩われるが、興味のある点ではないだ

ろうか。

時間別出火件数

出火時間 51年 52年 53年

6: 00～ 7: 59 269 235 288 

8: 00～16 : 59 2,537 2,605 2,512 

17: 00～19 59 796 741 747 

20: 00～ 5: 59 1,495 1,549 1,542 

メ口入 百十 5,097 5, 130 5,089 

月別出火件数

出火月 51年 52年 53年

530 510 425 

2 475 561 497 

3 486 553 535 

4 425 403 429 

5 447 462 356 

6 322 330 385 

7 412 406 439 

8 351 3日 431 

9 330 347 333 

10 355 395 359 

11 412 363 394 

12 552 447 506 

合計 5,097 5, 130 5,089 
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出火箇所別出火件数

出火箇所 51年 52年 53年 出火箇所 51年 52年 53年

住居 648 602 583 公共 2 6 

事務室 96 98 87 工作宅修理室 1,239 l, 743 1,517 

会議室 3 3 乾燥室 159 147 122 

更衣室 ・ロッカー 25 16 22 実験研究室 14 18 16 

湯沸場 13 7 8 梱包荷扱室 5 5 2 

従業貝室・休想家 54 54 64 商品、資材倉庫・貯蔵所 54 68 62 

守衛室・管理人宅 10 11 9 燃料鐙場 7 5 5 

瞥庫・金庫室 1 その他の置場 70 98 112 

店舗 12 5 3 駐車場 18 44 26 

サービス 2 タンク・貯蔵槽 2 3 

出火原因別 ・出火箇所別出火件数

二言ミミさ場所
f主 居 事務所 店 告甫 サビス 公 共

年度 51年 52年 53年 51年 52年 53年 51年 52年 53年 51年 52年 53年 51年 52年 53年

たl;iこ 142 76 94 45 41 35 1 

弄火 57 29 23 1 2 7 1 

焚火 36 17 12 3 2 4 

こんろ 116 90 61 16 13 14 3 1 

ストーブ 117 57 57 51 49 45 1 1 

煙突 46 8 15 4 1 3 2 

放火 28 18 11 5 6 11 

疑放火 24 6 10 6 2 4 1 

マッチ ・ライター 45 20 16 6 2 1 

風呂かまど 56 50 64 

こたつ 10 8 7 3 2 

内燃機関 5 

取灰 10 3 4 1 1 

交通機関内配線 2 

炉 110 8 10 l 3 l 

力、まと． 19 7 7 2 

電灯配線 53 5 5 2 5 

その他の電気 158 32 33 7 4 2 1 2 

電気装置 72 2 2 1 1 

灯火 11 9 2 2 1 

m灯・ネオン 18 2 3 1 1 

包気アイロン・こて 8 2 1 1 

自己線器具 35 2 6 2 1 

火鉢 1 1 

いろり 1 2 

その他 482 79 71 11 10 12 3 2 1 1 3 

不明 ・調査中 205 71 69 38 42 39 2 1 1 2 

合 Z十 1,866 602 583 201 187 194 12 5 4 3 6 
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出火筒所 51年 52年 53年 出火箇 所 51年 52年 53年

作業所 1,218 740 892 車両・船舶・航空機 14 14 21 

電気室 ・機械室 78 72 62 門・塀・電柱 1 1 1 

ボイラ一室 57 51 52 ゴミ箱・ゴミ恰場 89 45 60 

クーリングタワー・サイクロン俗 68 78 88 屋外燃料説場 3 5 

エレベーター・エスカレーター 1 1 敷地内 18 16 19 

物置 200 179 205 公l盟遊園地 1 1 

空家空室 6 11 14 滋路路上 5 5 1 

工事 ・改装中の建物 11 8 11 その他 6 6 13 

その他の付属宅 29 43 42 不明 11 15 11 

建物の部位 851 908 952 メ口入 2十 5,097 5, 130 5,089 

工場 ・作業場 ・倉庫 付属関係 建物の部位 車両・書店閣内・航定機・H事？ その他 Z口益、 苦十

51年 52年 53年 51年 52年 53年 51年 52年 53年 51年 52年 53年 51年 52年 53年 51年 52年 53年

134 201 165 27 48 29 58 52 52 1 4 2 12 14 4 419 437 381 

24 52 46 35 25 31 35 24 31 2 2 1 5 2 6 160 136 145 

25 66 71 24 22 32 73 83 83 2 4 5 18 10 15 181 204 222 

48 70 62 3 2 2 6 6 lO I 2 193 184 149 

116 183 169 9 7 4 42 33 37 I 336 330 313 

29 47 53 21 26 26 92 97 97 10 3 204 182 194 

27 40 30 4 4 6 17 25 22 1 4 4 2 85 98 82 

13 3l 38 9 9 12 21 23 19 2 6 5 9 79 76 95 

36 67 59 4 4 3 11 4 8 1 2 I 104 98 89 

3 3 1 3 2 8 9 6 I 71 63 73 

2 I IO 13 10 

2 4 I 2 I 2 8 9 

4 16 8 4 3 6 11 6 8 3 I 2 33 29 29 

2 4 4 4 4 4 

96 204 180 20 33 25 38 44 40 8 5 5 273 297 261 

17 25 16 3 2 3 9 9 II 4 3 2 52 46 41 

37 84 83 11 19 18 32 29 27 4 2 2 138 141 140 

180 240 320 33 27 25 64 70 59 5 4 6 449 377 446 

72 143 130 31 25 25 18 21 9 l 3 4 I 197 195 169 

3 6 9 1 l l 5 4 3 l 23 20 16 

IO 16 26 4 4 6 5 8 5 38 31 40 

IO 10 13 1 I 2 20 12 17 

22 65 52 12 6 9 3 10 自 l I 72 8!i 77 

3 2 2 1 4 3 3 

4 1 I 2 6 2 

470 893 840 133 107 120 162 198 208 8 7 34 17 37 1,304 1,309 1,296 

185 393 377 55 67 89 139 152 206 1 l 14 15 13 638 744 795 

1,568 2,871 2, 754 449 443 475 851 908 952 14 14 21 133 94 106 5,097 5, 130 5,089 
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画面電圃

l盟
’80年代の災嘗

出席者

浅野 芳 ／気象庁天気相談所長

花塚辰夫 ／ 東京消防斤司令部長

藤井陽一郎／茨城大学教授

柳田邦男 ／評論家

起こるかという新しい災害の形、また、今まで起

こっていた災害でも、どういうふうに質的に変化

していくかというような問題をお出し願って、お

話しいただきたいと思います。

浅野さん、 10月の台風は珍しいんですけれど、

20号台風が昨年10月19日に来ましたね。そのへん

根本順吉（司会） ／気象評論家・本誌編集委員 から。

’60年代、’70年代とどう遣うか

根本 今日のテーマは「’80年代の災害」というこ

とですが、寺田寅彦がちょうど今から45年前、 ’34

年11月に「天災と国防」という文章を書きました。

この年は有名な室戸台風があってその後に脅かれ

たものですが、この中で寅彦は重要なことを2つ

いっているんです。その lつは 「文明は進めば進

むほど天然の暴威による災害が激烈の度を増す」

ということと、もう 1つ、文明が進歩しますと対

自然関係に著しい変化が起こると。それは、人間

の団体、とりわけ国家あるいは国民と称するもの

の有機的結合が進化して、内部機構が分化して進

展してくるために、その有機体のある一部が損傷

すると、それが全体に及んでくる。そういうふう

な形になるということをいっているのです。それ

で、私は、寅彦自身がいった「文明が進めば進む

ほど災害が進化して激しくなる」ということを重

平見したいわけです。

ですから、’80年代の展望をする場合に、これか

ら、今まで予想しなかったようなどういうことが
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浅野 そうですね。台風について考えれば、ある

人の調査によれば、台風は大体20年ないし30年ぐ

らいの大きな周期で活発な時期と不活発な時期が

あるわけですが、戦後の伊勢湾台風辺りまでは台

風が頻繁にきた。そういう台風の活発期がそろそ

ろ’80年代になってくるのではないか。これは過去

の統計から大体そういう推定をしているのですが。

東京を例にとってみても10年以上強い台風が来て

いない。私の知っている範囲でも、 ’66年の足和田

村がやられた26号台風以来あまり強い風は吹いて

いない。一応’80年代は要注意時期ですね。そうい

うセンセーショナルないい方はいけないんでしょ

うけオ1ども。

個々の災害で考えると、集中豪雨の問題は、 気

象庁でも’72年あたりからいろいろ問題にして、そ

れなりに取り組んでいますが、最近問題になって

きているのは局地の風の害ですね。たとえば、’78

年 2月28日の東西線の事故、それから’79年 10月 1

日の16号台風での湖西線の事故ですね、特に交通

関係でしょうけれども。東北新幹線、上越新幹線

もそうですが、これからそれぞれ高架で路線を作

っていくわけですから、特にそういう局地風害と

いうものが’80年代はクローズアップされてくるん
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じゃないか。そこへもってきて、台風の活動期と

絡み合ってくる。そういうふうな気が私はしてい

るんです。

根本 次に、花塚さんに火災とその他人災に関連

したことを少しお話しいただきたいと思います。

花塚 ’80年代ということですが、災害は時間的に

連続しているわけですね。 10年ごとに区切りまし

て、’60年代からどういうふうに変わってきたかを

考えますと、’60年代は安保騒動から始まったわけ

です。 その時は放火が我々の大きな問題だったわ

けです。地震ではチリ地震で幕開けがあって北美

様、新潟、松代、十勝沖といったものがありまし

た。我々の直接対象である火災では、’67年には京

都国際ホテル、’68年の大伊豆ホテル、池之坊満月

城、’69年の磐光ホテル等のホテル火災が、 一方西

武、松屋といったデパート火災も頻繁にありまし

た。 また、’66年には全日空、カナダ航究、 BOA  

Cの墜落事故も続いて起こっています。’67年がG

N P第 3位になった年ですが、災害というのは、

どうも社会的な背景とか経済的な背景と非常に密

接な関連があるような気がするんです。

ところが、’70年代に入りますと、ぐっと様変わ

りになってきて、大阪ガスの爆発事故で幕が開け

られたわけです。次に消防職員が18名殉職すると

いう呉の山林火災とか、最高裁判所の工事現場で

の酸欠事故という新しい要素が発生してきた。そ

れから、千日デパート火災で 118入、大洋デパー

トで 104人死亡するような事故、また、北陸トン

ネル火災という特異な火災が出てきました。中間
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的には水島製油所の油流出事故、狛江の多摩川堤

防決壊があります。後半に八王子の秀和レジデン

スのガス爆発があり、いわゆる運命共同体的な建

物に事故が起きてきた。そして酒田市大火ですね。

締めくくりに伊豆沖近海地震、宮城県沖地震が発

生したのですが、企業責任とか科学技術が進歩し

てきたその接点で災害 が発生してきたということ

を感じるんですね。

さて、’80年代ではどんなことが予想されるかと

いいますと、たとえば’70年代後半にきて、外国では

サンフランシスコの湾底を走っている海底鉄道の

事故、メキシコの海底油田事故、スリーマイル島

の原発事故。 日本では日本坂トンネルや大清水ト

ンネルの事故。そうなると、’80年代というのは、

科学技術が自然にどんどん挑戦している、その接

点、のところで我々の経験しなかったような火災が

起こるんじゃなかろうか。 こんな感じを持ってい

るわけです。’80年代は当面エネルギー問題が浮か

び上がってくると思いますね。

藤井 私は、実は’70年代の初めに、地震とか洪水、

台JI¥.なんかもあるいはそういうことになるかもし

れませんが、従来自然災害 という言葉でいわれた

ようなものも、それによる被害 が自然災害という

言葉で表現するには適切でなくて、むしろ都市災

害 といってもいい災害 の様相になるんじゃないか

ということを書いたことがあるんです。’70年代を

通じていろいろな地震災害があったけれども、地

震災害でそういったことを典型的に示したという

のはなかったように思います。ただ’78年の宮城県

沖地震はその片りんを我々に教えてくれたような

気がしますね。

’36年11月 3日に金華山沖地震があって、震源地

は違いますが、震度分布はこの間の宮城県沖地震

と同じような分布でした。 それで、住家の倒れた

ものはなく、非住家が2、3軒壊れた程度ですね。

死者はいない。それが宮城県沖地震では死者27人、

家屋損壊17万戸と大きな被害 になってきたわけで

す。同じ震度5程度の地震でも、ああいう被害に

なるとは必ずしも我々も考えていなかったんです

ね。それで、いろんなアスペクトがありますが、
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一つは、やはり宅造地の問題が大きくクローズア

ップされてきたと思いますね。それも人為的な要

因がかなり大きいんですね。’60年代初めのころは

仙台と泉市と併せて人口が43万人ぐらい。いわゆ

る高度成長期に増大して’78年 4月には71万人にな

った。それで、そういう新しい人口をどこで吸収

したかというと、いわゆる郊外の丘陵をつぶして

造った造成地 なんですね。ご承知のように、盛り

土の所は崩製して家が被害を受ける。そういうこ

とも従来の自然災害といわれた地震災害の変化を

表しているんじゃないかと思います。

その他、そういう眼で今の都市を眺め直してみ

ると、 地震災害というのは一極の複合災害ですか

ら、水害も火災も、あるいは工場災害みたいなも

のもみんな綾合して出てくるわけですね。宿題は

ち0年代に持ち越されたという感じで、これは大変

な問題になるんじゃないかと思っています。

根本 次に柳田さん、交通の問題を含めてお話を

うかがいたいと思います。

柳田 私がいろいろ調べている事故の形態という

角度から見ると、事故が、 いわゆる単独の事故で

はなくて大規模な災害の形態を帯びてきつつある

ということ。しかも、復合事故、あるいは綾合災

害という形態があるということが、 ’70年代に顕著

に現れたことだと思うんです。

’69年の、つまり、’60年代末において’70年代に起こ

ったことがどの程度予測されたかということを振

り返ってみると、端緒ぐらいはつかんでいたけれ

ど、まさかこんな事が起こるとは思わなかったと

いうことがたくさん起こっているわけです。航空

事故ーっとりましでも、 ’74年にパリで起きたトル

コ航空Dc 10の墜落事故で 300人以上死んだ事故

があり大変驚かされた。閉じDc 10の事故が昨年
5月にアメリカで起こって 275人も死んだ。’77年

にテネリフェ島ラスバルマス空港でジャンボ機同

士が滑走路上で衝突し 583人が死んだ。空前絶後

の事故ですね。 さらにいいますと、 ’75年ケネディ

空港で B727型機の墜落した原因は、いかなるパ

イロットでもそれを逃げ切れないというような予

想外の下降気流に巻き込まれて墜ちた。あるいは、
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’78年にはアメリカのDc 9が雷雨に突っ込んでエ

ンジンの中に吸入された猛烈な豪雨とひょうのた

めにエンジンが全部ストップし、操縦不能で墜落

した。そういうことは’60年代に予想もしていなか

ったことばかりなんですね。

これは航空機事故ばかりではなくて、そういう

ものがどっと出る時期がある。’73年から’74年にか

けてコンビナートの連続災害が、’74年には東京湾

のタンカー爆発炎上事故、水島の重油流出事故。

同じ年に新幹線の信号異常の事故が沢山起こ った

んですが、’70年代には先程もご指摘がありました

が、原発事故やスペイン ・メキシコで起こったタ

ンクローリーの大爆発事故とか、さらに日本では

日本坂トンネルの事故なんていうのは、単なる交

通事故の領域に留まらないで、正にあれは都市災

害的な様相を帝びてくるものですね。 そういうこ

とを考えると、’80年代はいろいろな歪みがためて

ためて最後に爆発的にどっと出てくるということ

ではないかと思うんです。

なぜそういうことになるかというと、今日の高

度なシステム、あるいはテクノロジーの時代とい

うのは、かなりの安全性が考えられて一生懸命守

られてはいるけれども、それが完べきではあり得な

いわけです。経済性との採算とか、あるいは人間

の思考能力の限界からくる手落ちゃ見沼とし、そ

ういうものが日常においてはなんとか持ちこたえ

ているんですけれども、ある時点で持ちこたえら

れずに事故になってくる。 しかも、システムが巨

大化していますから、いったん起こると規模が大



きくなる。’60年代の災害の規模に比べて、’70年代

の災害の規模は一回り大きくなっています。そう

すると、’80年代には予測し得ないことが起こるの

ではないかと思うんです。

根本 私はずっと異常気象を調べているんですが、

気象条件も含めて食糧問題が重要な問題ではない

かと思いますね。

気候変化の方ではアボーティブ（流産した）とい

う言葉を使うん芝、すが、たとえば50年で地球の平

均温度が5℃ぐらい下がって、氷河期まではいか

ないけれども寒冷な時代が6-7世紀続くような

変化ですね。これが最近注目されるようになって

きた。そのような気候の変化を大体過去70万年ぐ

らい前からいろいろ調べてみますと、 1万年に l

回ずつぐらい起こっているんです。 ものによって

は1000年に 1因。 これは正に人間的スケールのこ

となんですね。短くて非常に大きな変化があって

それが数世紀続くということが過去において起こ

っているんです。その原因としては、大きな火山

の爆発が群発するということによって大体説明さ

れているんですが。私は、普通の定義の異常気象

ではなくて、もっとケタ外れのことが起こってい

ることを考えますと、今は正にその時代になりつ

つあるのではないかと考えるんです。そういう形

で’80年代を迎えるわけですが、 具体的には、たと

えば北日本で冷害が起こって改良品種でも間に合

わないことが起こる。アメリカやヨーロッパでも

みな穀物が不作で輸入できない。そういう場合に

は、日本は自給率が40%と低いわけですから、果

たして今のように大変な減反をしていて間に合う

かどうか。今お米が余っているのはお米を食べな

いで、全部外国の輸入で小麦からのパンを食べて

いるからですね。もしノj、麦を食べないことになる

と、大体 1年間に し700万 tお米がいるわけです。

大豊作の時でも 1,300万tしかとれません。今、世

界中で、飢餓状態の人が4億 6,200万人いて、大

体 5,000万人ずつ飢餓で死んでいるわけです。日

本人だけのことを考えた場合は問題にならないけ

れど、世界中のことを考えると、大変なことが起

こっているんですね。そういうことも’80年代には
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考えておかなければならないと思うんですけれど

も:tJ.o

ところで花塚さん、先程エネルギー問題が浮か

び上がるとおっしゃったんですが、具体的にはど

んな災害が予想されるのか・・

花塚 やはり原発の事故を考えざるを得ないだろ

うと思います。我々は、それにどう対応するかよ

り、どのように避難命令を出すかということにな

ってくる。また、海底油田等の開発が起こればそ

こから大きな災害が発生するだろう。一体それを

どうやって消したらいいか。海上備蓄の問題もあ

ります。 また、今我々が問題にしているものに圧

気工法というのがあるんです。東京でも地下を相

当掘っているわけですが、水が染み通ってくるの

で、空気で圧力をかけて水とか土砂が入り込まな

いようにしているわけです。そういう中で火災が

起きますと、これはどうしようもないことですね。

関連して地下鉄道、先程のトンネル、あるいは石

油パイプライン輸送といったものも考えられる。

しかし、なんといっても、これから益々増えて

くるだろうというのは 100mを超える超高層とい

われていますね。 たとえば、沼田市の大火は、燃

えた建物面積は15万 m＇ぐらい、土地の面積で 22万

5,000m＇。ところ が、東京池袋のサンシャイン60の

床面積をみますと、これがなんと59万 m＇なんです

ね。酒田市の大火で燃えた建物の面積の4倍近い

面積をあれーつで保有しているわけです。そうい

う巨大空間で火災が起きたら一体どうなるか。 ま

た、そういうものをどう考えていくか。

また、流通機構が発達してくる。日本の国土は

非常に狭いですから市街地に近接した所で、貨車輸

送がなされるわけですね。それで、先程浅野さん

がおっしゃった、ある条件が重 なって転覆脱線が

起こるようなことも考えられる。あの重たいロー

リーが 1,000mも吹っ飛ぶような事故事例がある

わけです。 あるいは高速道路上も危険が走ってい
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るということですね。

柳田 今までなかった予測せざる災害という意味

で大胆な言い方をするならば、幾つかこれから心

配されるものがあるだろうと思うんです。一つに

は、根本先生がおっしゃったような食糧パニック

のようなものがあるかもしれない。これは’73年か

ら’74年にかけての石油危機、それに伴うトイレツ

トペーパーパニ ック、洗剤パニック ということで、

まあ一つの体験をしているわけですが、これが食

糧危機のような形でのパニックになるとも っと深

刻です。 それから、いわゆる毒物災害のよ うなも

のですね。どういう形で起こるかは明確ではない

けれど、たとえばイタリアのセべソにおける化学

工場の爆発事故で毒物が周辺にまき散らされて住

めなくなった地域がで、きたとか、そういう事故を

中核とする災害の発展という形で起こるかもしれ

ない。あるいは最近実際にあった、放射性物質を

個人的に多量に隠しておいて商売しようという魂

たんのとんでもない人が現れるとか、予iJllJせざる

事態で毒物とか放射性物質がまき散らされる災害

がありますね。

これはまったく突拍子 もないことですが、遺伝

子組み替え産業などで、どこかでエラーが起こっ

て収拾のつかない災害 が起きるという、若干SF 

的なことですけれども、やっぱりある程度考 えな

ければいけないことだろうと思し3ます。 それは、

つまり起こるということではなくて、これからの

テク ノロジ一社会の中では、どういう危険な要素

をはらんでいるかわからないということを大胆に

いうと、そこまで行ってしまうというような気が

します。

「考えられる災害に
どこまで防災犠舗ができるのか

根本 それでは、新しい災害に対しての準備はど

うなんでしょ うか。果たして万全とはいかなくて

も、かなりの明るい見通しが持てるのでしょうか。

たとえば台風の予報ではどうでしょうか。

浅野 今、数値的に客観的に予報する技術を開発
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中ですが、かなりの精度で台風の進路が予報でき

るような技術が’80年代前半に完成できるかという

ことになると、私はその点は非常に悲観的なんで

す。台風予報は任せてほしい、絶対大丈夫だとは

まだいい切れないんじゃないかと思います。予報

が非常に高い精度で出せるようになり、しかも防

災体制がとれるような早い時間に出せるようにな

れば、防災サイドで考えても臨分対応の仕方が違

うし能率的になると思うんですけれども。むしろ

予報ということではなしに何か先手に防災対策を

立てていくこと、あるいは従来の防災地策の見直

しとかをやる必要があると思うんです。技術の革

新で何か進んでいますが、そこに取り残されたウ

イークポイ ン トがあって、そこで災害が起きてく

るように思うんです。ですから、防災対策にしても

後回しにされているものがあるんじゃないか。 た

とえば、今大きな台風がこないから、港湾防災、

港の災害 ということはあまりいわれませんが、東

京湾ーっとってみても随分いろいろな問題を含ん

でいるんじゃないか。特に東京湾などは外国の船

などが多い。3,000t以上の大型船について考えれ

ば外国船の方が多いわけですから、外国の船長や

船 員は台風に対する怖さを知らない。 もちろん避

難問題もよ く知らないということで、そういう思

い掛けない所で起こってくるんじゃないかと思い

ますね。

根本 花塚さん、いかがでしょう。

花塚 予想、される災害が巨大化している。 いろん

な災害で、ここまでは押さえられる、とこ ろがこ

の限界を超えると一挙に破局、カタストロフィに

陥るケースが次々と出てくるんじゃなかろうかと

思っています。たとえば超高層ですが、科学技術の

粋を尽くしていろんな安全システムが検討され、

また実施もされている。 ところが、防御システム

もこれまた巨大化したり精轍なものになっている。

あるところで質問したんですが、「このボタンを押

すとこの装置は作動します。こういう現象が起き

ると、ここはこういうふうに現れます」という説

明なんですね。 それで私は 「それでは、こういう

現象が現れた時はあなたは何をしますか」と質問
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したら答えが出ないんですね。「それは責任者を呼

んできます」と。災害というのは責任者を呼んで

対応できるものじゃないんですね。 そこに座って

いるオベレートする人が的確な判断を下せなけれ

ば、これは大変なことになるわけで、そういう意

味では、完成されているというよりも、逆のマイ

ナス的なものの方がより多く考えられる。 しかも

我々の場合には、ある一つのハードなものと、そ

の防御システムをf呆作する人間というものとの扇虫

和の中で安全が保証されていますから、人間の部

分で相当弱い部分が出てくるんじゃなかろうか。

何かしらないけれども、そういうモヤモヤした巨

大な怖れが感じられま‘すね。

柳田 最近技術屋の世界でアメリカ病という言葉

がさかんにいわれているんですけれど、これは工

業製品などの品質管理の低下みたいなものを指し

ていっているわけですがね。 スリーマイル島の原

発事故もいろいろな計器や装置の故障がたくさん

あるんですね。 そこに、さらにオペレーターの判

断や操作のミスが絡み合って起こっていて、そう

いったものは日本の原発技術者には考えられない

というんです。パルプが締まっていたとか、水位

計が故障していたとか、読み違いだとか、あれは

みな一種のアメリカ病じゃないかということをい

うわけです。たまたま同じようなことが、昨年 5

月シカゴで起きたDc 10の事故の場合でも、最近

原因が明らかにされてきて、あぜんとするような

ことがわかってきたわけです。エンジンが落ちた

原因は、エンジンを吊り下げているパイロンと翼
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の取り付け部分の金具にひびが入って折れたんで

すが、なんでひびが入ったかというと、アメリカ

ン航空が、パイロンの金具を取り替える整備工程

を合理化するために、エンジンとパイロンを外し

てやらなければいけない作業を、面倒なものだか

らエンジンとパイロンを一体のまま翼から外しち

ゃって、しかもあんな微妙な調整が必要なエンジ

ン取り付けを荷物の運搬に使っているフォークリ

フトで支えてやっているんですね。エンジンとパ

イロンを外すのにネジを50か所ぐらい外す作業が

あるんですが、 一体のままだとおか所で済む。 そ

うすると省略できて、経済性からいくと半分以下

で非常にコストダウンになる。工程も早く済む。

そればかりでなくて、事故機の場合は、片方の取

り付け金具がついている時に整備員のシフト交代

の時間がきて、そのままフォークリフトを降りて

勤務を外れたわけです。 その聞にフォークリフト

の油圧故障で油圧漏れが起きまして、支えるパワ

ーが悪くなってエンジンが落ちてしまった。とこ

ろが、一つ金具があるものですからエンジンが宙

吊りになって、回転するような形で落ちたので、

残りの金具にぶつかつて、それでひびが入った。

それに気付かないで次の交代要員が残りを付けて

飛ばしてしまった。原子力産業でもコンビュータ

産業でも IC産業でも航空機産業でも大変高度な

技術を誇っているアメリカなんですが、 一方では

そういう品質管理の手落ちだとか、作業モラルの低

下とか、マニュアルのずさんさとか、不当な合理化

とか、いろいろなものがあって、それが一 口にア

メリカ病といわれて今日にきているわけです。そ

ういうことが事故や災害の背景に大きな問題とし

てあるわけです。

根本 日本の場合はどうですか。

柳田 日本は本当にそういうものに無縁なのか、

ピシッとやっているのか、日本の品質管理はある

いは安全対策は大丈夫なのか。 アメリカほどひど

くないけれども、やっ 』より怖白いなと思うものカ；~）

っぱいあるわけです。現に日本でも事故はいろん

な形で起きますしね。ですから、技術が一方では

ハードウエアの方に進むけれども、やはり人間の
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絡む部分でこれから非常に難しい局面を迎える可

能性がある。特に今日のように石油危機以降低成

長の時代に入り、企業の合理化が重視されている、

そういう中で品質管理の問題というのが非常に大

事だろうと思いますね。これは何もシステム産業

の災害だけではなくて、地震災害なんかでも非常

に重要な部分を占める。 それから建築災害なんか

もそうだろうと思いますし、最近における建築の

手抜きとか行き過ぎた合理化・軽量化などがどう

いう形で大地袋の時に現れるか。超高層に限らず

一般のマ ンションや個人住宅でも本当に未知数の

部分が多い。 これは、アメリカ病どころか、ひょ

っとしたら日本病が知らないうちにまん延してい

るのかもしれない。

それで重要なのは、’70年代に起きている重大災

害でも原因を探ってみると、事故そのものはびっ

くりするようなものであったけれど、原因そのも

のは実にプリ ミティプな、ごく日常茶飯事なもの

で構成されている。安全性という点において何か

プリミティプな見落としがたくさんある。 そこに

怖さがあるし、いつでも災害が起こり得る怖さが

ある。 そう思うわけです。

低成長時代、
災害に低減法則は働くか

根本 やはり人間的なスケールを非常に超えたシ

ステムなりに人聞が慣れていないということもあ

るように思いますね。

たとえば、石油がたくさんいるといってもスピ

ードを半分にしてしまえば運動エネルギーですか

ら消費量は4分の lになる。 そういう意味で、こ

れから低成長の時代に入って、高度成長期にあっ

たようなことカ汁甲さえらオ1るようになってくると、

そのために災害と いうものもスローダウンするよ

うな気もするんですが。ただ都市とか建物はすで

に作られてしま ったものですから、その影響はも

ちろん残ると思いますが。

藤井 一種の低減法則みたいなものが働くという

意味でしょうか。
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根本 そうですね。 それからやっぱり啓 もうとか

の影響も非1前に大きいと思うんですよね。我々は

一時と比べたら問題にならないぐらいいろんなこ

とを教わっていますから。

柳田 それについては量的なとらえ方をどういう

ふうに見るか、つまり数がたくさん頻発するとい

う問題なのか、あるいは、数は減るけれども起こ

ると Iつで10件分、 20件とまとめてこなすのか、

2つあると思うんですね。私はどちらかというと

低減の法則はある程度あるんじゃないかという気

もします。 しかし、全体にシステムの規模が大き

くなっているから、起こったときには、せっかく

低減していた分を全部まとめて起こしてしまう。

現に航空機事故の統計をとってみますと、 ジェッ

ト時代に入って20年たちますけれど、この20年間

確実に事故率は下がっているんですが死亡者総数

は逆に上がっているんです。総飛行時間なり総飛

行回数に比べる死亡者数の率は確かに下がってお

りますが、 Oにはならずに現在横ぱいになりつつ

ある。絶対数、つまり死者数という実数はむしろ

上がっています。件数は毎年30件前後ですが、と

にかく 1件起きると 580人も死んでしまうわけで

すね。20年前のジェッ トが飛び出したころは、 1

年間に起こ った30件の事故の総死者数をトータル

するとやっと580人。 そこに、これからの怖さが

ありますね。

花塚 そういうことは感じますね。 もう一度出し

ますが、たとえば酒田の大火ですね。あれは街区

面積で22万5,000m＇、 1,800棟が燃えたんですが、



北の端で火事が起こりまして、南の端の人は 5時

間なり 6時間の時間的余裕があるわけです。とこ

ろが、 15万m＇以上の超高層ビルという建物がすで

に8棟ある。酒田の大火で燃えた床面積以上のも

のです。これらの建物の火災を考えますと、 1階

で火事が起きたその時には、丁度南の端に相当す

る上階にいた人はすぐ逃げないと間に合わないで

すね。その 1分なり 2分なりの返れがもう死とつ

ながる。その辺が、平面的な過去にあった火災と

これから起きるであろう災害というものの大きな

違いなんです。

それでは、それほど街区火災のように頻繁に起

きるかというと、まあ頻発する度合いは少ないだ

ろう。これは今ある技術の粋を尽くして一応は防

衛している、こういうふうに思っているわけです。

先程の人間的なものが関与しなければ実は守り得

ないんですが、ある種の錯覚があるわけですが。

しかし起きれば大変なことになるだろう。 一挙に

今までの分を、そこで大きな煩害を出してしまう

ということになるわけです。

浅野 これから経済が低成長に入ると災害は減っ

てくるんじゃないかという根本さんのお話でした

が私はまた逆に別な心菌己があるんじゃないかと思

います。 というのは、要するに防災に対する投資

が少なくなって、そのために災害に対して弱いと

ころが出てくる。現在いろいろ大きなビルが建っ

ている。そうするとそれを維持管理するための防

災費用がいるわけですね。それは現在の経済を基

盤として一応考えているんじゃないかと思うんで

すよね。それが、経済の低成長になった時にうま

く維持管理ができるかどうか。そして新しくでき

たものの防災に対する投資が減っていくというこ

とも考えると、そういうところで息わぬ災害が出

てくるんじゃないかと思いますね。

根本 なるほどね。機械的にはいかないですね。

柳田 アメリカ病といいましたのはその辺に関係

があるような気がするんです。いろんな意味で、

その歪みの背景にアメリカ経済の低迷状況とかコ

ストの切り詰めとか、そういう問題があると思い

ますね。
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予測の精度を高めて“怖さ”
に脱得力を

藤井 ’80年代にはいろんな災害がひどくなるだろ

うということは皆さんいわれたんですが、それに

どう備えるかとなると、私はまず第一 に災害の本

当の怖さを知らせる必要があるのではないかと思

うんですね。説得力をもってその怖さを知っても

らうには、いろんな意味での予測lの科学の精度を

上げるという問題がありますね。自然現象の予測、

台風の予報だとか地袋もありますし、それから被

害予測ですね。被害予測もいろいろなことがされ

ているんですが、あれもちょっと条件を変えると

話が変わってくるということもあって、本当にそ

うなるのかというと、わかったようなわからない

ようなところが随分あると思うんです。そういう

ところがなんとかならないだろうかと年中考えて

いるわけですね。 そういう場合に、我々がまだ本

当の怖さを知っていないんじゃないか。高度経済

成長期に出てきたいろんなものですね。超高層も

そうだし高速道路も石油コンビナートも何でもそ

うなんですが、大地震のテストを受けていない。

多分合格しないわけですけれども、テストを受け

ていないことをもっと深刻に考えるべきではない

かということですね。 そういうものがきたら一体

どうなるんだということを一つ一つ念入りに調べ

ていくことが必要ではないか。

それから、水害でも利恨川が決壊して東京がま

た水につかるということも今後は絶対ないとは言

い切れないと思うんですがね。現に多摩川の水害

では堤防が壊れています。 また、岐阜長良川の水

害でもそうです。土で作った堤防なので長い時間

水にっかっていると強度が低下しちゃうんですが、

いろんな悪条件が二重、 三重、五重に重なった時

に利根川の堤防だって切れないことはない。東京

大水害だって有り得る話じゃないかということを

警告する人はあまりいない。戦後のアイオン台風

でも、今同じ自然的条件が再来したら被害はどう

なるか。そういうことを一つ一つ積み重ねていく

ことがまず第一歩じゃないか。やっぱり脅かすよ
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うだけれど脅かすことが必要であると。学問的裏

付けがなければなりませんが。

浅野 私が札幌にいた時ですが、’75年の台風6号

で石狩川が氾濫しましたね。’62年にやはり氾濫が

ありまして、建設省関係では石狩川の改修に力を

入れてもう絶対大丈夫だという意識を持っていた

んですよ。ところが、やはり土手に作った堰堤で

そこがオーバーフローして崩れたわけです。ああ

いうことを現地で見ていて絶対大丈夫だなんてこ

とはあり得ないと思いましたね。たとえば、そう

いうものに対して地盤沈下とかの問題が絡んでく

ると、防災計画の上でみて安全系数をかなりみて

作ったものであっても、 10年20年たちますと、そ

の作った状態でいつまでもあるわけではないです

から。あまり過信 して甘くみてはいけない。

藤井 我々学生のころは、木造家屋の個有周期が

0.5秒だとか0.6秒だとか、そんな風に教わったん

ですね。したがって、関東大震災の時は、山の手

では木造家屋の被害が少なくて、個有周期が短い

土蔵の被害が大きくて、下町では逆だと教わった

んですね。ところが最近社会生活がいろいろ変わ

ってきて、木造家屋の個有周期が0.3秒とか、場合

によ っては0.2手少だとかになっている。ですから、

同じ地震がきても受け身の方の様子が変わったか

ら、今度はうっかりすると昔と逆な話が出てくる

可能性もあるんですね。社会生活が変わる、被害

の様子が変わる。昔の公式が通用しなくなってい

くわけですね。そのことは本気になって年中追い

かけていないと、結局我々 の方がフォローできな

い。全部見直して洗いざらい危険要因を徹底的に

拾い上げることが必要ですね。

地震対策でも、広域避難場所を指定しているだ

けで、現状の変更その他については管理者が、あ

るいは所有者がそれによって制限を受けるわけで

はないんですね。だから指定した時は条件を満足

していても、その後現況の変更をやれば何年後か

には安全でなくなることがあり得る。

花塚 ’80年代の災害で一番大き いものはやはり地

震だろうと思いますが、そのことで逆に危ぐして

いることが実はあるんです。東京で恐れたのは直
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下型の安政地震タイプと相模湾トラフの関東大地

震タイプ、これを一番心配していたわけです。で

すから諸対策も関東地震級ということで立ててき

た。 ところが、防災意識を啓蒙してきたところへ

東海地震の問題が起きた。 これは東海地震ならば

予知できるんじゃなかろうかというムードになっ

てきたわけです。どうも人関心理としては何か希

望がでるとそれに依存する形になってしまう。そ

うすると、今まではいつ地震が起きるかわからな

いといっていたものが、予知をしてくれるという

形に変わってきて しま った。これは東京にとって

は非常に怖いことです。

藤井 私は、日本の地震予知というのは総合的に

いろんな側面からみたとき一番進んでいると思い

ますね。観測ネットが非常に整備されているよう

な所に前兆現象の出やすい地震がきた時には、そ

れは成功する例が日本でも出てくるんじゃないか

と思うんですが、しかし、いろんな場合にそうい

うものがうまくいくかというと、日本が一番進ん

でいてもまだまだ地良予知は研究段階で実用化に

はほど遠いと思いますね。ちょっと地震予知に浮

かれ過ぎているというような感じもしますね。

花塚 田の施策として秘かに予知体制を整えるこ

とは非常に重要なことです。しかし、予知を国民

に啓もうする必要はないと思うんですね。あんま

りやってしまうとなんとなく頼ってしまう。今、

東京の中で予知に頼って直下型地震についての対

応を考えなかったら大変なことになる。東海地震

における東京の受ける震害は、実は私はII方ぎ切れ

ると思っているんですが、もう一つ先ほどいいま

した破局現象が生じるであろうものもまたあるん

ですね。そちらを大いに忘れてはいけない。

市民レベルでの実質的な防災ギ
ャンペーンを

柳田 やっぱり’80年代というのは市民サイドとい

うか、そういうものでのキャンペーンが本当に実

質的な意味で根付かなければいけない時代にすべ

きだと思うんですよね。’64年に河角先生が東京防



根本順吉氏

災都市建設15か年計画という構想を打ち出したと

きに、最初の 5年で被害予測をやり、次の 5年で

防災都市建設、最後の5年で一大市民運動を展開

するという夢物語を描いたんですが、 15年たちま

すが実質的には未だ最初の 5年分さえこなし切れ

ていない。被害予測はやってはいるけれど、実質

的な、おれの所はどうなるという市民にとって本

当の意味での被害想定はまだまだできていません

し、そういう形での情報伝達が行われていない。

だけど東海地震説が出てから静岡県が急きょ東京

の先取りをする形で一大地域防災組織に取りかか

ると同時に、建築物の自己診断というんですか、

一般の人でも自分の家をある程度診断して、どこ

を手直ししなければならないか、あるいは家具の

固定法をどうするかという、極めて身近なところ

のキャンぺーンをやって、100点とはいえないけれ

どもかなり効果を挙げていますよね。そこのとこ

ろが、これからの防災対策の一番大事なところだ

と思うんですね。今までの役所の机上の作戦なり、

あるいは防災の日だけやる避難訓練じゃなくて、

本当に災害の基本になる地盤とか建物とか居住環

境、あるいは親子関係、家庭内の約束事とか学校

との約束事とかですね。ですから、防災対策とい

うのは実質的には何にもできていないというのが

実態ですね。それを住民との関係でどう作ってい

くかというのが’80年代の課題ですね。

藤井 そういう話で思い出すのは、，今村明恒とい

う地震学者が、大正13年に「地震の征服」という

本を書いたんですよ。関東大地震の後で、人間の
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業の深さがどうだとか天の怒りは恐ろしいんだと

かいうことがマスコミに氾渡していた時です。そ

の序文に、また本当にいい事が書いであるんです

ね。「地震の征服をするのは学者ではない、 2、3

の専門家じゃないんだ。やっぱり国民一般が地震

の知識を持って地渓 を正しく恐れる、それができ

れば地震の征服はできるんだ」 とずばり書いてあ

るんですね。 そういった主体がうまく作れるかど

うかということなんですね。 これがまた難しい。

静岡と東京と比べると、東京の弁護ではないけれ

ど、やっぱり静岡の方が自主防災組織ができやす

い要因がある。たとえば、’76年 8月の河津地震と

いう M5ぐらいの地震があって、伊豆半島の河津

町の被害調査に行ったんですがね。その部落の話

を聞いてみると、自分の家の壁にひびがはいった

り家の中が引 っく り返ったりの被害があるんだけ

れど、それはさておいて、まず部落へ通じる道を

みんなで直したっていうんですね。 うっかりする

と孤立してしまうような部落に住んでいる人は、

まず生活道路を直さなければ一切が始まらないこ

とを知っているわけです。そういうところが大都

会では今できにくい。都市の問題というのはハー

ドなこともあるけれど、そういう人間関係のこと

もありますね。その中でどうやって連帯意識を持

たせていったらいいんですかね。

花塚 よく災害が起きますと決まっていわれるの

は、そういうことについて予想しえなかった、と

いう言葉が聞かれるわけですね。 しかし予測し得

るものもあるわけです。ですから、せめて予測し

得たことについては、そのことから逃避しないで

そういう現実から目をそらさないで徹底的に追求

し、対策を講ずるということが必要ではなかろう

かと思いますね。そういう覚悟でやっても、なお

予測し得ないものも出てくる。 これは、ある意味

では行政の後進性というか、そういう災害が起こ

ってから対応策が講じられると いう、 今までの常

に従うしかありませんけれども、繰り返していう

ならば、予測し得たことぐらいはやろうではない

かということですね。

根本 どうもありがとうございました。
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協会だより

消防自動車寄贈先（ 2次分）が決まりました

昭和54年度の消防自動車寄贈先は、 1次寄贈分

57台について、118号でお知らせしましたが、この

ほど2次分の寄贈先が次のように決まりました。

これで、昭和27年以来の、消防自動車の寄贈台

数はし215台となりました。

昭和54年度2次分消防自動車寄贈先

水槽車 1台

山武君fl広域行政組合 （千葉県）

標準型車

八潮市（埼玉県）

防火棟絡を募集しています

ただいま当協会では、消防庁との共催により昭

和55年度の「全国統一防火様語」を募集していま

す。 3月下旬には入選作が決定されます。入選作

は、来年度 1年間統一標語として広く防火PRに

使用されるほか、ポスターとしても50万枚印刷さ

れ、全国に配布、掲出されます。応募要項は35ペ

ージに記載してありますので、ご覧の上、奮って

ご応募くださるよう、お願いします。

奥さま防災博士が400人になりました

奥さま防災博士募集は、今年で第 8期になりま

した。本誌がお手元に届くころには、 50人の新し

い奥さま防災博士が選出されているはずです。第

l期から数えると、400人の奥さま防災博士を世に
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日本損害保険協会の活動、とくに防災活動を中山にお
知らせするページです。協会の活動について、ご意見
やご質問ガございましたら、何なりとあ気軽に編集部
＝当協会予防広報部予防課あてにお寄せください。

送り出したことになります。第 1期から第 7期ま

での方たちは、毎年それぞれの居住地域で防災P

Rに取り組んでいます。第 8期生も、先輩に負け

ずに、奥さま防災ニュースの配布、｜功火訓練、講

習会など、積極的な防災 PRを展開されることで

しょう。

第 8期生の表彰式は、 1月19日（士）、東京の京王

プラザホテルで行われます。

神戸の総合防災展が盛大に開催されました

前号でお知らせした総合防災展は、昨年11月9

日幽～11月14日制の 6日間、神戸市のそごう百貨

店で予定どおり行われました。期間中の来場者は

2万人を超え盛会でした。特に、日脱臼には子供

づれの方が多く、熱心に見学したり、テストを受

けたり、親子一緒に防災の勉強をしている風崇が

目につきました。



54年8月・ 9月・ 10月

災害メモ

＊火災.8・14 ＊京都葛飾区新小岩の駐
車場兼倉庫から出火。隣接住宅など

計7棟634凶全焼、3棟部分焼。 5世

帯14名り災。倉庫の高級家具約1,500

万円相当も焼失。不審火。.8・23 長野県長野市西之門町の
善光寺大本願の台所付近から出火。

御殿や奥苦手院など7棟約620m＇全半

焼。ガスレンジの熱によって木材が長

期低温加熱され、放射発火したもの。.8・29 新潟県三島郡寺泊町の町
立寺泊中学校A棟東端付近から出火。

2棟計l,500m＇焼失。

.9・5 京都府京郡市東山区紙園

町のお茶屋河美代で火災。隣接末吉

会館ほか計7棟13軒約400m＇焼失。・10・19 静岡市御殿場市中畑の米
海兵隊富士営会地区で、14棟l,020m'

全焼。 l名死亡、約40名負傷。野戦

燃料用ガソリン貯蔵袋が、台風20号

の風雨で絞れ、ガソリン約l,900 ~が

流失。兵舎14棟に流れ、ストープの

火に引火したもの。

脅爆発.8・23 埼玉県朝霞市根岸台の丸
吉コーポ 1階でプロパンガス爆発、

炎上。 l棟約300m＇全焼。 2名死亡、

11名負傷。ガス自殺らしい。

.9・8 大阪府寝屋川市長栄寺町

のスナックポルシェでプロパンガス

爆発。 l棟延べ40m＇全壊。近隣の病

院や会社の外壁や窓ガラスも割れ、

2名重体、 7名重軽傷。

•10 ・ 11 愛知県額田郡幸田町の三

州火工会社の無人の火薬配合宅で爆

発。作業所など計4棟倒壊。 l名死

亡、 3名丞軽傷。

＊陸上交通

es・1 島根県浜田市治和町の国
道9号線で、マイクロパス（采只乗

客32名）がセンターラインを越え大

型トレーラーに衝突。さらに采用車

がパスに追突。 311'，重軽傷。.8・22 神奈川県足柄上郡大井町
東名高速で、徐行運転中の乗用車・

タンクローリーなど8台の車にわき

見運転の大型トレーラーが突っこみ

6台炎上。 3名死亡、 8名負傷。.8・25 同大井町の東名高速大井
松田料金所で、大型トラックがプレ

ーキがきかなくなり暴走。駐車場に

突っ込み、駐車中の本3台に衝突。

2台炎上。大型トラックの前部一部

焼捌。・8・30 愛知県政川市平尾町の上
り線で、故防修理中の大型トラック

を避けようとしたタンクローリーが

中央分離併に采り上げ、はずみで横

転。後続の大型トラック 4台が次々

追突。 2名死亡、 3名重軽傷。

•10 ・ 3 ＊京都府中市の京ヱ線飛

田給11号踏切で、大型トラックの荷

台からずり落ちたショベルカーに上

り急行電卓（ 7両編成）が接触、は

ずみで下り線に寄ったところへ下り

特急電車（ 7両編成）が衝突し2両

脱線。 l名死亡、 52名重軽傷。

•10 ・ 22 岩手県岩手郡松尾村寄木

のアスピ一テライン入口手前で、大

型観光パスが、道路わさ 1mに転手喜、

横転。 40名重軽傷。

•10 ・ 24 愛知県知多郡美浜町布土

で、ミカン狩り観光パスが布土川に
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転落、横転。 36名重軽傷。

＊海灘

es・10 東京湾・中央防波堤灯台
南京500mで仮停泊中の小型タンカ

ー第61栄宝丸（199t）がタンクのガス

抜き作業中爆発、炎上。 2名死亡、

l名行方不明、 1名負傷。

es・28 島根県隠岐郡西ノ島町国
賀海岸約50mで、観光遊覧船第13く

にが（49t ）が座礁、浸水。 10名重

軽fl｝。.9・17 福島県相馬市鵜の尾山甲東
約135kmで、トロール船第15天祐丸

(53 t・9名乗組）が転覆。 8名行方

不明。

•10 ・ 19～ 20 台風20号の影響で、

北海道沖の漁船遭難続く。（グラビア

ページへ）

＊自然

es・21～22 岐阜県飛甥地方や三
m県南部で、台風11号の影響で局地
的な集中豪雨。岐阜県下で乗用単2

台が土砂崩れに巻き込まれ61局長E亡。

吉減郡上宝村栃尾地区では土石流が

直撃。民家31戸全半壊。

.9・6 阿蘇山噴火。（グラビアペ

ージへ）

.9・24～10・1 台風16号で34都

道府県に被害。（グラビアページヘ）

•10 ・ 17～20 台風20号で44都道府

県に被害。（グラビアページへ）

合その他・8・9 神奈川県横須賀市の米海
軍横須賀基地で、空母ミッドウェー

(51,000t）の空調機械室で溶接作

業中火災。 19名死傷。

es・11 福岡県大牟田市凹山町の
さ井石炭三池鉱業所四山鉱採炭現場

で炭壁が崩れ、 9名重軽傷。

.9・22 岐阜県渇斐郡大野町の第

2公民館で、床が崩落し、料理講習

73 



’80予防時報120

中の19名がコンクリート土問に転落。

19名負 j~。

＊海外

es・4 伊・シチリア島エトナ山
(3,320m）が過去20年間最大の噴火。

es・7 スペイ ン北東部カタロニ
ア地方リヨレットデマール付近の観

光地のある森林地帯で火災。キャン

プ中の22名死亡、負傷者多数。

es・11 インド西部グジャラート
チト｜で、モンスーンによる豪雨のため

ダムが決壊。下流の町モルビを直望書。

1,000名以上死亡。

es・11 ウクライナ共和国ドニエ
プロジェルジンスク付近で、ソ述国

営航空TUl34ジェッ卜旅客機が同型

旅客機と空中衝突。墜落。両機の乗

客 ・界只約150名死亡。

es・31 米・ニューメキシコ外｜ギ
ャラップ付近のウラン処理工場て＼

去る 7月16日付近のダム決壊によっ

て大量の欣射性物質がコロラド川の

支流に流入。 8Jl31日現在の調査に

よると、｛底捜J支の政射性物質を含ん

だ排水40万 t、1,100 tの鉱I宰などが

流出。欣射性物質流出事故としては

最大。人間1ゃ家畜が汚染される可能

性が出、周辺地域には飲料水を供給。

es・25 韓国慶尚南道、全羅南道
の海岸地方一帯で、台風11号の影響

で集中豪雨。少なくとも75名死亡、

45名負傷、 17名行万不明。

es・28 米・ペンシルペニア州ス
リーマイル島原チ力発電所で、燃料

操作棟のパルプ修理中の作業貝 6名

が被ばく。

es・31～9・2 カリプ海で ドミ
ニカ共和国を中心にハリケーンデー

ビッドによる洪水や倒壊、山崩れが

続出。死者、行方不明 1,100人以上、

被害総額10億ドル。.9・10 米・ニューヨーク市ウエ
ストサイドの地下鉄で車両火災。

74 

28名重軽傷。.9・11 インド・ウッタルプラデ
シュ州を襲った干ばつで、当日現在

作物被害約2000億円。同州では6000

万人、他州も合わせると I億100万

人に深刻な被害。.9・12 伊 ・シチリア島エトナ火
山が再び噴火。9名死亡、数十名蚤

粍傷。・9・12 インドネシアのイリアン
ジャヤ東部で、 M7.6の地震。アンサ

ス（住民8000人）では、家屋の半数が

海中に没し、付近の町でも多数が倒

壊。.9・13 ユーゴスラピアのペオグ
ラード南約160kmのスタラク駅で、

貨物列引が急行列車に衝突。61名以

上死亡、 100名以上負傷。.9・20 伊 ・中部ウンプリア地方
ぺルージャ付近を震源とするM5.8の

地袋。リエティやノルチアでは民家

の笠や古代石造建築物が多数崩落。

5名死亡、 20名負傷。・9・28 オーストリア ・ウィーン
のアムアウガルテンホテル1階受付

付近から出火。少なくとも27名死亡。

•10 ・ 3 米 ・コネチカット州ウィ

ンザーロックスで竜巻が発生。40以

上のビルが損壊し、ブラッドレ一国

際空港の航空機損害は1億ドル。1

＊＇，死亡、 300名以上負傷。

•10 ・ 16 米・ ペンシルべニア州フ

ィラデルフィアで、通勤電車の追突

事故。少なくとも275名負傷。

•10 ・ 16 米・カリフォルニア州カ

レキシコ市東22kmを震源とするM6.5

の地渓。同州南部では39年ぶりの強

い地袋で、 1名死亡、負傷約100名。

•10 ・ 27 韓国・慶尚北道開腹郡の

恩城鉱業所で炭鉱火災。42名死亡。

•10 ・ 31 メキシコ・メキシコ市空

港で、米ウエスタン航空DClOジェ

ット旅客機が着陸寸前に墜落。大破、

炎上。31日現在死者75名、負傷13名。

編集委員

赤木昭夫 NH K解説委員

秋田一雄 東京大学教佼

安倍北夫 東京外国語大学教佼

岡本博之 科学警察研究所交通部長

川島巌 東京消防庁予防部長

小暮仁 大正海上火災保険附

塩田美彦 東京海上火災保険鮒

担E本孝一 日本大学教授

根本順吉 気象研究家

編集後記

．災害メモの締め切り間際にビッグ

ニュース、木曽・御岳山が有史以来

初めて噴火しました。2年前に有珠

山が噴火、近くは阿蘇山の噴火があ

って、日本列島は北から南まで動き

出したような感じです。学者もピッ

クリというノーマークの山の噴火で

したが、御岳の噴火で、今度は ＂・w
士山が噴火してもおかしくない砂と

いう記事が新聞や雑誌に出ています。

東海地方では、地震に加えて、また

ひとつ心配がふえました。 •＊海地

震の話題が大きくなったので、逆に

＊京直下型地震の危険が忘れられて

しまったようで、それが心配だとい

うのは今号座談会での花塚さんのお

話。東海地震の防災対策強化地域に

東京が入っていないので、、東京〔は安

心だ”と考える人がもしいたら、ほ

んとにこわいことです。 （鈴木）
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時報係あてお申し込みください。
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台風16号・21
.. ' 

日本縦貫
台風16号は9月24日に沖縄南東海上に接近。それから30

日夕方室戸市付近に上陸するまで日本付近にあった前線を

刺激して、関東以西に連日 100～200mmの大雨を降らせた。

主な被害・9月24日 愛知県愛知郡日進町で、増水した岩崎川の水門を開
けようとした 2名が濁流にのまれ死亡。・9月30日 6時～7時ごろ宮崎県で 3つの竜巻が発生。・10月 l日 日時IS介ごろ滋賀県滋賀郡志賀町南小松、国鉄湖西
線近江舞子駅北約 500mの高架線で貨物列車のコンテナ車 2両

が強風で脱線。 I i苛がIIm下の空地に転落。・10月 1日 日時16分ごろ京都府長岡京市神足付の新幹線高架下
で、大型クレーン牽（重量sot）が突風のため暴走し架線を支
える鉄柱に激突。送電線を切断したため、新幹線のダイヤ混乱。・10月l日 I 時30介ごろ、和歌山市雑賀町和歌山南港入口付近
に停泊中の貨物船紫金山号（2,438t）が強風に流され防潮堤に

衝突、横転、水没。

台風災害 （54年11月20日12時現在消防庁調べ）

Eτ一一週主 16号 20号

vE 者人 JO 48(5) 

人行 Ji 不 "II • 70幅B

且 （~ . 104 574(3) 

!!' 』 担 糠 73 138 

半 墳 ， 451 1,045 

主主 流 出 ’ 

全 焼 ． 9 

主幹 焼

床 l二浸水 5,529 7 ,259 

物 床下校 水 ． 46. 793 37 ,478 
一 部 f位 Ill 9, 185 10,372 

非住家儀 l.＇｝’ 2,203 4,621 

権 ；足世 帯数 世僻 5,951 10,987 

描 災 者 数人 20,053 37, 105 

緋 木 流 埋 ha 95.2 246.0 

回冠 水・ 28,593.4 16,272. 7 

流 望E ・ 22.6 647. 7 
畑

地 主主 水 7,779.2 17 ,372.5 

』直 E署 !Jl 場 か所 6, 117 7 ,331 

f晶 梁 団t 失 ． 102 231 
1可 Ill !Jl 担 . 8,450 9,365 
山 （没）く ずれ ，， 576 1,437 

鉄軌道被書 15 43 

間週日府県民寄付申本部設置世 1宇 8 14 

市町村災害対軍本部段置世 ｛牛 364 769 

災害救助法適用 ． 6 5 

消防戦 団員 延人 41,027 釦，822

備 :J, ら
34都道府 44都道府
県に被害 県に被害

（ ）内は北海道海難事故

台風20号は観測史上最低の中心気圧870mbを記録した大

型台風。｜日月 19日9時40介和歌山県白浜付近に上陸して各

地に被害をもたらした。 10月後半に台風が上陸したのは、

昭和42年台風34号以来で12年ぶ り。

主な被害・10月14日 静岡市平松の県道 3か所が高波に浸食されて崩れ落
ちた。・10月19日 首都圏で暴風被害が続出。吹き倒されたり飛来物な
どで 100名以上の死傷者。国鉄、私鉄、新幹線も約8時間、首

都高速道路でも 5時間の全面ストップ。

• 10月19～20日 北海道の太平j羊i合岸て

流が椙次ぎ、死者、行方不明67名。

0イカ釣漁船第II伸栄丸（99.78 t・9名乗組）が座礁2名死亡、

6名行方不明0貨物船笑山号（8,376t・47名乗組）が座礁。船体

が中央部から真っこつ。0イカ釣り漁船第I5日東号（91t・23名

乗組）が沈没、全員行方不明0イカ釣り漁船25有，魚号（98t・37名

乗組）が沈没。2名死亡、33名行方不明。



相次ぐ噴4
阿蘇山中岳噴火で3名死t

昭和54年 9月6日13時6介、阿蘇山中岳第 l火

口が爆発。噴煙は上空約 700mまで上がり、火山

灰は北東45kmにも及んだ。阿蘇山は、去る 6月13

日にも爆発があった。このため同月｜｜日以降、火

口 Ikm以内の立ち入り規制をしていたが、仙酔峡

ロープウェー火口東駅と楢尾岳山頂上展望台付近

は Ikm以内にもかかわらず禁止区域外になってい

たため、ここにいた観光客らが爆風や噴石に直撃

された。避難ごうを兼ねる鉄筋コンクリート建て

火口東口駅の屋根が噴石で貫通するほどの激しさ

で、3名死亡、｜｜名が重軽傷を負った。

木曽御岳山 有史以来初の噴火

昭和54年10月28日朝（推測5時2日分）、木曽御岳山

(3,063m）地獄谷最頂部付近で突然爆発。降灰量

は比較的に少なかったが、特に、長野県倶ljの木曽

郡関田町を中心に三岳、王滝の 3村では、農作物

や養殖；也にかなりの被害を出した。火山噴火予知

連絡会は‘噴火活動は当介続〈’との見解から、

同月29日観測体制強化を決め、 31日気象庁や名古

屋大学などの調査チームは、噴火口を取り囲仁形

で10基の地震計を設置、本格的な観測態勢に入つ

た。御岳山は、有史以来噴火記録のない活火山の 噴煙を上げる御岳山

ため、常時観測対象外の火山だった。

昭和54年11月9日日時37介、東京都板橋区大山

町39ー ｜、耐火造6階建てイトーヨーカ堂｜階中

央レジ付近から出火。同店は夜間は無人で、機械

警備システムを採っていた。出火時、火災感知器

は正常に作動したものの、自動火災警報設備のベ

ルスイッチを切っていたため、警報信号が警備会

社に移報されず、発見・通報が大幅に遅れ、 119通

報は日時53介だった。火はエスカレーターや埋め

戻し不完全のダクトスペースから上階へ延焼。無

窓建物だったこともあって消火活動も難行。延面

積3,30Im’のうち、 2,413m＇を焼いて13時21介鎮火

しfニ。

朝までくすぶり続けたイトーヨー力堂



防災誌、

予防時報（季干IJ)

奥さま防災ニュース（隔月刊）

防災指導書

高層ホテル ・旅館の防火指針

石油精製工業の防火 ・防爆指針

石油化学工業の防火・防爆指針

危険物施設等における火気使用工事の防火指針

ビル内の可燃物と火災危険性（浜田稔著）

工場防火の基礎知識（秋田一雄著）

旅館・ホテルの防火（堀内三郎著）

防火管理必携

事例が語るテ’パー卜の防火（塚本孝一著）

防災読本

やさしい火の科学（崎川範行著）

イザというときどう逃げるか防災の行動科学（安倍北夫著）

そのとき／あなたがリーダーだ（安倍北夫著）

映画

危い／あなたの子が

あなたは火事の恐ろしさを知らない

ドライパーとモラル

危険はつくられる（くらしの防火）

動物村の消防士

パニックをさけるために（あるピル火災に学ぶもの）

煙の恐ろしさ

ザ・ファイヤー・ Gメン

ふfこりの手ム

火災のあとに残るもの

火事と子馬

友情は燃えて

オートスライド

防火管理

火災・地震からいのちを守ろう

ここに目をむけよう／（火災の陰の立て役者）

実例にみる防災アイデイア（家族みんなの火の用心）

工場の防災（安全管理システムの生かしかた）

映画・ スライドは、防火講演会・座談会のおり、ぜひこ啄O周ください。当協会ならびに当協会各地方委員会〔札幌＝（011)

231 -3816、仙台＝（0222)21-6466、新潟＝(0252 )23 -0039、横浜＝(045)20 I 7096、静岡＝(0542)52-1843、金

沢＝（0762)21-1149、名古屋＝（052)971ー1240、京都＝（075)221-2670、大阪＝（06)202-8761、神戸＝（078)341

-2771、広島＝(0822)47 -4529、高松＝（0878)51-3344、福岡 ＝（092)771-9766〕にて、無料貸し出ししておりますL

主要 日本損害保険協会 主唱~%~r2~~~1~1~以~）TIOI
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発行所社団法人日本損害保険協会

東京都千代田区神田淡路町2-9〒IOI

電話＝（03)255ー1211（大代表） グ竺
一般家庭向けにも
積極的なPRをじぐいます；

．毎年、秋の全国火災予防運動に合わせて、テレ

ビを使い、茶の間へ防災PR。チンパンジーが

主役のこのフィルムは好評を博しました。

・毎年1回、防火標語を公募。

ポスターを50万枚制作して全国に配布、掲出。

防火意識の高揚に一役買っています。

・隔月刊で＂， 27万部発行。

奥さま防災博士を通じて各家庭へ配布。

「家庭防災は主婦の手て、」を目指して、

情報を提供しております。

紋日本損害保険協会

朝日火災海上保険株式会社
共栄火災海上保険相互会社
興亜火災海上保険株式会社

住友海上火災保険株式会社
大正海上火災保険株式会社
大成火災海上保険株式会社

太陽火災海上保険株式会社
第一火災海上保険相互会社

大東京火災海上保F剣味式会社
大同火災海上保険株式会社
千代田火災海上保険株式会社

東亜火災海と再僻会株式会社

東京海上火災保険株式会社
東洋火災海上保険株式会社
同和火災海上保険株式会社
自動火災海上保険株式会社

日産火災海上保険株式会社
日新火災海上保険株式会社

．防火映画を毎年l本制作、

各地方委員会から希望者

に貸し出しをして、防火

講演会、子Eも会なEL、

ろいろな催しに利用され

ています。

日本火災海上保険株式会社
日本地震再保険株式会社
富士火災海上保険株式会社
安田火災海上保険株式会社

（社H会社50音順）
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